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概要

本稿は二つの内容から構成される．まず一つは，貿易政策を対象とした既存のCGE分
析，特にそこで利用されているモデルのサーベイである．貿易 CGE分析のサーベイは既
に数多く存在しているが，その多くはシミュレーション結果の比較が中心で，モデルの

構造はあまり深く扱っていない．これに対し本稿は代表的な貿易CGEモデルを幾つか例
にとり，様々な側面からモデルの構造を比較している．特に，近年よく利用されるよう

になった不完全競争 CGEモデルについては細部にわたり説明しているので，既存の貿易
CGEモデルの特徴・傾向を容易に把握できるはずである．
さらに本稿では，シミュレーションに利用するモデルの選択が，貿易自由化のシミュ

レーション結果に及ぼす影響を分析している．サーベイの部分でも貿易自由化を対象にし

た既存のCGE分析を比較しているが，既存の分析ではモデル，データ，パラメータ，シナ
リオの全てが異なっているので，モデルの差がどれだけ結果に影響を与えているのかを判

断することが難しい．そこで本稿では，モデル以外の部分をできる限り共通化した上で，

様々なモデルの貿易自由化の効果を比較するというシミュレーションをおこない，モデル

の選択によって自由化の効果がどのように変わるかを分析している．モデルとしては，一

つの完全競争モデルと 8つの不完全競争モデルを取り上げ，各モデルでの厚生，生産量，
企業規模，企業数，マークアップ率等への効果を比較している．モデルの違いは分析対象

となる地域の経済構造の差とみなせるので，本稿の分析から，経済構造，及び経済構造に

影響を与えるような政策と貿易自由化との関係についての示唆，政策的含意も導くことが

可能である。
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1 導入

80年代以降，実証分析のツールとして応用一般均衡分析 (以下，CGE分析)が幅広く利用されるよ

うになってきた1．様々な分野で CGE分析が利用されるようになったが，貿易政策分析は最も CGE

分析が盛んな分野の一つとなっている2．現在では経済学者だけではなく，WTO，World Bank等の

国際機関，また各国の政府・民間機関も様々な貿易政策の効果を評価するために CGE分析を利用す

るようになってきている．

本稿の目的は二つある．まず一つは，貿易政策を対象とした既存の CGE分析，特に利用されてい

るモデルのサーベイ・比較をおこなうことである．貿易CGE分析のサーベイは，例えば，Curtis and

Ciuriak (2002)，OECD (2003)，Piermartini and Teh (2005)，Bouët (2006)等によっておこなわれて

いる．これらのサーベイは数多くの CGE分析を取り上げて比較をおこなっており，既存の CGE分析

を概観するには非常に有用な論文である．しかし，その内容はシミュレーション結果の比較が中心と

なっており，モデル，データ，パラメータ等の要素についてはそれほど詳細には扱っていない．もち

ろん，シミュレーション結果の比較も重要であるが，結果はモデル，データ，パラメータ，シナリオ

等の要素が複雑に影響しあって導かれるものであり，結果だけを観察してもなぜ分析によって異なっ

た結果がもたらされるのかを判断することはできない．この意味で分析結果に焦点をあてている既存

のサーベイは表面的な比較にとどまっていると言える．これに対し本稿は，比較対象とする分析の数

は少ないかもしれないが，モデル，データ，パラメータといった CGE分析の構成要素について既存

のサーベイよりもはるかに深く扱っている．特に，モデルについては様々なタイプのモデルを取り上

げ，詳細にわたり比較をおこなっているので，近年CGE分析において利用されているモデルの特徴・

傾向を容易に把握できるはずである．

サーベイは以下のように構成される．まず，第 2節で，これまでの CGE分析でどのような貿易政

策が分析されているのかを概観する．次に，第 3節で，貿易政策の CGE分析で用いられている 7つ

の代表的な CGEモデルを紹介する．様々なモデルを比較しつつ，近年利用されている CGEモデル

の特徴・傾向を明らかにする．ここでは特に，関数型，静学・動学，Armington仮定という観点か

らモデルを比較している．さらに，第 4節では，近年利用されることが多くなってきた不完全競争の

CGEモデルを詳細に説明する．完全競争モデルと比較し，不完全競争モデルは自由度が飛躍的に高

くなるため，先行研究では多様なモデルが利用されている．例えば，既存の不完全競争モデルでは，

規模の経済性の導入法，Varietyの扱い方，競争形態，市場の統合度についての仮定，参入・退出に

ついての仮定，パラメータの設定方法 (カリブレーション方法)等について幅広い相違が観察される．

これらの観点に着目しつつ，多様な不完全競争モデルの比較をおこなう．

第 5節では，第 3・4節で取り上げたモデルを利用した 11個の分析例を比較する．異なったモデル

を利用している分析で，貿易自由化政策の分析結果がどの程度異なっているのかを示すとともに，分

析間の結果の差の要因について考察している．この比較からは，以下のような考察が導かれた．まず，

自由化による EV は最大値と最小値で 31 倍も異なっており，分析によって自由化の効果 (EV) の大

1本来，「応用一般均衡分析」という用語に対応するのは「AGE (applied general equilibrium) 分析」という用語であり，
「CGE (computable general equilibrium)分析」は「計算可能な一般均衡分析」に対応する用語である．しかし，意味は同じ
でも日本では「応用一般均衡分析」，海外では「CGE 分析」という用語が使われることが多いので，ここでは「応用一般均衡
分析」＝「CGE 分析」という使い方をしている．

2他に CGE 分析がよく適用される分野としては税制改革の分析がある．また，近年では，二酸化炭素の排出規制の分析で
CGE 分析が主要なツールの一つとなっている．
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きさはかなり異なっている．ただし，そのうちMichiganモデルを利用した分析は，他の分析と比較

し効果が際だって大きく，それが分析間の結果の差を大きくする一因となっている．しかし，たとえ

Michiganモデルによる分析を除いたとしても，分析間で結果にはかなりの差は残る．結果の差の原

因であるが，分析によってモデル，データ，パラメータ，シナリオ等，全てが異なっているので，何

に起因するのかをはっきりさせるのは難しい．しかし，サービス貿易自由化，貿易円滑化を除いた財

貿易の自由化のみの効果では分析間の差がかなり縮小することから，シナリオの差 (考慮している政

策の差)による部分がかなり大きいと言える．

以上のような既存研究のサーベイに加え，本稿ではモデルについての仮定が，貿易自由化のシミュ

レーション結果に与える影響について独自の分析をおこなっている．第 5節で既存の CGE分析の結

果を比較しているが，既存研究ではモデルだけではなく，データ，パラメータ，シナリオ等様々な点

が異なっているため，モデルの差がどれだけ結果に影響を与えているのかを判断することは難しい．

そこで，第 6節では，モデル以外のデータ，パラメータ，シナリオといった部分をできる限り共通化

した上で，様々なモデルを比較するシミュレーションをおこない，モデルの差が貿易政策の効果にど

のような影響を与えるかを分析している．分析対象のモデルとしては，一つの完全競争モデルと 8つ

の不完全競争モデルを考え，市場構造，競争形態，参入退出等についての仮定が，分析結果に与える

影響を評価している．なお，スペースの都合上，第 6節ではシミュレーション結果を中心に説明して

おり，モデル，データ，パラメータ等については，簡単な説明しか提供していない．モデル，データ，

パラメータ等については，この論文の補論で詳しく説明しているので，そちらを参照して欲しい3．

第 6節のシミュレーションで得られた主要な結果は以下の通りである．第一に，最大のモデルと最

小のモデルで二倍以上厚生効果に差がでた．これはモデルの選択によって自由化の厚生効果が大きく

変わる可能性が高いということを示唆している．第二に，統合市場モデルのほうが分断市場モデルよ

りも厚生効果が大きくでた．第三に，参入退出が不可能なモデルは全てのモデルの中で最も厚生効果

が小さくなった．最後に，完全競争モデルの厚生効果の大きさはちょうど中位となった．また，厚生

効果以外の効果，例えば生産量に対する効果については，多くの地域・部門でモデルによる差は小さ

いが，一部の地域・部門では非常に大きい差が観察された．よって，生産量効果についても，対象の

地域・部門によっては，モデルの選択で大きく結果が変わりうるということになる．

最後に，第 6節の分析で得られた結果の政策的含意について簡単に触れておこう．第 6節ではモ

デルの差が自由化の効果に与える影響を分析しているが，モデルの違いというのは結局のところ分析

対象となる地域の経済構造の差に結びつけることができる．よって，本稿の分析は経済構造の差が自

由化の効果にどのような影響を与えるのかという問題を分析していると言える．例えば，参入退出が

不可能なモデルは最も厚生効果が小さいという結果が導かれた．これは，貿易障壁を撤廃したとして

も，参入退出に制限がある，つまり競争促進政策が十分機能していないような経済状況では，貿易自

由化の利益はかなり損なわれてしまうと解釈することができる．同様に，統合市場モデルのほうが分

断市場モデルよりも厚生効果が大きいという結果は，地域間になんらかの制度的，物理的障壁が存在

し，ブロック化されている (裁定取引が働かない)状況では，自由化の利益は小さくなってしまうと解

釈できる．このようにモデルの差を現実の経済構造の差に結びつけて考えると，本稿の分析から様々

な政策的含意を導くことができる．例えば，参入退出がおこなわれないモデルで自由化の効果が小さ

3補論は筆者，あるいは筆者のweb siteから入手可能である．また，第 6節でのシミュレーションをおこなうための GAMS
で書かれたプログラムも筆者から入手可能である．
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くなったということは，自由化をおこなうと同時に，競争促進政策を実施し，参入退出を容易にする

ことで自由化の効果を増幅できるということを示唆している．同様に，分断市場より統合市場モデル

のほうが自由化の効果が大きいという結果は，貿易障壁の撤廃とともに各地域の市場の間に存在する

制度的な障壁を除去し，市場を統合する政策をおこなうことにより，やはり自由化の効果を拡大でき

るということになる．本稿の分析は，CGE分析におけるテクニカルな問題の分析という側面を当然

持っているが，上の例が示すように，その分析結果は政策立案，すなわち貿易自由化からより大きな

成果を得るために必要となる政策は何かという問題に対する示唆も与えてくれる．既存の貿易 CGE

分析では，貿易自由化自体，つまり，どれだけ障壁を削減するか，どのような財に対する障壁を削減

するかによって自由化の効果がどう変わるかということが主な分析対象であった．これに対し，本稿

は，貿易自由化政策と，それ自体は自由化とは関係がない競争促進政策等との関係について考察して

いるという意味で，既存の研究とは別の視点で貿易自由化を分析していると言える．

2 貿易CGE分析

国際貿易の分野において CGE分析が注目を浴びたテーマとしては，まず NAFTAの分析がある．

NAFTAの形成の影響を評価するために，CGE分析を利用した研究が数多くおこなわれ，その成果が

NAFTA形成の際に判断材料の一つとなった．NAFTAについての代表的な CGE分析は，Francois

and Shiells (1994)にまとめられている．同時に，GATT/WTOの多角的貿易交渉であるウルグアイ・

ラウンド (Uruguay Round)についても，多くの CGE分析がおこなわれた．UR合意以前から分析

はおこなわれていたが，URの最終合意を受けておこなわれた分析がMartin and Winters (1996)に

集められている．多角的貿易交渉については，現在議論の途上にあるドーハ開発アジェンダ (Doha

Development Agenda)も多くの CGE分析により評価されつつある．また，90年代以降急増しつつ

ある自由貿易協定 (FTA)，関税同盟 (CU)等の地域間貿易協定も，CGE分析が広範囲に適用されてい

るテーマである．

2.1 分析内容

上に挙げた多角的貿易交渉，地域間協定のケースで，どのような分析がおこなわれているのかもう

少し詳細に見てみよう．まず，分析の対象となっている政策には，具体的には以下のようなものが含

まれている．

[1] 工業製品に対する貿易障壁の削減・撤廃

[2] 農産物に対する貿易障壁，補助金の削減・撤廃

[3] サービス貿易障壁の削減

[4] 貿易円滑化 (Trade facilitation)

[5] その他：直接投資 (FDI)，労働，資本移動の自由化，自由化に伴う技術移転
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2.1.1 工業製品に対する貿易障壁の削減・撤廃

工業製品に対する関税の削減は，GATTの多角的貿易交渉において古くから主要なテーマであった．

URでも工業製品への関税の削減は重要な政策の一つであり，URを対象としたほとんどの CGE分析

において，工業製品関税の削減が分析されている．UR合意の結果，現在では先進国の工業製品関税

はかなり低い水準にまで削減されたが，途上国では依然高い水準の関税が残存している．このため，

ドーハ・ラウンドでも工業製品関税の削減は依然重要な課題の一つである．

また，関税の削減に伴い代替的に用いられるようになったNTBs (non-tariff barriers，非関税障壁)

の撤廃，あるいはNTBsの関税化もURの重要な議題の一つであり CGE分析の対象となった．特に，

UR合意を受け 2005年までの撤廃が決定されたMFA (multi-fiber agreement，多国間繊維協定)は多

くの CGE分析の対象となった．

2.1.2 農産物に対する貿易障壁，補助金の削減・撤廃

農産物に対する貿易障壁は，先進国でも依然高い水準の関税が維持されていることもあり，現在で

も重要な分析課題である．また，農産物に関しては，輸入障壁だけではなく，輸出国側の輸出補助金，

国内生産補助金の削減・撤廃も URで議論された課題であり，多くの CGE分析において分析対象と

なった．

2.1.3 サービス貿易障壁の削減

URまでの多角的貿易交渉の成果により，財に対する貿易障壁はかなり削減されてきた．しかし，

サービスの貿易障壁はURまでほとんど手付かずの状態であったため，進行中のドーハ・ラウンドで

は，サービス貿易障壁の撤廃が課題の一つとなっている．CGE分析でも，90年代中頃からサービス貿

易障壁の撤廃を分析する研究がおこなわれるようにはなった．しかし，財に対する貿易障壁のケース

と比較し，サービス貿易障壁を CGE分析の俎上に載せるには様々な困難があり，これまでのところ

分析は少ない．一番の難点は，財貿易に対する障壁が関税等の形で数量化されているのに対し，サー

ビス貿易に対する障壁は制度・規制という形で存在するため数量化するのが難しいという点である．

CGEで制度・規制による障壁を直接扱うのは困難であるので，まずある程度単純な形で障壁を数

量化する必要がある．これまでおこなわれている CGE分析では，サービス貿易障壁を擬制的に関税

という形式に変換し，数量化するという方法がとられていることが多い．しかし，擬制的な関税率を

推定するのには様々な方法が存在するし，推定に用いるデータも研究者によって異なっていることか

ら，推定された関税率にはかなり差がある．そのためか，サービス貿易障壁削減の効果は研究によっ

てかなり違いがある．いずれにせよ，財貿易に対する障壁の重要性が相対的に低下しつつある現在，

サービス貿易障壁の削減の分析は重要な課題の一つである．

2.1.4 貿易円滑化

貿易円滑化 (trade facilitation)とは，税関手続きの簡素化等のことを指し，これもやはり隠れた貿

易障壁の撤廃として，ドーハ・ラウンドでは重要な議題となっている．CGE分析でもこの貿易円滑化
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を分析対象とした研究が，近年増えてきている．ただし，サービス貿易障壁と同様にこれも単純な形

で数量化されている障壁ではないため，いかに適切に数量化するかという問題がある．

2.2 分析対象となる効果

CGE分析では，自由化が次のような変数に対して与える効果が分析されている：(1)厚生，(2) GDP，

(3) 国内生産，(4) 貿易量，(5) 雇用，賃金．まず，地域全体への効果を判断するものとして，厚生，

GDPへの影響がある．厚生への効果は，通常 EV (equivalent variation，等価変分)によって測られ

る．あるいは，EVの実質所得との比率，GDPとの比率が用いられることも多い．経済学的には，政

策の善し悪しを判断する最も適切な指標は，この厚生効果と考えられているが，CGE分析では GDP

への効果も重視されている．一方，部門・財別の効果としては，国内生産，貿易量に与える効果等に

着目することが多い．国内生産の動きは，保護を受けていた産業が自由化によってどれだけ影響を受

けるかを判断するための指標となる．さらに，雇用への影響を見るため，雇用量，賃金率に対する効

果に着目することもある．

3 代表的なCGEモデル

CGE分析の構成要素には，(1)モデルの構築，(2)データの作成，(3)パラメータの特定化，(4)政策

シナリオ作成といったものがある．分析の結果は，当然これらの要素に依存しており，異なった仮定，

前提を用いれば異なった結果がもたらされることになる．実際，後に紹介する様々な研究では，同じ

ような政策が分析されているにもかかわらず，モデル，データ，パラメータ，シナリオの違いのため

分析結果はかなり異なっている．

以下では，分析の構成要素のうち，(1)の「モデル」という側面に主に焦点をあて，貿易政策分析で

実際に利用されている代表的なモデルを幾つか取り上げ，比較していく．取り上げるモデルは，GTAP

モデル，LINKAGEモデル，Michiganモデル，Francoisモデル，HRTモデル，MIRAGEモデル，

Takeda モデルの 7 つのモデルである．各モデルの特徴は，表 1 でも説明しているのでそちらも参

考にして欲しい．GTAP モデルは，GTAP (Global Trade Analysis Project) の標準的なモデルであ

る4．この GTAPモデルは，コンピューターで実行するためのプログラムが公開され，ドキュメント

も豊富に存在していることから，多地域の貿易政策分析では現在最も利用されているモデルである5．

LINKAGEモデルは，World Bankによって開発されたモデルであり，GTAPモデルと比較し，様々

な部分が拡張されている．World Bankのおこなう分析では，この LINKAGEモデルがよく利用され

ている．Michiganモデルは，University of MichiganのAlan V. Deardorff，Robert M. Stern，Tufts

Universityの Drusilla K. Brown，横浜国立大学の清田耕造氏等によって開発・利用されているモデ

ルである6．貿易政策分析用の多地域 CGEモデルとしては先駆的なモデルの一つであり，不完全競争

を考慮したモデルというのが特徴である．

4GTAP projectのweb site: https://www.gtap.agecon.purdue.edu/.
5他にも GTAPの利点としては，データのアップデートが頻繁におこなわれる点もある．また，RunGTAPという GTAPモ

デルを PC上で実行するための専用のソフトが提供されていることから，非常に簡単にシミュレーションをおこなえるという
利点もある．

6Michigan モデルのweb site: http://www.fordschool.umich.edu/rsie/model/.
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Francoisモデルは，Joseph F. Francoisによって開発されたモデルであり，これも不完全競争を考慮

したモデルである．このモデルもGTAPと同様プログラム等が公開されている7．なお，Francoisは

Francois and Roland-Holst (1997)，Francois (1998)で様々な不完全競争モデルを提示しているが，ほ

とんどの応用分析でそのうちの large group monopolistic competition model (以下，LGMCモデル)

を用いている．よって，ここでの Francoisモデルは，LGMCモデルのことを指すものとする．HRT

モデルは，Glenn W. Harrison，Thomas F. Rutherford，David G. Tarrの三人によって開発されたモ

デルであり，これも不完全競争を考慮したCGEモデルである8．MIRAGEモデルはフランスの CEPII

(Centre d’etudes prospectives et d’informations internationales)が開発したモデルで，不完全競争

を考慮した逐次動学モデルという特徴を持っている．最後の Takedaは，筆者が Takeda (2006a)にお

いて利用したモデルであり，第 6節においてモデル別の効果の差を評価する際にも利用するので，こ

こに含めることにする9．Takeda (2006a)では，様々なタイプのモデルを考慮しているので，ここで

の Takedaモデルというのはそれら全てを含めた総称として使う．

3.1 モデルの特徴

以下では，各モデルの特徴を見ていくことにする．CGE分析で利用されるモデルは規模が大きい

傾向にあるので，モデルの特徴を決める要素は数多く存在するが，ここでは特に分析結果に対し強く

影響を与えると考えられる以下の点に絞って議論を進めることにする．

[1] 関数型

[2] 静学・動学

[3] 輸入財と国内財の関係 (輸出財と国内財)．

[4] 規模の経済性

[5] 市場構造 (完全競争，不完全競争)

モデルの特徴は表 2にまとめられているので，そちらも参照して欲しい．

3.2 関数型

CGE分析をおこなうには効用関数，生産関数等のモデルに現れる関数を，具体的に特定化する必

要がある．まず一つ多くの CGEモデルに共通して言えることは，関数としては CES型関数，あるい

は CES型の特殊ケースである Cobb-Douglas型，Leontief型を利用することが多いという点である．

7Joseph F. Francoisのweb site: http://www.intereconomics.com/francois/
8HRTモデルのweb site: http://dmsweb.badm.sc.edu/Glenn/ur pub.htm.
9GAMSで書かれたシミュレーションのプログラムが http://park.zero.ad.jp/∼zbc08106/research/trade lib/trade

lib.htmlで入手可能である．
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3.2.1 生産関数

まず，比較的単純な生産関数のほうから先に見てみよう．生産関数は図 1のような構造の二段階CES

型関数が利用されることが多い．図 1の四角内は投入物，生産物を表しており，菱形の中は関数の型

を表している．例えば，CD型とあったら Cobb-Douglas型関数，Leontief型とあったら Leontief型

関数である．また，E XXというような E が先頭についた記号が描かれているものは，代替の弾力性

の値が E XXである CES型関数ということを表している．

図 1は，まず本源的要素が CES関数で統合され合成本源的要素となり，その合成本源的要素とそ

の他の中間財が Leontief型で投入されることで生産がおこなわれるということを表している．第一

段階で Leontief型を想定しているので，本源的要素と中間財，また中間財同士には代替が働かない

ということになる．本源的要素間の代替の弾力性 (E VA)の値は分析によって異なるが，この二段階

CES型関数は多くのモデルで共通して利用されている．例えば，GTAP，Michigan，Francois，HRT，

Takedaがこのタイプの生産関数を利用している．また，MIRAGEも，資本と熟練労働という本源的

要素だけ特殊な扱いをしているという点を除けば，ほぼ同じ関数型を利用している (MIRAGEについ

て詳しくは Bchir et al. 2002を参照して欲しい)．本源的要素間の代替の弾力性 (E VA)は部門別に異

なった値を想定することが多い．

一方，LINKAGEは，他のモデルよりも幾分複雑な関数型を想定している．まず，LINKAGEでは，

部門を「Crop部門」，「Livestock部門」，「その他の部門」の 3つのタイプに分類し，それぞれのタ

イプで異なった関数型を想定している．さらに，関数型としては単純な二段階ではなく，最大で 5段

階の CES型関数を想定している．図 1の二段階 CES型では，代替の弾力性は E VAしか含まれない

のに対し，LINKAGEの「その他の部門」の生産関数は，5段階 CES型で 7つもの代替の弾力性パ

ラメータが含まれている (LINKAGEモデルについては，詳細はMensbrugghe 2005を参照して欲し

い)．数段階の CES型関数を想定することで，投入物間に複雑な代替関係が存在する状況を捉えるこ

とができるが，同時に特定化すべきパラメータの数が増えてしまうという問題も生じる．

3.2.2 効用関数

次に効用関数を比較しよう．関数型の前にまずモデルによって効用の源泉が異なっている．GTAP，

Francoisは，効用が民間消費，政府支出，貯蓄の三つで決定されると仮定している．一方，LINKAGE

は，消費，貯蓄に依存すると仮定している．残りのMIRAGE，Michigan，HRT，Takedaは，消費

のみによって決まると仮定している．

それぞれのモデルの関数型は，図 2から図 5の通りである．まず，図 2はGTAPの効用関数である．

GTAPでは，消費，政府支出，貯蓄の CD型 (Cobb-Douglas型)関数で効用が決まる．さらに，下位

の段階では，各消費財を CDE型関数で統合するという形式になっている．消費の統合に，非相似拡

大的な CDE型関数を想定しているところと，政府支出を効用関数に含めるところに大きな特徴があ

る．Francoisの効用関数は，GTAPの CDE型となっている部分を CD型に修正したものに等しい．

図 4 は LINKAGE の効用関数である．まず，下位における消費財の組み合わせの選択は LES 型

(Linear Expenditure System)関数でおこなわれる10．そして，トップレベルでは消費と貯蓄の CD型
10Linear Expenditure Systemとは，効用関数が以下のような型を持っていることを指す．

U = ∑
i

[Ci − C̄i ]
αi
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関数で効用が決まる．GTAPと同様に，消費の選択に非相似拡大的な関数を想定しているところに特

徴がある．図 3はMIRAGEモデルの効用関数である．効用は消費にのみ依存し，その水準は各消費

財の LES型関数で決まると仮定されている．最後に，図 5が HRT，Michigan，Takedaの効用関数

である．MIRAGE型の効用関数で LES型のところを CD型に変更したものである．

他の関数には CES型 (またはその特殊型)が利用されることがほとんどであるのに対し，効用関数

(特に消費の統合)にだけ CDE型や LSE型の非相似拡大的な関数が利用される理由は，エンゲル曲線

の関係を捉えるためである．CES型に代表される相似拡大的な効用関数を前提とした場合，全ての財

に対する所得弾力性が 1となってしまう．つまり，所得の 1%の増加に対し，全ての財に対する需要

が 1%ずつ増加することになる．しかし，よく知られているように，ある種の財 (特に食料品等)につ

いては，所得弾力性は 1よりも小さいのが普通である．CES型ではなく非相似拡大的な関数を利用し

ているモデルはこの関係を再現しようとしているのである．

3.3 静学・動学

貿易自由化の効果としてまず考えられるのは，資源配分効果，交易条件効果等である．また，FTA，

CU等の地域間の自由化の場合には，貿易転換効果，貿易創出効果がこれに加わる．これらの効果が

静学的なモデルでも分析可能な効果であることに加え，動学モデルが静学モデルよりも一般に扱いに

くいことから，これまで貿易政策分析のモデルとしては静学モデルが利用されることが多かった．し

かし，貿易自由化が投資，資本蓄積を通じて経済成長に与える効果，また政策変化への調整過程等を

分析するためには動学モデルを利用する必要がある．このような効果を考慮するため，貿易政策用の

CGEモデルでも動学モデルが利用されることが近年多くなってきた．

一般に動学モデルと言った場合には，経済主体の動学的最適化行動 (異時点間の最適化行動) を組

み込んだモデルを指すことが多い．実際，理論分析での動学モデルは，ほぼ全てがこのタイプのもの

である．しかし，貿易政策分析における CGEモデルでは，「逐次動学モデル」(recursive dynamic

model)というタイプの動学モデルが利用されることが多い．逐次動学モデルとは，一時点のみを考

慮したモデルを繰り返し解いていくことで，経済の時間的な推移を導出するようなモデルである．以

下，その逐次動学モデルと異時点間の最適化行動を考慮したモデル (以下，「最適化モデル」と呼ぶ)

を簡単に比較する．両者の特徴は，表 3にまとめられているので，そちらも参照して欲しい．

3.3.1 投資・貯蓄水準の決定

そもそも投資，貯蓄という行動は異時点間で資源を振り分ける行動であるので，両者を捉えるには

時間軸 (将来の経済)を考慮する必要が生じる．最適化モデルでは多数の期間を考慮し，さらに家計，

企業の異時点間での最適化行動を仮定するので，投資，貯蓄の水準は経済主体の異時点間の最適化行

動からごく自然に導かれることになる11．一方，逐次動学モデルはそもそも多数の期間を考慮はせず，

一時点のみを描写するモデルを前提としているので，時間軸を前提とする投資，貯蓄という行動を考

慮するには特殊な想定が必要となる．通常，貯蓄に関しては貯蓄率一定という仮定を置く一方，投資

ただし，Uは効用水準，Ci は財 iの消費量，C̄i は最小限必要な消費量，αi はパラメータである．この型の効用関数は Stone-Geary
効用関数とも呼ばれる．

11経済主体は，合理的期待形成の下に行動するという仮定も置かれる．貿易モデルでは，不確実性を考慮することはまれで
あるので，これは実質的には完全予見を仮定していることに等しい．
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水準の決定に関しては特殊な仮定をおくことで，将来の経済を明示的に考慮することはなく投資，貯

蓄を内生的に決定するような仕組みになっている．

3.3.2 計算方法

最適化モデルでは，時点内での最適化・均衡条件だけではなく，異時点間での最適化・均衡条件も

満たされることが要求される．従って，モデルを解く際には，全ての期間における全ての変数を同時

に解く必要がある．一方，逐次動学モデルは一時点のモデルを繰り返し解くという形をとる．よって，

一時点だけ見れば静学モデルを解くのとほとんど変わらない．

逐次動学モデルの計算手順： 逐次動学モデルでは，モデルは次のような手順に従って解かれる．

[1] まず，資本ストックの水準 (例えば，Kt)を所与としてその時点での均衡を求める．

[2] その結果，その期の投資の水準 (It)が決まる．

[3] その投資を資本ストックに加え (減耗分は差し引き)，新しい資本ストックの水準を求める (Kt+1 =

(1 − δ)Kt + It)．

[4] 新しい資本ストックの水準 (Kt+1)を次の期の資本ストックとし，次の期の均衡を導出する．

[5] 以下，望む時点まで同じことを繰り返す．

通常は，この資本ストックの蓄積に加え，労働供給 (賦存量)，技術水準等を外生的に変化させなが

ら解いていくことが多い．

3.3.3 最適化モデルの利点・欠点

利点： まず，最適化モデルの利点としては，異時点間の最適化行動を前提としているので，動学的

な効率性の分析が可能という点がある．第二に，理論分析で通常用いられているモデルをそのまま利

用しているということから，理論的な観点からはアドホックな部分が少なく，整合性を備えた，非常

にスマートなモデルであると言える．

欠点： 一方，欠点としては，全ての期間の全ての変数を同時に解く必要があるため，変数の数が多く

なりやすく，そのため計算が難しくなるという点がある．例えば，30期間の動学モデルを想定した場

合，単純に考えて静学モデルのときの 30倍の変数が含まれることになる．多角的な貿易自由化政策

を分析する貿易モデルでは，できるだけ多数の地域，財，部門を考慮することが望ましいので，静学

モデルであっても元々変数の数が多くなりやすい．その多い変数のさらに何倍もの変数を含んでいる

となると，解くことが難しくなるのは当然である．このため，実際に動学的最適化モデルを利用して

いる貿易 CGEモデルでは，地域の数，財・部門の数をかなり制限していることが多い．Rutherford

and Tarr (2002)，小山田 (2003)等がそういった分析の例であるが，Rutherford and Tarr (2002)は，

地域が一国だけの小国モデルを前提とし，部門も 2 部門しか考慮していない．また，小山田 (2003)

は，8地域という多地域を考慮しているが，部門・財は全て統合し，1部門にしてしまっている．
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第二に，ベースライン均衡を求める際に，非常に厳しい条件・制約を課すことが往々にして必要に

なるという問題がある12．その種の仮定として，ベースライン均衡が定常状態にある，つまり，ベー

スラインでは全ての (数量)変数の成長率が等しい状態が成立しているという仮定がある．これは，最

適化モデルを前提としている分析ではよく利用されているものであるが，非常に厳しい仮定である．

というのは，この仮定を置くことは，全ての地域の労働成長率が等しい，全ての地域の全ての部門に

おいて技術進歩率が等しいという仮定を置くことに等しいからである13．このような仮定が，現実の

経済に反していることは明白であるので，この仮定を前提とした分析の妥当性には疑問がなげかけら

れている．

ベースライン均衡が定常状態であるという仮定を置かないで分析をするという方法もあるが，その

場合には別の部分で問題が生じる14．従って，現状ではほとんどの分析が定常状態という仮定を利用

している．Rutherford and Tarr (2002)も小山田 (2003)も定常状態の仮定を利用しており，特に小山

田 (2003)では全ての地域の労働供給，技術水準は不変という仮定を置いている (つまり，世界の全て

の地域でベースライン均衡では経済成長率はゼロという仮定を置いている)．

3.3.4 逐次動学モデルの利点・欠点

利点： 逐次動学モデルの利点としては，まずモデルの構造が静学モデルとほとんど変わらないため，

非常に扱いやすいという点がある．実際，静学モデルから修正されるのは貯蓄，投資の決定，資本蓄

積に関わる部分のみである．計算難度についても，静学モデルを繰り返し解くのと同じであるので，

一回の計算に関して言えば静学モデルを解くのとほとんど変わらない．

また，外生変数に対しかなり厳しい仮定を置く必要がある最適化モデルとは異なり，外生変数の経

路を比較的自由に決定できるため，より現実的な想定をおこなうことができる．先に指摘した通り定

常状態を仮定する最適化モデルでは，労働供給成長率，技術進歩率等は全ての地域，部門で等しいと

仮定しなければならないが，逐次動学モデルではこのような外生変数を地域，部門毎に自由に決定す

ることが可能である．

欠点： 一方，以下のような欠点がある．まず，投資，貯蓄の決定方法がアドホックになりやすい．元々，

将来と現在の間の選択という行動であるのに，将来を (明示的には)考慮せずに投資，貯蓄を決定する

というモデルであるので，アドホックな部分がでてくるのはある意味当然である．また，CGEに特

有とも言える特殊なモデルであるので，標準的なアプローチが確立されておらず，研究者によって利

用するアプローチが異なっているのが現状である．例えば，LINKAGEとMIRAGEは逐次動学モデ

ルであるが，両者の投資水準の決定方法は異なっている15．他にも様々なアプローチが考えだされて

12ベースライン均衡とは，政策の変化を加える前の基準となる動学均衡のことである．動学モデルでは，政策の変更・実施
によって均衡がベースライン均衡からどれだけ乖離するかで政策の効果を評価するのが普通である．

13例えば，日本とアメリカの二地域のモデルで，日本が成長率 3%の定常状態にあるとする．3%の定常状態なので日本の生
産，さらに輸出は毎年 3%ずつ増加することになる．日本の輸出が 3%で増加することは，アメリカの輸入が 3%で増加すると
いうことである．この 3%の輸入の増加を実現するには，アメリカの所得・生産が 3%で成長していなければならない．従っ
て，結局アメリカも 3%の定常状態にあることになる．以上のように，多数の地域のモデルでは，ある地域が定常状態になる
なら，その他の地域も同じ定常状態を実現していなければならないのである．

14分析対象は貿易政策ではなく二酸化炭素の排出規制であり，しかも小国モデルであるが，Takeda (2006b) では最適化モデ
ルで非定常状態のベースライン均衡を導出している．

15貯蓄はどちらも貯蓄率一定という仮定により決定している．
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いるが，どれも理論的な観点からはアドホックなものが多いし，実証的な観点からも必ずしもしっか

りしたサポートがあるとは言えない．

第二に，投資・貯蓄が元々(真の)最適化行動に基づいていないため，動学的な効率性の分析ができ

ないという問題がある．ただし，貿易政策と動学的な効率性の関連性を分析するということはあま

りないと思われるので，この点はそれほど大きな問題ではないかもしれない．また，前向きの期待

(forward looking expectation)を考慮していないため，政策の変化に対する反応が遅くなるという問

題もある．例えば，3年後に関税の変更がおこなわれるとアナウンスされたとする．前向きの期待を

考慮している最適化モデルなら，その政策を見越して前もって反応がおこることになる．しかし，前

向きの期待を考慮していない逐次動学モデルでは，実際に政策の変更がおこる時点にならないと政策

への反応は生じないことになる．政策の変更を見越してあらかじめ行動を変えるという現象は，頻繁

に観察されることであるので，これを捉えることができないのは一つの欠点と言える．

最後に，逐次動学モデルでは投資，GDP等の動きが不自然になりやすいという問題もある．最適

化モデルでは，投資を含め多くの変数は時間とともにスムーズ動いていくのが普通である．一方，逐

次動学モデルでは，投資がオーバーシュートとそれに対する反動を繰り返すという動き (oscillation)

を見せることが多い16．このように，不自然な変数の動きをもたらす点も望ましくないと考えられて

いる．

まとめ： 以上のように，どちらの定式化にも利点，欠点があり，どちらが優れているとは一概には

言えない．しかし，貿易政策分析で非常に重要となる地域の数，財・部門の数を重視するならば，逐

次動学モデルのほうが少なくとも扱いやすいと言える．実際，動学分析をおこなっている多くの貿易

CGEモデル，特に大規模な CGEモデルでは逐次動学モデルを利用している．表 1の 7つのモデルで

は LINKAGEとMIRAGEが動学モデルであるが，両モデルとも逐次動学モデルを前提としている．

3.3.5 静学モデルでの貯蓄の扱い

静学モデルでも，どのように貯蓄を扱うかは問題となる．大きく分けて次の二つの処理方法がある．

[1] 貯蓄を内生的に変化させる

[2] 貯蓄は一定とする

GTAP，LINKAGE，Francois等のように効用関数に貯蓄を入れる場合には，必然的に貯蓄は内生

的に変化することになる．その際には，CD型効用関数を想定し，貯蓄「率」が一定となるように仮

定することが多い．上の 3つのモデルは全て貯蓄率一定と仮定している．一方，MIRAGEは効用関数

に貯蓄は入れていないが，貯蓄率一定と仮定している．HRT，Takedaでは単純にベンチマークの値

で貯蓄は一定と仮定して処理している．貯蓄が常に一定のケースよりも，貯蓄の変化を考慮するケー

スのほうが幾分望ましいかもしれないが，後者のケースでも動学的な側面を考慮して貯蓄を捉えてい

るわけではないという意味で問題はある．

16これについては，http://www.mpsge.org/dynamics/note.htm で簡単な比較がおこなわれている．
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3.3.6 投資

動学モデルで投資が内生的であるのは当たり前であるが，静学モデルでも内生的にしているものも

ある．GTAP，Francoisがそのようなモデルである．一方，Michigan，HRT，Takedaはベンチマー

クの値で一定と仮定してしまっている．投資については，さらにどのようにして投資財が生産される

かという問題がある．通常は，様々な財が固定比率で投入されることで投資財が生産されると仮定さ

れる．

3.3.7 Putty Clay Approach

静学モデルにおいては，各部門のレンタルプライスが均等化するように部門間で資本ストックの配

分が決まると仮定されることが多い．時間軸を考慮しない，あるいは長期を表すとみなされている静

学モデルでは，そのような仮定が適切かもしれないが，動学モデルでは問題がある．動学モデルでそ

の仮定を用いると，各部門の資本ストックが一期毎に急激に変化するという状況が生じうるからであ

る．そのような非現実的な状況は排除したいので，動学モデルでは仮定を修正するのが望ましい．こ

のために逐次動学モデルよく利用される一つのアプローチに，Putty Clay Approachがある．Putty

Clay Approachとは，既存の資本ストックは部門間で移動が不可能 (immobile)と仮定することであ

る17．この仮定の下では，各部門の資本ストック水準の調整は，新規の投資によってのみおこなわれ

るということになる．従って，各部門の資本ストックの調整は，現実の調整と同じようにゆるやかな

スピードでおこなわれることになる．この仮定は MIRAGEモデルで利用されている．MIRAGEと

同じ逐次動学モデルである LINKAGEでは，上のような putty clay approachは利用されておらず，

既存の資本ストックも部門間で移動可能と仮定されている．ただし，既存の資本ストックは，新規の

資本ストックよりも他の投入物との間の代替の程度が小さくなるという仮定を置くことで，一種の調

整コストを導入している18．

3.4 輸入財と国内財の関係

3.4.1 完全競争モデル

CGEモデルは，開発された当初はもちろん現在でも完全競争のモデルを前提とすることが多い．モ

デルには理論分析で利用されているものと同じようなモデルが利用されているのであるが，理論分析

のモデルそのままでは問題となる部分がある．というのは，理論分析における完全競争モデルでは，

各財が輸出財と輸入財にきれいに分割されてしまうため，同じ財が輸入も輸出もされるという状況，

つまり，cross haulingの状況を考慮することができないからである．これが問題であることは，cross

haulingが現実によく観察される極めて当たり前の現象であることを考慮すればすぐ理解できるだろ

う19．CGE分析は現実のデータにモデルをあてはめてシミュレーションをおこなうアプローチである

から，cross haulingを説明できないようなモデルを利用することはできない．従って，完全競争モデ

17つまり既存の資本ストックを特殊要素 (specific factor)と仮定することである．
18LINKAGEはこの仮定を putty/semi-putty specificationと呼んでいる．
19財を非常に細かく分類できるのなら，データに cross-haulingが現れるのを減らすことができるだろうが，多地域の CGE

モデルでは，計算上の理由から，多くても 30 程度にまでに財を統合してしまうのが普通である．よって，データ上ではほぼ
全ての財について cross-haulingが観察されることになる．
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ルを CGE分析で利用するならば，理論分析でのモデルになんらかの修正を加えてやらなければなら

ない．

3.4.2 Armington仮定

この問題に対処するため，CGE分析では Armington仮定を採用している．Armington仮定とは，

「同じ財であっても異なった地域で生産されたものであれば不完全代替であるとみなす」という仮定

である (Armington, 1969)20．この仮定を置くことで，完全競争モデルであっても同じ財を輸入も輸

出もおこなうという行動をとりいれることが可能となる．この Armington仮定は幾分アドホックと

も言えるが，現状ではこの仮定以外に適切なアプローチがあるわけではないので，完全競争モデルを

前提とするほとんど全ての貿易 CGE分析はこの仮定を置いている．

3.4.3 Armington統合の導入法

Armington仮定をモデルに取り入れる具体的な方法であるが，通常は CES関数を通して輸入財と

国内財を統合するという方法が採用される．例えば，GTAPモデルでは図 6のような関係を想定して

いる．図 6は地域 rにおけるある財での Armington統合を表している．図が示すように，GTAPモ

デルでは 2段階に分けて統合がおこなわれる．すなわち，まず下位のステージで各地域からの輸入財

同士が CES関数で統合され合成輸入財となり，次に国内財と合成輸入財が CES関数で統合されると

いう形式になっている．図の Armington財とは国内財と輸入財を統合した財のことである．

E Mと E DMはそれぞれ輸入財間の代替の弾力性，輸入財と国内財の間の代替の弾力性を表して

いる．通常，E M > E DMと仮定される．これは輸入財同士のほうが，国内財と輸入財の関係よりも

代替の程度が大きいということを意味する．GTAPモデルでは，輸入財同士の代替の弾力性の値とし

て，国内財と輸入財の間の代替の弾力性のほぼ二倍の値を仮定している (つまり，E M ≈ 2 × E DM)．

E DM，E Mの値は GTAPモデルのように財別に違う値を想定することが多いが，全ての財につい

て共通の値を想定するモデルもある．

3.4.4 用途別か一括か

LINKAGEモデルも基本的に GTAPモデルと同じであるが一つ違う点がある．それは，GTAPが

Armington 統合を用途別 (民間消費，政府支出，各部門の中間投入別) におこなっているのに対し，

LINKAGEは全ての用途に対し一括でおこなっているという点である．用途によって国内財，輸入財

の投入比率はかなり差があるので，用途別に分けているGTAPのほうが望ましいかもしれないが，用

途別に分けることでモデルが複雑になり，さらに変数の数もかなり増加するという難点がある．なお，

不完全競争モデルについてはまた話が少し変わってくるので，第 4節で詳しく扱う．

20需要側に不完全代替を想定するこの Armington 仮定に加え，さらに供給側，つまり輸出供給と国内供給は不完全代替と
いう仮定を置く場合もある．
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3.5 市場構造

CGEモデルはもともと完全競争モデル中心であったが，80年代から始まった新貿易理論の発展に

対応し，不完全競争モデルも利用されるようになってきた．貿易 CGEモデルで不完全競争モデルを

利用した先駆的な分析は Harris (1984)，Cox and Harris (1985)である．これ以降，様々な研究者に

よって不完全競争モデルによる CGE分析がおこなわれるようになった．ただし，現在でも完全競争

モデルが利用されることが数としては多い．本稿で取り上げるモデルではGTAP，LINKAGE以外は

全て不完全競争を考慮したモデルである21．市場構造についてはやはり後の第 4節で詳細に扱うので

そちらを参照して欲しい．

3.6 規模の経済性

これは技術として規模の経済性を考慮しているかどうかという点である．これも不完全競争という

概念と同様に新貿易理論の発展とともに注目されるようになった要素である．規模の経済性の存在は

必然的に不完全競争市場を意味することになるので，不完全競争モデルとセットで扱われる22．これ

についても詳細は第 4節で説明する．

3.7 まとめ

ここまで，実際のモデルを例にとり CGEモデルの特徴を説明してきた．取り上げたモデルは 7つ

だけで，しかも着目したのは主に関数型，静学・動学，政府支出，輸入財と国内財の関係 (輸出財と

国内財)といった部分だけだが，細かい部分ではかなりの相異点が存在した．ただし，相異点と同時

に多くのモデルに共通する点もあることを確認できた．

4 不完全競争モデル

前節で代表的な貿易CGEモデルを例にとり，その特徴を説明した．この節では前節で詳細には触れ

なかった市場構造，規模の経済性という側面についての説明をおこなう．以下，「完全競争＋規模に関

して収穫一定のモデル」を CRTSモデル，「不完全競争＋規模の経済のモデル」を IRTSモデルと呼ぶ

ことにする．表 1のモデルでは，GTAP，LINKAGEが CRTSモデル，それ以外が IRTSモデルであ

る．IRTSモデルを説明する前に，まず代表的な CRTSモデルである GTAPについて簡単に振り返っ

ておく．IRTSモデルと CRTSモデルの主な違いは費用構造と企業行動の二点であるので，以下では

その二点を中心に説明する．

なお，IRTSモデルといっても，全ての部門・財が不完全競争であると仮定することはまれであり，

農産物部門については CRTSモデルと同じように完全競争＋ CRTS技術を仮定することが多い．以下

で取り上げる IRTSモデルはみなそう仮定している．

21LINKAGE は不完全競争モデルのバージョンもあるが，ほとんどの応用例では完全競争モデルが使われている．また，
Francois, HRTについては完全競争モデルのバージョンもあるが，ここでは不完全競争モデルのみを取り上げることにする．

22規模の経済性でも産業全体に働く外部的な規模の経済性 (external economies of scale)の場合には完全競争モデルでも扱
えるが，ここでの規模の経済性とは企業レベルでの規模の経済性のことであり，これは完全競争モデルでは扱えない．
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4.1 GTAPモデル

まず，GTAPモデルの生産関数 (投入構造)は次のように特徴を持っていた．

• 生産関数は二段階の入れ子型 CES関数 (図 1)

• 生産関数が CES型であるので，単位費用は生産量からは独立となり限界費用に等しくなる．

次に，GTAPモデルにおける国内財と輸入財の関係は次のように特定化されていた．

• Armington仮定を置き，二段階の CES型関数を通じて国内財と輸入財を統合する (図 6)．

• まず，異なる地域からの輸入を CES型関数で統合し，次に，合成輸入財と国内財を CES型関

数で統合する．

• Armington統合は用途別 (agent別)におこなわれる．

4.2 IRTSモデル

CRTSモデルの場合には，前節までで説明したような違いはあっても，企業の行動・技術という側

面についてはかなり共通化されており，モデルによる差はそれほど大きくはなかった．これに対し，

IRTSモデルの場合には分析者によってモデルの差が大きく，現状では標準的というようなモデルが

存在するわけではない．このモデルのばらつきが IRTSモデルを使った分析の評価を困難にしている

一つの原因となっている．しかしながら，多くの IRTSモデルに共通している部分もある．一つの共

通点は，多くの分析で独占的競争タイプのモデルを利用しているという点である．ここで独占的競争

タイプのモデルといっているのは次のような性質を持つモデルである．

[1] 企業レベルでの規模の経済が働いている．

[2] 各企業の財は他社の財とは差別化されており，各企業は自社の製品に価格支配力を持っている

[3] 市場への参入・退出が自由におこなわれる．

多くの IRTSモデルではこれらの性質を共有しているが，[2]，[3]について異なった仮定を置いて

いるモデルもある23．それらも含め，以下では次のような部分に着目しながら IRTSモデルを比較し

ていくことにする．

• 規模の経済の特定化

• Armington構造，製品間の代替の特定化

• 競争形態

• 統合市場，分断市場

• 参入退出

モデルの比較は，表 4にまとめられているのでそちらも参考にして欲しい．なお，IRTSモデルに関

してはこれまで取り上げていたモデルに加え，De Santisのモデル (Santis, 2002b)も含めることにす

る．各要素の違いによってシミュレーション結果がどう変わるかは，第 5節，及び第 6節で検討する．
23例えば，Takedaでは [2]，[3]が満たされないようなモデルも扱っている．
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4.3 規模の経済の特定化

二つのアプローチ： 規模の経済性とは，生産量の増加とともに平均費用が低下することである．こ

の規模の経済の導入方法としては，代表的なものとして次の二つのアプローチがある (Francois and

Roland-Holst, 1997)．

A-1：固定費用 (固定投入物)を導入する．

A-2：規模に関して収穫逓増な生産関数を仮定する．

A-1では，企業の費用関数は次のような形式となる．

cT = cV(ωV)q + ωF f (1)

ただし，cT は当該企業の総費用，qは生産量，ωV，ωF は，それぞれ可変投入物の価格指数，固定投

入物の価格指数， f は固定投入物の投入量 (投入量指数)である．IRTSモデルでも投入構造としては，

CRTSモデルと同じように，CES型関数を想定するので24，限界費用は生産量に依存せず (投入物価

格には依存する)，cV(ωV)で与えられる．また，固定投入物についても CES型の投入構造を仮定す

るので，価格指数 (ωF)と数量指数 ( f )は分離した形に書ける．

一方，A-2では次のように定式化される．

cT = qθ g(ω) (2)

ここで，ωは投入物の価格指数，θ は θ ∈ (0, 1)の定数である．収穫逓増の生産関数であるが，相似

拡大性は仮定するので，生産量 qと投入物価格 ωの部分が分離可能な形で表現できる．

平均費用： A-1，A-2の下での平均費用は次式となる．

A-1
cT

q
= cV(ωV) +

ωF f
q

A-2
cT

q
= qθ−1g(ω)

これより，生産量 qの増加に対し，平均費用が低下することが確認できる．

CDR： また，それぞれのアプローチでの CDR (Cost-Disadvantage Ratio)は次式で与えられる25．

A-1 CDR =
ωF f
cT

A-2 CDR = 1 − θ

A-1の場合，cT に依存しているので CDRは可変的になるが，A-2の場合には θにしか依存しないの

で一定となる．cT は qの増加に伴い上昇するので，A-1の場合，生産量が多くなるほど (qが大きい

ほど) CDRが低下することになる．

24つまり，様々な投入物が CES型関数を通じて統合されるということ．
25CDRは (AC − MC)/ACと定義される．
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比較： どちらのアプローチが適切かは理論的に決定できるものではなく，実証分析の結果に強く依

存することであるが，現在のところほとんどの IRTS モデルでは A-1 を利用している．Michigan，

Francois，HRT，MIRAGE，Takeda，De Santisも A-1を利用している．

固定費用： A-1のケースでは，固定費用の元になる固定投入物をどのように特定化するかという問

題がある．これについては，(1)可変投入物と同じものを利用する，(2)労働，資本等の本源的要素の

みを利用するという二つのアプローチがある．Francois，MIRAGE，Takedaは (1)，Michigan，De

Santisは (2)を使っている．(1)を採用した場合には，可変投入物と固定投入物の価格指数が同じにな

るので，費用関数は次のような形式に書き換えることができる．

cT = ω(aq + f ) (3)

ただし，ωは投入物の価格指数，aは定数である．

4.4 Armington構造，Variety間の代替の特定化

4.4.1 二つのアプローチ

CRTSモデルでは Armington仮定を置き，国内財と輸入財を不完全代替と仮定することは説明し

た．一方，IRTSモデルでは，国内財と輸入財の間の差別化 (地域間の差別化)に加え，各企業の製品

(variety)の差別化も導入される．この varietyの導入によって Armington仮定がどう修正されるか

を説明する．これについても大きく分けて二つのアプローチがある．

A-1：Armington仮定を維持したまま，varietyの統合を加える．

A-2：Armington仮定を放棄し，varietyの間の統合のみに変更する．

A-1： A-1では，異なった地域で生産された財が不完全代替であるという仮定はそのままとし，その

上で varietyが CES関数で統合されるというステージを加えることになる．A-1に従い GTAPモデ

ルをそのまま拡張したものが図 7の Armington-Variety統合である．図が示すように一番下位のス

テージに varietyの統合という段階が加わることになる．

Takedaではこの図 7のタイプの Armington-Variety統合を想定しているが26，他の先行研究では

GTAPを拡張した図 7がそのまま利用されることは少なく，なんらかの修正が加えられることが多い．

例えば，HRT，De Santisでは，異なった地域からの輸入財の統合というステージを省略した図 8の

ようなArmington-Variety統合が想定されている．これは図 7において，E F = E Mと仮定したケー

スに等しい．

MIRAGE： また，MIRAGEでは図 7のタイプに，異なったグループ (品質)の財を統合するというス

テージをさらに加えたものが利用されている．これは図 9で表されている．図 9のArmington-Variety

統合では財がグループ Sとグループ Uに属するものに分類されている．各グループは次のように定

義されている．

26ただし，E D，E Fが無限大のケース，つまり varietyが同質的なケースも扱っている．
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グループ S：自国と同じグループ．自国が先進国なら先進国グループ，自国が途上国なら途上国グ

ループ

グループ U：自国とは異なったグループ．自国が先進国なら途上国グループ，自国が途上国なら先進

国グループ

先進国と途上国で分けるのは，両者の製品の質に差がある，つまり垂直的差別化が存在するというこ

とを想定しているからである．以上のように供給元を二つにグループを分け，それぞれのタイプの製

品を CES型関数で統合するというステージが加わっている．

A-2： CRTSモデルでは，cross haulingを説明するためにArmington仮定は必須であった．しかし，

各企業の財 (variety)が不完全代替であると仮定する IRTSモデルでは，Armington仮定を置かなく

ても cross haulingを説明することができる．そこでArmington仮定を放棄してしまうという選択肢

も可能となる．A-2はArmington仮定自体を放棄し，varietyの統合のみを考えるというアプローチ

である．このアプローチでは全ての地域の全ての varietyが直接 CES型関数で統合される．この A-2

はMichigan，Francoisで採用されている．このケースは図 10に表されている．

4.4.2 A-1と A-2の比較

Francois et al. (1996)は，A-1のモデルより A-2のモデルのほうが自由化の効果が大きくなる可能

性が高いと主張している．実際，Francois et al. (1996)で取り上げられている先行研究では，A-1を

採用した分析よりも A-2 を採用した分析のほうが自由化の効果が小さい傾向にある．しかし，これ

をもって A-1のアプローチと A-2のアプローチでは後者のほうが自由化の効果が大きくなるとは言

うのは不適切である．というのは，多くの分析では A-1，A-2という仮定とともに，他の部分，特に

代替の弾力性の値も変更しているからである．A-1 と A-2 という仮定を変えるだけなら，結果の差

を variety統合の方法の差によるものとみなせるが，代替の弾力性の値も変えてしまえばどちらの影

響によって結果が変わっているのかがわからなくなってしまう．特に代替の弾力性は自由化の効果に

強い影響を与える可能性が高いパラメータであるので，いっそうA-1，A-2の変更によるものと判断

するのは難しいと言える．A-1を採用している分析とA-2を採用している分析で，仮に後者のほうが

効果が大きくでていたとしても，それをそのまま variety統合方式の違いに結びつけるのはミスリー

ディングである27．

4.4.3 用途別か一括か

CRTS モデルでは，GTAP モデルのように用途別に Armington 統合をおこなう場合があったが，

IRTSモデルでは用途別には分けず，一括で Armington-Variety統合をおこなうことが多い．これは
27同じようなことは，CRTS モデルと IRTS モデルの比較についても言える．CRTS モデルを利用した分析と IRTS モデルを

利用した分析では，後者のほうが大きい効果が観察されることが多い．その際，効果が大きくなったのは不完全競争，規模の
経済性を考慮しているためだというような解釈がなされることがよくある．しかし，IRTS モデルを採用した分析では，CRTS
モデルでの分析とは異なったパラメータ (代替の弾力性等) の値を想定することが多く，そのパラメータの値の変更こそが結果
が大きくなった原因である可能性もある．実際，データ，パラメータ等を共通化し可能な限り同じ枠組みの中で，CRTS モデ
ルと 8つの IRTS モデルを比較した Takeda (2006a) では，IRTSタイプのモデルが CRTSタイプのモデルよりも大きい効果を
もたらすとは限らないという結果が導かれている．結果に解釈を加えるのはもちろん望ましいことであるが，それはモデル，
データ，パラメータ等の要素を総合的に考慮した上で慎重におこなうべきものであり，一つの要素によって安易に結果を解釈
するのはミスリーディングである．
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IRTSモデルで用途別に統合をおこなうことができないからというわけではなく，IRTSモデルはCRTS

モデルと比較し，変数の数がはるかに多くなるため，用途別の統合を想定すると計算が困難になるか

らという理由が大きい．ここまで紹介した IRTSモデルも全て一括で Armington-Variety統合をおこ

なっている．

4.5 競争形態

LGMC： 競争形態は基本的には独占的競争モデルなのであるが，その中でも幾つかのタイプに分類で

きる．まず，理論分析で非常によく利用されるモデルである Large group monopolistic competition

(以下，LGMC)モデルがある．これは各企業が市場に存在する企業数が十分大きいと推測して行動す

るモデルである．理論分析で独占的競争モデル利用するときにはこの LGMCであることがほとんど

である28．

Cournot競争と Bertrand競争： その他の代表的なモデルとしては，Cournot競争，Bertrand競争

がある．Cournot競争は各企業がライバル企業の供給量 (数量)を一定と推測し，自らの最適な供給量

を決定するというモデルである．一方，Bertrand競争は各企業がライバル企業の価格を一定と推測

し，自らの最適な価格を決定するというモデルである．なお，通常，Cournot競争，Bertrand競争は

独占的競争とは異なるものと分類されるが，ここではあくまで独占的競争の枠組みに中での Cournot

競争，Bertrand競争であることに注意して欲しい29．

推測変分モデル： また，Cournot競争，Bertrand競争を拡張したモデルとして推測変分 (conjectural

variation)を導入したモデル (推測変分モデル)がある．Cournot競争，Bertrand競争はそれぞれ数量

についての推測変分，価格についての推測変分をゼロと仮定しているモデルと言える．両者が代表的

な競争形態であるのは言うまでもないが，推測変分がゼロと事前に仮定するのが適切かどうかはわか

らない．そこでより一般的に非ゼロの推測変分を想定するのが推測変分モデルである30．構造が幾分

複雑になることもあって理論分析ではこの推測変分モデルが利用されることは少ないが，CGE分析で

はしばしば利用されるモデルである．推測変分モデルについて基本的なことはKamien and Schwartz

(1983)，Eaton and Grossman (1986)を参照して欲しい．また，推測変分モデルを利用した CGE分

析はHarrison et al. (1996)，Santis (2002a,b)，Takeda (2006a)が詳しい．

4.5.1 競争形態の比較

LGMC，Cournot競争，Bertrand競争，推測変分モデルと 4つの競争形態を挙げたが，どのモデル

が適切なモデルかは理論的には判断できることではなく，実証分析の結果に依存する31．しかし，筆

者が知る限りでは，現在のところ実証分析によってそのようなことが明らかにされたということはな

28独占的競争を貿易モデルに導入した先駆的な研究である Krugman (1980) では LGMCを利用している．また，空間経済
学等でも LGMC モデルが利用されることが多い (例 Fujita et al., 1999)．

29ここでの Cournot競争，Bertrand競争は企業が Cournot推測，Bertrand推測を持って行動するという意味で使われてい
る．

30Eaton and Grossman (1986) は Cournotモデル，Bertrand モデルが推測変分モデルの特殊ケースとして表現される例を
提示している．

31少なくとも理論的には競争形態によって貿易政策の効果が大きく変わりうるということが示されている (例えば Eaton and
Grossman, 1986)．
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い．そのためか，CGEモデルでは上の 4つの競争形態が並立的に利用されている状態である．どの

競争形態が適切かわからないということになると，それでは競争形態の違いによって分析結果が変わ

るかということが問題になる．結果が大きく変わりうるというのなら競争形態の選択は重要な問題で

あるが，それほど変わらないというなら選択にあまり気を使う必要はないということになる．これに

ついては，第 6節で再び検討することにする．表 4のモデルでは，Michiganモデルは Bertrand競

争，Francoisは LGMC，HRTと De Santisは推測変分モデル，MIRAGEは Cournot競争，Takeda

は 4つ全ての競争形態を考慮している．

4.5.2 LGMCの問題点

4つのモデルのうち，LGMCモデルには一つ問題点がある．それは費用関数に (3)式を想定してい

る場合，LGMCモデルでは企業規模 (各企業の生産量)が一定となってしまうという点である (詳細は

本稿の補論を参照して欲しい)32．LGMCでは企業数が十分多いという仮定より，マークアップ率が

variety間の代替の弾力性の逆数に等しくなる．代替の弾力性は定数であるので，マークアップ率も

定数ということになる．このマークアップ率が一定という結果と (3)式の費用関数から，企業規模が

一定という性質が導かれてしまう．

これは LGMCモデルのよく知られた性質であり，先に指摘した通り理論分析で LGMCがよく利

用されるのはこの性質を持つが故である．というのは，理論分析では数値的にではなく解析的にモデ

ルを解くことが多いためモデルをかなり単純化する必要があるが，この LGMCの仮定を利用するこ

とでそれが可能になるからである．CGEのようなシミュレーション分析にとってもモデルが単純に

なれば計算が容易になるのでメリットではある．しかし，そのメリットとしての意味合いは理論分析

の場合と比較すると小さいと言わざるを得ない．理論分析ではそれを置くことで初めて分析が可能に

なるというほど重要な役割を果たすことが多いが，数値的にモデルを解く CGE分析では LGMCと

いう仮定がなくてもモデルを解くことは十分可能なケースが多く，若干モデルを解き易くするという

程度の意味合いしか持たないからである33．

企業規模が一定という LGMC仮定の帰結は CGE分析にとってはむしろデメリットとしての意味

合いのほうが大きい．というのは，もともと規模の経済性を導入し，不完全競争モデルを考慮した動

機の一つは，貿易政策が企業規模に与える効果 (scale効果)を捉えるためであるのに，その効果が全

く働かないということになってしまっては IRTSモデルを利用する意味がかなり薄れてしまうからで

ある．貿易政策によって企業規模が変化する (その結果，平均費用が変化する)という効果を捉えたい

のなら，LGMCモデルではなく，Cournot競争，Bertrand競争，あるいは推測変分モデル等を利用

する必要がある．ただし，これは LGMCモデルが不完全競争モデルとして無意味ということを意味

しているわけではない．Scale効果は働かない (かつ，マークアップ率は一定)としても，varietyの数

が変化するという完全競争モデルにはない効果は働くので，variety数の変化を通じた効果は捉える

ことができるからである34．

32(1)式や (2)式のタイプの費用関数を想定するときには，LGMCであっても一般に規模は一定とはならないので以下の議
論は成り立たない．

33これは CGE 分析でモデルを単純にすることが計算上のメリットをもたらさないということではない．不完全競争の CGE
モデルは完全競争モデルと比較し，均衡が不安定になる傾向が強く，数値的に解くことが困難なケースが多い．この計算上の
問題はモデルを単純化することで解消される可能性は高い．しかし，少なくとも筆者の計算した限りでは，LGMCモデルが他
のモデルよりも解きやすいということはなかった．

34Scale効果が働くモデルと働かないモデルの比較は第 6 のシミュレーションでおこなっているので，そちらも参照して欲
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なお，モデルでは Francoisがこの LGMCモデルであるが，Francoisは論文の説明において scale

effectという用語を使っているときがある (例えば，Francois et al. 1996，Francois et al. 2003b等)．

規模一定のモデルでなぜ scale effectという言葉がでてくるのかと言うと，variety数変化の効果をそ

う呼んでいるからである35．本来，両者は別のものであるので，variety数の変化を scale効果と呼ぶ

のはミスリーディングな用語の使い方である．いずれにせよ「真の意味での scale効果」は Francois

のモデルでは捉えることはできない．

4.6 統合・分断市場

4.6.1 定義

統合市場モデルは企業が全ての供給先 (地域)で共通の価格を設定するというモデルであり，分断市

場モデルは企業が供給先 (地域)によって異なる価格を設定するモデルである．例えば，自動車メー

カーの場合，国内向けの車，アメリカ向けの車，ヨーロッパ向けの車に対し全て共通の価格を設定す

るのが統合市場モデルであり，国内向けの車，アメリカ向けの車，ヨーロッパ向けの車に対し全て異

なった価格を設定するのが分断市場モデルである．

統合市場において各地域で異なった価格が設定できなくなるのは，異なった地域の市場であっても

統合された市場であるなら地域間で裁定取引が働くからという理由づけによる．逆に言うと，裁定取

引が働き共通の価格が成立するのが統合市場ということになる．一方，分断市場は地域間で裁定取

引が働かないため，異なった価格が成立する (あるいは異なった価格を設定できる)．先行研究では，

Michigan，Francoisが統合市場，HRT，MIRAGE，De Santisが分断市場，Takedaが統合市場，分

断市場の両方を仮定している36．

4.6.2 比較

統合市場，分断市場の仮定が持つ意味合いについてはMarkusen and Venables (1988)等によって

理論的な分析がおこなわれており，仮定によって貿易政策の効果が大きく変わりうるということが示

されている．しかし，どちらがより適切な仮定かということは理論的に判断できるものではなく，や

はり実証分析の問題である．一つの目安は裁定取引がスムーズに働くか否かという点である．これは

輸送費，法制度等に依存している．輸送費があまりに高くつくのなら，裁定取引はおこりにくくなる．

また，並行輸入が法的に禁止されている国の場合には，当然裁定取引はおこなわれない．これらは地

域，財に依存し，一概に言えることではない．ただし，現在のところ多くの財について国際間の裁定

取引がスムーズに働いているとは考えにくい．よって，全ての市場で共通の価格を設定する (設定せ

ざるを得ない)という統合市場の仮定は，現実には合わないのではないかと考えられる．しかし，EU

のように地域間の障壁を取り除き共通の市場を形成しようとする動きも進められてきているので，地

域によってはかなり統合市場に近づきつつあると考えられる．

しい．
35より誤解の少ない「specializationを通じた scale効果」という言い方も使っているが，誤解を防ぐのなら scale効果とい

う呼び方は使わず variety効果とでも呼べばよいだけである．
36Francoisの LGMC モデルでは分断市場を仮定していたとしても，結果的に全ての市場で同じ価格を設定することになる

ので，実質的には統合市場と変わらなくなる．これについては第 4.8 節を参照．
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4.6.3 分断・統合市場と競争形態の関係

分断・統合市場の仮定と競争形態の仮定は基本的には独立しており，それぞれ別々に選択すること

ができるが，両者の関係で一つ留意すべき点がある．それは Cournot競争 (数量競争)と統合市場を

同時に仮定することは難しいという点である．これは Cournot競争と統合市場を同時に仮定するこ

とができないということではない．実際，Takedaではそのケースのモデルも扱っている (Takedaの

モデル IC)．また，本稿の第 6節でもそのタイプのモデルを想定している．しかし，この両者を組み

合わせたモデルは他のモデルと比較し，極端に変数の数が多くなるという性質を持っているため，モ

デルを解くこと自体が非常に難しくなる37．代表的なモデルでも，Cournot競争 (数量競争)を前提と

するMIRAGE，HRT，De Santisでは分断市場を利用している．一方，統合市場を仮定しているのは

Bertrand競争を前提としたMichiganである．

4.7 参入退出

Horstmann and Markusen (1986)，Markusen and Venables (1988)等の分析は，市場への参入退

出が可能かどうかによって貿易政策の効果が大きく変わりうるということを明らかにしている．よっ

て，参入退出についての仮定の選択は重要な意味を持ちうるが，ベースとなっているモデルが独占的

競争モデルということもあり，ほとんどのモデルで参入退出は自由におこなわれるという仮定が置か

れている．しかし，現実には参入障壁が非常に高い産業もあるし，短期的には参入・退出がスムーズ

には働かない可能性が高いということを考えれば，参入退出になんの制限もかからないという仮定が

現実を適切に反映しているとは必ずしも言えない．そこで，Takedaでは参入・退出がおこなわれな

いというモデルも分析している．また，逐次動学モデルであるMIRAGEでは参入退出は可能である

が，一期間内には完全には調整が働かないという仮定が置かれている．これは参入退出が短期的には

スムーズにおこなわれないという状況を再現しようとする試みである．

参入退出が自由におこなわれるというモデルでは，その結果ゼロ利潤条件が成立する．一方，参入

退出がおこなわれない，あるいは不完全にしかおこなわれないというモデルでは，ゼロ利潤条件が成

立せず，利潤 (あるいは，損失) が生じる．通常，この利潤は家計に一括で移転されると仮定される

(逆に損失の場合には一括で補填される)．

表 4のモデルでは，Takedaを除く全てのモデルで参入退出は可能と仮定しているが，MIRAGEで

は一期間内には不完全にしか調整がおこなわれないと想定している．また，Takedaは参入退出が可

能なモデルに加え，不可能なモデル (つまり，企業数一定のモデル)も考慮している．

4.8 マークアップ率

規模の経済の導入方法は費用関数に反映される．参入退出に関する仮定は，ゼロ利潤条件が満たさ

れるか否か，企業数が内生的に決定されるか否かという点に反映される．一方，競争形態，統合・分

断市場についての違いは，マークアップ率に反映されることになる．マークアップ率の導出はかなり

繁雑な作業であるので，各モデルの解説文書，あるいは様々なモデルのマークアップ率の導出を説明

37Cournot競争と統合市場を組み合せたモデルについて詳しくは Takeda (2006a) を参照して欲しい．
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している Takeda (2006c)，本論文の補論，武田 (2007)を参照して欲しい．以下では，幾つかの例を取

り上げ，各モデルでマークアップ率の形状がどのように変わるかを比較してみる．

例 1: 図 7の Armington-Variety統合，Cournot競争，分断市場のモデル

まず，(1)図 7の Armington-Variety統合，(2) Cournot競争，(3)分断市場というモデルにおいて，

各企業が直面するマークアップ率を見てみよう．地域 rにおけるある産業の一企業が直面するマーク

アップ率は次式で与えられる38．

µrs =
1

σF +
{

1
σM − 1

σF +
[

1
σDM − 1

σM +
(

1
εA

s
− 1

σDM

)
SAM

s

]
SM

rs

}
1
nr

s ̸= r (4)

µrr =
1

σD +
{

1
σDM − 1

σD +
[

1
εA

r
− 1

σDM

]
SAD

r

}
1
nr

(5)

µrs は地域 s向けの供給についてのマークアップ率，µrr は国内向け (地域 r 向け)の供給について

のマークアップ率である39．その他の記号の定義は以下の通りである．

σDM · · · 国内財と輸入財の間の EOS (図 7の E DM)
σM · · · 輸入財間の EOS (図 7の E M)
σD · · · 国内 variety間の EOS (図 7の E D)
σF · · · 輸入 variety間の EOS (図 7の E F)
εA

s · · · 地域 sにおける Armington需要の価格弾力性
SAM

s · · · 地域 sにおける輸入財のシェア
SAD

s · · · 地域 sにおける国内財のシェア
SM

rs · · · 地域 sの輸入における地域 rからの輸入のシェア
nr · · · 地域 rの当該産業における企業数

マークアップ率は，当該 varietyのシェア，及び企業数に依存している．通常，εA
s < σDM < σM < σF，

εA
r < σDM < σD と仮定されるので，varietyの供給先でのシェア (SAM

s ，SM
rs，SAD

r )が上昇するほど，

あるいはライバル企業の数 (nr)が少ないほど，当該企業のマークアップ率は上昇することになる．

例 2: Francoisモデル (LGMCモデル)

LGMC を仮定している Francois では，企業はライバル企業の数が十分多いと想定して行動する．

よって，Francoisモデルのマークアップ率は，例 1のマークアップ率において n → ∞とすることで

導出できる．

µrs = 1/σ s ̸= r (6)

µrr = 1/σ (7)

σは variety間の EOSであり，図 10の Eに対応している．第 4.5節で指摘した通り，マークアップ

率は variety間の EOSの逆数で一定となる．全ての地域に対するマークアップ率が等しくなるので，

全ての市場で同じ価格を設定することになる．
38実際には，全ての変数，パラメータに産業を表すインデックス iが付くが，ここでは表記を簡単にするため省略している

ことに注意して欲しい．
39代替の弾力性の値が地域別に異なっている場合には，地域を表す添字 r，sを付けて区別する必要があるが，ほとんどの貿

易 CGE 分析では，代替の弾力性を地域別には区別していない，つまり全ての地域で代替の弾力性の値は共通と仮定している
ので，ここでもそれに従っている．
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例 3: 図 7の Armington-Variety統合，Bertrand競争，分断市場のモデル

次に Bertrand競争のモデルでのマークアップ率を見てみよう．(1)図 7の Armington-Variety統

合，(2) Bertrand競争，(3)分断市場というモデルで各企業が直面するマークアップ率は次式で与えら

れる．

1
µrr

= σD + [σA − σD + (εA
r − σA)SAD

r ]
1
nr

(8)

1
µrs

= σF + {σM − σF + [σA − σM + (εA
s − σA)SAM

s ]SM
rs }

1
nr

(9)

Cournot競争のときとは形状がかなり異なっているが，代替の弾力性，企業数，シェアに依存する

ことは同じであり，このケースでも供給先でのシェアが高く，ライバルの企業数が少ないほどマーク

アップ率が高くなることがわかる．

例 4: 図 7の Armington統合，Bertrand競争，統合市場のモデル

これは，例 3のモデルを統合市場に変更したモデルである．統合市場モデルであるので，企業が直

面するマークアップ率は総供給に対するマークアップ率だけとなる．その総供給に対するマークアッ

プ率 µr は次式で与えられる．

1/µr = ∑
s

δrs/µrs

δrs ≡ qrs/ ∑
r′

qrr′

ここで，qrs は地域 r における企業の地域 s への供給量である．また，µrs は例 3 で定義されている

マークアップ率である．つまり，統合市場モデルでは，総供給に対するマークアップ率の逆数が，各

市場に対するマークアップ率の逆数の加重平均に等しいという関係が成立する40．

4.9 その他のモデルの特徴

以下では，各モデルの特徴・注意点で，これまで触れることができなかったものについて説明をお

こなう．

4.9.1 Michiganモデル

Michiganモデル (や，Francoisモデル)のように，Armington仮定を利用せずに全ての地域からの

Varietyを直接統合するモデル (図 10の統合のモデル)では，地域 rにおける統合された variety (Ar)

は以下のように表現される．

Ar =

[
∑

s
∑
fs

βsr, fs(vsr, fs)
σ−1

σ

] σ
σ−1

(10)

40元々，統合市場の Bertrand競争では，総需要の価格弾力性が各市場での需要の価格弾力性の加重平均に等しくなるという
関係が成り立つ．この関係から本文にあるような関係が導かれることになる．
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vsr, fs は地域 sの企業 fs の地域 r に対する varietyの供給量を表している．ここで，各地域内での企

業の対称性を仮定すると，βsr, fs = βsr，vsr, fs = vsr が成り立つので，上式は次のように書き換えるこ

とができる．

Ar =

[
∑

s
nsβsr(vsr)

σ−1
σ

] σ
σ−1

(11)

これが図 10の variety統合から導かれる関係であるが，Michiganモデルではパラメータ ζ を導入

し，上の式を次のように修正している．

Ar =

[
∑

s
n1+ζ

s βsr(vsr)
σ−1

σ

] σ
σ−1

(12)

ζ は −1 < ζ < 0の値をとると仮定されるので，variety数 ns の指数は元の定式化よりも小さくな

る．これは，地域 r へ供給される variety数の増加の Ar に与える効果が小さくなるように修正をお

こなっているということを意味する．Brown et al. (2003)では ζ = −1/6と仮定されている41．

4.9.2 HRTの推測変分モデル

HRTと De Santisのモデルはどちらも推測変分モデルであるが，HRTは推測変分の入れ方がアド

ホックであり，理論的な観点からは若干問題を含んでいる (詳しくは Santis 2002bを参照)．そのた

め同じ推測変分モデルを用いている De Santisでは，このHRTのアドホックな部分を修正している．

Takedaも推測変分モデルを扱っているが，De Santisと同様にHRTのアドホックな部分を修正して

いる．

4.10 不完全競争モデルに特有の効果

4.10.1 3つの効果

貿易自由化は様々な効果をもたらすが，IRTSモデルにのみ現れる効果としては，以下のようなも

のがある．

[1] Variety効果

[2] Scale効果

[3] Markup効果

まず，[1]の variety効果は，variety数の変化が厚生に与える効果である．varietyが不完全代替と

いう仮定により Love of varietyが成立する．よって，variety数の増加は厚生にプラスの影響を与え

ることになる．Love of varietyというと Dixit-Stiglitzモデル (Dixit and Stiglitz, 1977)のような消費

におけるものがまず思い浮ぶが，差別化された varietyを仮定している多くのCGEモデルでは，その

varietyは消費だけではなく，中間投入物として生産にも利用されると仮定している．よって，love

of varietyは消費だけではなく，中間投入においても働くことになる．

41この値は Brown et al. (2003) には掲載されていないので，Stern氏と清田耕造氏に直接確認した．

28



[2]の scale効果は，企業規模の変化が厚生に与える効果である．企業レベルでの規模の経済性が

仮定されているため，企業規模の拡大は平均費用を低下させるという効果を持つ．よって，企業規模

の拡大は厚生にプラスの影響を与えることになる．最後のmarkup効果は，マークアップ率の変化が

厚生に与える効果である．マークアップ率は価格の限界費用からの乖離率であるので，小さい値をと

るほど経済に存在する歪みが小さいということになる．よって，マークアップ率の低下は，経済全般

(世界全体)にはプラスの効果をもたらす可能性が高い．ただし，個々の地域にとっては，マークアッ

プ率が低ければよいとは必ずしも言えない．例えば，輸出供給についてのマークアップ率の上昇は，

輸出国にとってはプラスの効果をもたらすかもしれない．

4.10.2 モデルによる効果の違い

上記の 3つの効果が全ての IRTSモデルで生じるわけではない．既に指摘した通り，LGMCである

Francoisでは，規模が一定となるので scale効果は働かない．また，マークアップ率一定であるので，

markup効果も働かない．同じことは Takedaの LGMCモデルにも当てはまる．また，Takedaでは

(1)企業数が一定のモデル，(2) varietyが同質的なモデルも考えている．(1)のモデルでは，企業数と

variety数に一対一の関係を想定しているので variety数も一定となり，variety効果はなくなる．ま

た，(2)のモデルでは，そもそも love of varietyがなくなるので，やはり variety効果はなくなるこ

とになる．このようにモデルによって働く効果が異なってくることも，結果に差がでる大きな要因の

一つだと考えられる．

4.11 変数・パラメータの設定

4.11.1 変数・パラメータの設定方法

CRTSモデルでも，CES型関数内のシェアパラメータ42，弾力性パラメータ等，特定化すべきパラ

メータは数多く存在するが，IRTSモデルにはさらに CRTSモデルにはない変数・パラメータが含ま

れている．例えば，固定費用，企業数，マークアップ率，Variety間の代替の弾力性であり，推測変

分モデルならさらに推測変分がある．シミュレーションをおこなうには，ベンチマークにおけるこれ

らの変数・パラメータの値を決定する必要がある．パラメータ，変数の決定方法はシミュレーション

の結果に影響を与える可能性があるので，標準的なアプローチが存在するのならそれに従うのが望ま

しいが，現状では標準的と言えるようなアプローチは確立されておらず，研究者によって異なったア

プローチが利用されている．以下では，先行研究で用いられているアプローチを比較する．

分断市場モデルにおける地域 rのある企業を例にとり，カリブレーションを見てみよう．分断市場

モデルでは，地域 rにおけるある産業の一企業の利潤 πr は次式で与えられる．

πr = ∑
s

prsqrs −
[

cr ∑
s

qrs + fr

]
42CES型関数内のシェアパラメータとは，例えば次のような CES型関数 f(x)

f (x) =

[
∑

i
αix

σ−1
σ

i

] σ
σ−1

において αi で表されるパラメータである．このシェアパラメータのカリブレーションについては，例えば Shoven and Whalley
(1992, p.116)，細江他 (2004, p.129)，あるいは本稿の補論武田 (2007,第 5.1 節) を参照して欲しい．
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ここで，prs は地域 s向けの価格，qrs は地域 s向けの生産量，cr は限界費用， fr は固定費用である．

分断市場を仮定しているので，価格，生産量は地域別に区別される．この企業の利潤最大化条件は次

式で与えられる．

prs [1 − µrs] = cr s = 1, · · · , S

µrs は地域 s向けの供給のマークアップ率であり，需要の価格弾力性の逆数に等しい．

既述の通り，カリブレーション方法はモデルによって異なるが，ベンチマーク均衡においてゼロ利

潤を仮定することは多くのモデルに共通している．ゼロ利潤条件は次式で与えられる．

∑
s

prsqrs = cr ∑
s

qrs + fr

利潤最大化条件を使うと，これを次のように書き換えることができる．

∑
s

prsµrsqrs = fr (13)

第 4.8節で見たようにマークアップ率 µrs は，企業数 (variety数) nr，variety間の代替の弾力性 σ，

さらに推測変分モデルの場合は，推測変分の値 νrs (地域 sへの供給に対する推測変分)に依存して決

まるので，以下のように表現できる43．

µrs = µrs(nr, σ, νrs) s = 1, · · · , S (14)

一本の (13)式と S本の (14)式には，以下の変数・パラメータが含まれている．

• 固定費用 · · · fr

• マークアップ率 · · · µrs (s = 1, · · · , S)

• Variety間の EOS · · · σ

• 企業数 (variety数) · · · nr

• 推測変分 · · · νrs (s = 1, · · · , S)

通常，このうち幾つかを外生的に決め，残りを (13)式と (14)式によってカリブレートするという

方法がとられる44．

まず，HRTと De Santis以外のモデルでは推測変分を考慮しないので，推測変分パラメータ νrs は

消える．すると，1 + S本の式に対し， fr，µrs，σ，nr の 3 + S個の変数・パラメータということに

なるので，二つを外生的に与えてやれば，残りを決める (カリブレートする)ことができる．例えば，

Takeda (のうちの幾つかのモデル)では固定費用，代替の弾力性を外生的に決め，企業数，マークアッ

プ率をカリブレートするというアプローチを利用している45．ただし，実際には，固定費用を直接外

生的に決めているわけではなく，CDRを外生的に与えるという形をとっている46．

43代替の弾力性は一つだけではなく，(4) 式，(5)式のように複数入ってくる場合もあるが，ここでは単純化のため一つだけ
と想定している．複数の代替の弾力性が含まれる場合でも，一つのケースと本質的な議論は変わらない．

44 (13)式には生産額 prsqrs も含まれるが，これはベンチマークデータより求められる．
45Takedaの model CD, CH, CF, BD, IC, IBである．Takedaのカリブレーションの詳細については，Takeda (2006a) の補

論，もしくは GAMSのシミュレーションのプログラムで確認することができる．
46総費用＝可変費用＋固定費用という定式化のもとでは，CDR = FC/TCという関係が成立する．TCはベンチマークデー

タよりわかるので，CDRを決めてやれば固定費用 FCも決まる．
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Francoisは LGMCモデルであるので，マークアップ率は企業数には依存しなくなり，(14)式から

nr は消える (第 4.8節参照)．よって，変数はさらに一つ減るので，固定費用のみを与え，代替の弾

力性とマークアップ率をカリブレートするという方法をとっている47．一方，同じ LGMCモデルで

あっても，Takedaの LGMCモデルでは代替の弾力性を外生的に与え，固定費用，マークアップ率を

カリブレートするというアプローチを採用している．

上に挙げた二つの例では，ある変数・パラメータを外生的に決め，残りを二つの式を利用してカリ

ブレートするという方法をとっている．この方法では，一部の変数・パラメータにしか先験的な情報

を利用しないということになる．例えば，Takeda (のモデル LGMC，QCV以外)のアプローチでは

固定費用，代替の弾力性については先験的な情報を利用しているが，マークアップ率，企業数につい

ては全く利用していない．これに対し，MIRAGEではより多くの変数・パラメータについて先験的

な情報を利用するという方法をとっている．具体的には以下のような方法である．

[1] まず，CDR，代替の弾力性，企業数の値を外部のソースから求める．その値をそれぞれ ˆCDRr，

σ̂，n̂r とする．

[2] 次のような目的関数 (損失関数)を設定する

Loss =
1

V(ln σ̂)

[
ln

σ

σ̂

]2
+

1
V(ln ˆCDRr)

[
ln

CDRr
ˆCDRr

]2
+

1
V(ln n̂r)

[
ln

nr

n̂r

]2

ここで，V(x)は xの分散を表している．各パラメータ・変数の分散の値も外部のソースから求

める．この目的関数 (損失関数)では，CDR，代替の弾力性，企業数が外生的に設定されたター

ゲット値 (ハット付きの値)から離れるほど lossが大きくなるようになっている．

[3] (13)式と (14)式を制約式とした上で，Lossの値を最小にするように CDRr，σ，nr，µrs を求め

る48．

このようにMIRAGEでは，CDR (固定費用)，代替の弾力性，企業数の全てについて先験的な情報

を用いてカリブレーションをおこなっている．

HRTでは代替の弾力性，固定費用，企業数を外生的に与えるが，推測変分 νrs が入るので二本の式

だけでは全てのパラメータを決めることができない．そこで，HRTでは，(13)式と (14)式を制約式

とし，最適化問題を解くことでマークアップ率 µr と推測変分パラメータ νrs をカリブレートするとい

うアプローチをとっている．Takedaの推測変分モデルでも全く同じアプローチを利用している．

4.11.2 アプローチの比較

前提とするモデルが変われば，それに含まれるパラメータ・変数も変わってくる．例えば，LGMC

ではマークアップ率が企業数に依存しないので，企業数をカリブレーションする必要はなくなる．ま

た，推測変分モデルでは推測変分パラメータが入ってくるため，カリブレーションする変数が増加す

る．このようにモデルが変わればパラメータ，変数も変わるため，カリブレーション方法も変わって

くることになる．さらに，同じようなモデルであったとしても，カリブレーション方法は一つとは限

47この場合，ベンチマークの企業数としていかなる値を仮定しても，政策の変化に対する企業数の変化率は変わらない．よっ
て，ベンチマークの企業数は任意の値に規準化してよい．

48脚注 46 で指摘した通り，CDRを決めることは固定費用を決めることと同じである．
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らない．例えば，Francoisと Takedaの LGMCモデルには同じ変数・パラメータが含まれているが，

両者のカリブレーション方法は異なっている．

カリブレーション方法が変われば，そこから導出される変数・パラメータの値が変わるので，当然

シミュレーション結果も影響を受けることになる．できるだけ適切なアプローチを利用するのが望ま

しいが，現状ではどのアプローチが適切かについて統一された見解があるわけではなく，上の例が示

す通り様々なアプローチが並立的に利用されている状態である．とりあえず，アプローチ選択の一つ

の基準となるのは，どの変数・パラメータについてより正確な情報を入手できるかという点である．

例えば，他の変数・パラメータと比較し，企業数について最も信頼できるデータを得ることができる

という場合には，企業数を外生的に決め，残りをカリブレートするという方法をとるのが普通である．

なお，Takedaのようにある変数・パラメータを外生的に決め，残りを (13)– (14)式で決定するとい

うアプローチには一つ問題がある．このアプローチの下では，カリブレートされた変数・パラメータ

が異常値をとるケースが生じうるからである．例えば，Takedaでは固定費用，代替の弾力性を外生

的に決め，マークアップ率，企業数をカリブレートしているが，外生的に与える固定費用，代替の弾

力性等を少し変更しただけでマークアップ率，企業数が負の値となってしまうようなことが頻繁に生

じた．これでは外生的に決める変数・パラメータを自由に選ぶことができないし，パラメータの値を

変えてモデルを解きなおす感応度分析をおこなうことも難しくなってしまう．これに対し，MIRAGE

のような方式では，最適化の目的関数を上手く設定してやることで，変数・パラメータが異常値をと

るというケースを事前に排除することができるという利点がある49．

4.11.3 企業数の仮定

Michiganモデル，HRTモデル，Takedaの推測変分モデルではベンチマークの企業数を外生的に

決定している．このアプローチをとる際には一つ注意点がある．それは，ベンチマークの企業数にあ

まりに大きい数を設定してしまうと，実質的に LGMCモデルと同じモデルになってしまうという点

である．これは第 4.8節のマークアップ率で確認できる．第 4.8節で幾つかのモデルのマークアップ

率の形状を見たが，例 1のモデルでも，例 3・例 4のモデルでも，企業数 nr が大きければ第二項目以

降がほぼゼロになるので，マークアップ率が代替の弾力性の逆数に等しくなってしまう．このため，

元々は LGMCとは違うモデルを想定していたとしても，結果的に LGMCモデルと同じようなモデ

ルになってしまうのである．

Michiganモデル，HRTモデル，Takedaの推測変分モデルのうち，HRTではベンチマークの企業

数を 5，Takedaの推測変分モデル (Takeda, 2006a)では 50を仮定しているのでこの問題の影響はあ

まりないが，サービス部門を除いたほとんどの部門で数百，部門によっては数千，数万の企業数を仮

定している Michiganモデルではその影響がでてくる50．具体的には，本来はマークアップ率 (需要

の価格弾力性)が可変のモデルにもかかわらず，結果的にマークアップ率がほぼ固定されることにな

り，貿易自由化がマークアップ率にはほとんど影響を与えないという結果になっている51．競争の促

49MIRAGEのカリブレーションでは，(例えば)企業数 nr がゼロに近づくと Lossが無限大に近づくように目的関数が設定
されているので，企業数がゼロになるというようなケースをあらかじめ排除できる．

50Michigan モデルでのベンチマークの企業数は Michigan モデルの開発者の一人である清田耕造氏から直接いただいた情
報によって確認した．

51これについても清田氏から，Brown et al. (2005)の Global Free Tradeシナリオのシミュレーション結果を記録したファイ
ルを提供していただき確認した．なお，サービス部門ではベンチマークの企業数が 1と仮定されているので，マークアップ率
は一定にはなっていない．また，マークアップ率が一定であってもMichiganモデルは費用関数として (3)式のようなタイプ
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進によりマークアップ率が低下するという効果は不完全競争モデルにおいて貿易自由化がもたらす重

要な効果の一つと考えられている．Michiganモデルの企業数の仮定は適切なデータに基づいたもの

であるかもしれない．しかし，その仮定により結果的にマークアップ率が変わらなくなってしまう点

はMichiganモデルの分析の一つの問題点であると考えられる．

5 分析例の比較

本節では，これまで紹介してきた 7つの CGEモデルを利用した分析例を取り上げる．モデルの違

いが，貿易自由化の分析結果に与える影響を見るのが主な目的であるが，これらの分析例では，モデ

ルだけではなく，データ，パラメータ，政策シナリオ等も異なっている．モデル以外の要素が結果に

与える影響も大きいと考えられるので，まず各分析におけるモデル以外の要素について説明をおこな

う．分析例として取り上げるのは表 5の 10個の研究である．各分析の簡単な特徴は表にまとめられ

ている通りである．なお，実際に利用されている貿易 CGEモデルとしては，GTAPモデルの利用度

が圧倒的に多いのであるが，ここでは各モデルができるだけ均等になるように分析例を選択している．

以下では，各分析を表 5の一列目の略称を用いて表すことにする．

5.1 部門

部門の数は，最も多いもので LINKAGEモデルを利用した AMMの 25部門で，最小は GTAPモ

デルを利用した UNCTADの 6部門である．それ以外の分析のほとんどは 10部門から 20部門程度

を前提としている．この水準が世界全体での自由化を分析する際の標準的な部門数と言える．

また，部門についてはその分け方にも注意すべきである．例えば，SRCと BDSはそれぞれ 20部

門と 18部門という同じ程度の部門数を前提としているが，部門の分け方はかなり違っている．前者

では農林水産物・加工食品に関連する部門を 12部門にも分割しているのに対し，後者では 2部門に

まとめられてしまっている．逆に，前者では製造業，サービス業はおおざっぱにしか分けられていな

いのに対し，後者では非常に細かく分割している．このように分析によって部門の分け方はかなり異

なっているのだが，これは主に分析目的の違いに原因がある．一般に，農産物自由化が主な分析目的

である研究では，農産物部門が細かく分割され，工業製品自由化が主な分析目的の研究では，製造業

部門が細かく分割されることが多い (サービスについても同様)．

5.2 地域

地域数については，多いものでAMMの 27地域，少ないものでNagarajanの 9地域であり，だい

たい 10地域から 20地域を想定しているものが多い．地域についてもその分け方は分析によってかな

り異なっている．単純に規模を基準にして (規模が均等になるように)分けている分析では，先進国は

比較的細かく分けられるのに対し，途上国はまとめられてしまうことが多い．一方，途上国への効果

が分析の主目的であるような研究では，途上国を細かく分割している．また，ある地域に着目した分

析，例えばヨーロッパに着目した分析では，ヨーロッパをできるだけ細かく分割し，その他の地域は

を仮定していないので，企業規模は一定にはならない．これについては第 4.5.2 節も参照して欲しい．
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かなりまとめてしまうというような分け方になっている．このように，地域の分け方もやはり分析目

的に強く依存するもので，標準的な分け方が存在しているというわけではない．

5.3 データ

近年，多数の地域を対象とした貿易 CGE分析では，ベンチマークデータに GTAPデータを利用す

るのが標準的になっている．表 5の分析例も全て GTAPデータを利用している．ただし，GTAPデー

タでもバージョンは異なっている．最新 (2007年時点)の GTAPデータは version 6であるが，表の

分析例では最も古いもので version 4のデータを利用している．GTAPの各バージョンの主な違いは

表 6の通りである．

表の部門数，地域数はあくまで最大の数であって，そのままの数で分析に用いられることはない．

前節で見たように，部門も地域も 10から 20程度に統合されて用いられるのが普通である．Version

6での「特恵関税を考慮」というのは，関税データにおいて途上国に対する特恵関税を考慮している

ということである52．データが新しいほど，1)基準年が新しく貿易自由化が進んでいる，2)特恵関税

を考慮しているという二つの理由により，ベンチマークの関税が低くなっている．ベンチマークの関

税が低ければ，それを引き下げることによる利益も小さくなる．よって，利用するデータが新しいほ

ど，分析から導かれる貿易自由化の効果は小さくなる可能性が高い．

5.4 データの調整・修正

元にするデータは GTAPデータで共通化されているが，多くの分析では GTAPデータをそのまま

使うのではなく，なんらかの修正を加えている．修正としてよくおこなわれるのは次の二つである．

[1] より新しい年を基準年にするためにデータをアップデートする．

[2] 関税率を修正する．

5.4.1 [1]のデータ修正の例

[1]の修正をおこなっている例としては FMTがある．FMTは元々 2001年が基準年のGTAP version

6を利用しているが，2001年以降に実現した政策を考慮し，より最新の経済状況を表すようにデータ

を修正している．具体的に考慮されている政策は次の 4つである．

• UR合意に基づく関税率の低下

• URの合意によるMFA (多国間繊維協定)の撤廃 (2005年までに完全撤廃)．

• 中国のWTO加盟 (2001年 12月)

• 2004年 5月における EUの拡大 (中・東欧 10ヶ国が新しく加盟し，25ヶ国へ拡大)．

52特恵関税とは，一般のWTO加盟国に対するものよりも低い税率で，途上国に対して適用される関税のことを指す．GTAP
5データまでは，主にMFN関税を元にして関税データが作成されていたが，GTAP 6では特恵関税を考慮するようになった．
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一番目については，2001年の GTAPデータにおける関税率で，UR合意に基づく bounded tariff

rateより水準が高いものを bounded tariff rateに等しくなるように調整している．二番目は GTAP

データにおける輸出税の撤廃という形で考慮されている．また，三番目は中国の関税率の削減等とい

う形で考慮されている．最後の EUの拡大は，現加盟国と新加盟国の間の関税，輸出税の調整，生産

補助金の調和化という形でとりいれられている．4つの政策の多くは貿易障壁を 2001年時点の水準

よりも低下させる方向に働くものであるので，アップデートされたデータでは貿易障壁が全般的に低

い水準となる．

AMMも同様のデータの修正をおこなっている．AMMも元々は 2001年が基準年のGTAP version

6を利用しているが，FMTと同様にデータをアップデートし，2005年をシミュレーションの基準年

としている．具体的には，以下のような政策を考慮している．次の 3つである．

• URの合意によるMFA (多国間繊維協定)の撤廃 (2005年までに完全撤廃)．

• 中国のWTO加盟 (2001年 12月)，台湾のWTO加盟 (2002年 1月)．

• 2004年 5月における EUの拡大 (中・東欧 10ヶ国が新しく加盟し，25ヶ国へ拡大)．

同様のアップデートは他の分析でもおこなわれている．また，政策変更だけではなく他の要素も考

慮している場合もある．例えば，BDS，BKSはデータを 2005年にアップデートしているが，その際

本源的要素の賦存量等のデータも修正している．表 5の分析例には挙げられていないが，Hertel and

Martin (1999)，Hertel (1999)でも本源的要素の賦存量，技術水準等を修正することでデータをより

新しい年にアップデートしている．

5.4.2 [2]のデータ修正の例

一方，[2]の関税率の修正というのは，より正確なデータをもとに関税率を修正することである．例

えば，OECD，UNCTAD，Bouetは他のソースに基づき関税率データを修正している．

5.4.3 データアップデートの方法

周知の通り，CGE分析のベンチマークデータは整合性を保持していなければならない53．このた

め，一部のデータを修正しようとするなら，同時にその他の部分にも調整を加えデータ全体での整合

性が保たれるようにしなければならない．整合性回復を含めたデータ調整方法には様々な方法がある

が，修正をおこなうデータがモデルの外生変数であるような場合には，データの修正を外的なショッ

クと同じようにみなし，通常のシミュレーションと全く同様にモデルを解くという方法がよく利用さ

れる．例えば農産物関税を 50%低くするという修正を元データに加えたいとする．関税率はモデル

では外生変数であるので，農産物関税を 50%低くするというシミュレーションをおこなうことができ

る．実際，シミュレーションをおこなえば農産物関税が 50%低くなったもとでの均衡が求められる．

この方法は，こうして求められた均衡でのデータを新しいベンチマークデータとするということであ

る．モデルを解いて得られたデータであるので，当然データ間の整合性は満たされている．よって，

53整合性とはベンチマークデータが均衡条件を満たしているということ．
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この方法で，農産物関税を 50%低下させた上でしかも整合性を持ったデータを作成することができる

のである．政策分析のためのシミュレーションをする前に，データを修正するためのシミュレーショ

ンをおこなうので，この作業は pre-simulation，あるいは pre-experiment等と呼ばれる．

FMTはこの方法を用いており，データアップデートのために一度モデルを解き，その結果求められ

たデータをベンチマークデータとして政策分析をおこなっている．この FMTはデータアップデート

のために利用するモデルと本来の目的である政策分析のために利用するモデルで同じものを利用して

いるが，データ修正用に特別なモデルを利用するケースもある．よく知られているものとして GTAP

に付属のデータ修正用のモデルであるAlterTaxがある．このAlterTaxモデルは構造自体はGTAPの

標準的モデルとほぼ同じであるが，前提とするパラメータ (特に代替の弾力性)の値等をデータ修正用

に変更したモデルである (詳しくはMalcolm, 1998)．OECDはこの AlterTaxを用いて関税データの

修正をおこなっている．

5.5 サービス貿易障壁のデータ

BDS，BKS，FMT，Nagarajan，Takeda等のように，サービス貿易障壁の削減を分析しようとす

る場合には，さらにサービス貿易障壁のデータを用意する必要がある．サービス貿易障壁は財に対す

る障壁のように単純な形で数値化されているわけではないので，現在のGTAPデータではほとんど考

慮されていない．従って，別のソースに基づき作成する必要がある．既存研究で利用されている方法

として次の二つがある．

[1] 国際間での企業の Gross operating marginの差から推定する

[2] Gravity modelによって推定する

[1]は BDS，BKS等のMichiganモデルが採用している方法であり，[2]は FMTが採用している方

法である．TakedaはMichiganモデルのデータをそのまま利用している (Brown et al. 2002aで導出

されている値)．Nagarajanは FMTと同じ手法を用いているようであるが，推定されたデータを掲載

していないため，データについての詳細はわからない．両アプローチによるサービス貿易障壁の推定

値は表 7と表 8の通りである．表 7は Brown et al. (2002a)の Table 4の値を，表 8は Francois et al.

(2005)の Table 3の値をとったものである．どちらのアプローチの場合でも，サービス貿易障壁は関

税率という形式に直して表されている．地域，部門の分類が異なっているので，両者を直接比較する

ことはできないが，推定に使われている手法，データが違うこともあって，推定値にはかなり差があ

ることが確認できる．

分析によって，サービス貿易障壁のデータが異なるのに加え，モデルにサービス貿易障壁を導入す

る方法も異なっている．まず，BDS，BKSについては，論文には詳細な情報が書かれていないため，

詳しいことはわからない．同じくMichiganの関税率データを利用している Takedaでは，文字通り

サービス貿易に対して関税を導入する形でサービス貿易障壁をモデルに取り入れている．すなわち，

表 7の率の関税がベンチマークにおいてサービス貿易に課されている状態にデータを修正し，その

関税の引き下げをサービス貿易の自由化とみなしている．ベンチマークの関税データを修正すること

になるので，データ間の整合性を保つための調整が必要になるが，これについては Takedaのシミュ

レーションのプログラムが詳しいのでそちらを参照して欲しい．

36



一方，FMTは関税という形式でサービス貿易障壁を導入するのではなく，表 8の数値に等しいだ

けサービス貿易の効率性パラメータを上昇させることもってサービス貿易の自由化とみなすという方

法を採用している54．表 8の障壁は関税率の形式で表現されたものであるので，その変化を関税とは

違う効率性パラメータの変化によって表現するのは幾分矛盾があるようにも考えられるが，関税デー

タの修正もおこなう必要はないので，扱いやすい手法ではある．Nagarajanについては詳しい説明が

書かれていないため，どのように自由化を扱っているのかよくわからない．

5.6 パラメータの設定

CGE分析をおこなう際には，パラメータを特定化する必要がある．各モデルには様々なパラメー

タが含まれるが，ここでは Armington弾力性 (国内財と輸入財の間の代替の弾力性)， Variety間の

代替の弾力性，及び本源的要素間の代替の弾力性について各分析でどのような値が利用されているか

確認しておこう．このうち，Armington弾力性，Variety間の代替の弾力性の値は貿易自由化の効果

に大きな影響を与える可能性が高いので，貿易 CGEモデルで最も重要なパラメータの一つと考えら

えている．各分析での代替の弾力性についての仮定は表 9にまとめられている．

まず，GTAPモデルを利用している分析 (SRC，OECD，UNCTAD)については，本源的要素間の

代替の弾力性，Armington弾力性とも GTAPデータに付属の弾力性をそのまま利用している．一方，

LINKAGEモデルではどちらの弾力性についても独自の値を利用している．その Armington弾力性

の値は Anderson et al. (2006b)の Table 12A.2に掲載されているが，多くの部門について GTAPの

値よりは大きい値が利用されている．Armington弾力性が大きいほど自由化の効果は大きくなる傾

向にあるので，LINKAGEモデルは GTAPモデルよりも自由化の効果が大きくなる可能性が高いと

言える．

Michiganモデルでは，図 10のように Armington仮定は利用されず varietyが直接統合されてい

た．その variety間の代替の弾力性 (図の E)の値としては全ての財について 3という数値が仮定され

ている．Francoisモデルでは CRTS部門については GTAPの値がそのまま利用されている．IRTS部

門についてはMichiganと同じ variety統合が想定されているが，varietyの代替の弾力性は CDRか

らカリブレートされている．Francois et al. (2005)の Table A1. にそのカリブレートされた値が掲載

されているが，小さい財で 4.6，大きい財では 8.9とMichiganモデルよりはかなり大きい値となって

いる．HRTモデル，MIRAGEモデル等はそれぞれ独自の値を利用している．最後の Takedaは基本

的に GTAPの値を利用しているが，IRTS部門の variety間の代替の弾力性についてはArmington弾

力性の 4倍の値を想定している．

GTAPモデルではなくとも GTAPデータの値を利用している分析もあるため，相対的には GTAP

データの値の利用度が高いと言えるが，独自の値を利用している分析も多く，パラメータについての

仮定にはかなりのばらつきが見られる．このパラメータについての仮定の相違も分析結果が異なって

くる大きな理由の一つであると考えられる．

54詳しくは Francois モデルの GEMPACKプログラムを参照．
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5.7 自由化のシナリオ

5.7.1 考慮する政策

自由化の対象となる政策はまず関税である．関税と言っても文字通りの関税だけではない．GTAP

データでは関税以外のNTBs等は，関税化された形で捉えられているので，NTBs削減も実質的には

含まれる．また，関税以外の貿易政策としては，輸出補助金が対象となる．輸出補助金は，特に農産

物に残存しており，農産物貿易の自由化を分析する際に重要な意味を持つ．また，自由化の対象の一

つとして，国内の生産補助金がある．生産補助金は厳密には貿易政策ではないが，農業に対する生産

補助金が輸出振興政策の役割を果たしていることが多いため，URでも生産補助金の削減がテーマの

一つとなった．

以上の政策は，ほとんどの研究で分析の対象となっている政策である．これ以外に考慮されている

ものとしては，すでに前節で指摘したサービス貿易障壁の削減がある．また，近年注目を浴びつつあ

る政策として貿易円滑化がある．貿易円滑化とは，税関手続きのような貿易に伴い生じる様々な事務

手続きを，できる限り簡素化するという政策である．Nagarajan，OECD，FMT等がこの貿易円滑化

を自由化の一環として分析している．

貿易円滑化の導入方法： シミュレーションでは，貿易円滑化は貿易コストの低下という形で導入さ

れている．この貿易コストの低下を表現する方法としては，様々なアプローチがありうる．上に挙げ

た 3つの分析例のうち， Nagarajanについては説明がないためどのようなアプローチをとっている

か不明であるが，OECDはHertel et al. (2001)の方法に倣い，貿易の効率性を表すパラメータの上昇

という形で貿易コストの低下を表現している55．このパラメータは GTAPモデル内では ams(i,r,s)

で表されており，例えば 1%の貿易コストの低下の場合には，このパラメータを 1%増加させている．

FMTも同様の方法に従っている56．

5.7.2 自由化のタイプ

表 5の 10個の研究では，様々な自由化のシナリオが分析されている．例えば，Doha Roundで実

現する可能性の高い多角的自由化のシナリオ，一部の地域間での FTAのシナリオ等である．しかし，

ここでは，シナリオの差はできる限り排除したいので，原則として世界全体での多角的自由化のシナ

リオの結果のみを取り上げることにする．ただし，以下の留意点がある．

[1] すでに指摘した通り，自由化と言ってもどこまでの政策を対象とするかは分析によって異なっ

ている．サービス貿易障壁の自由化，貿易円滑化まで含む分析もあれば，財貿易の自由化しか

考慮しないものもある．両者では当然効果の大きさは変わってくるはずである．

[2] 原則として，貿易障壁の撤廃 (完全自由化)というケースを取り上げて比較しているが，分析に

よっては部分的自由化のみを対象とし，完全自由化のケースは扱っていないものがある．具体的

には，Nagarajan，UNCTAD，FMT，Takeda等である．このうち FMT，Takedaについては，

シミュレーションのプログラム，データが入手可能であるので，筆者自身が完全自由化のケース

55OECD (2003) の P.56に説明がある．
56FTM の原論文では 1.5%の貿易コストの低下を想定しているが，表 11 の FMT の結果では 3%の貿易コストの低下を想定

している．
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を計算し，その結果を掲載する57．一方，Nagarajan，UNCTADについてはプログラム・デー

タを入手できないため，部分的自由化の結果から完全自由化の結果を推測するという方法をと

り対処した．例えば，Nagarajanでは「既存の障壁を 50%削減＋貿易コストの 1%の低下」とい

う政策による EVが計算されているが，ここではその EVを 2倍したものを完全自由化 (100%の

自由化)による EVとみなしている．同様に UNCTADについても，「50%の自由化」による EV

を二倍したものを完全自由化の EVとみなしている．

なお，これまでHRTモデルを IRTSモデルとして説明してきたが，Clineは実際にシミュレーショ

ンをする際には，CRTSバージョンのHRTモデルを利用している．IRTSバージョンではなく，CRTS

バージョンを選択した理由を，どちらもほぼ同じ効果をもたらすからだと Clineは説明している．

5.8 先行研究のシミュレーションの再現性

ここで，先行研究のシミュレーションの再現性について触れておこう．「再現性」とは，先行研究

のシミュレーションと同じシミュレーションを公開されている情報を基に他者がおこなうことができ

ることを指すものとする58．再現性が保証されていることには次のような利点がある．まず，シミュ

レーションを再現できるということは，シミュレーションをおこなうために必要な全ての情報が入手

可能であることを意味する．よって，どのようなモデル，データ，パラメータ，手法でシミュレーショ

ンをおこなっているのかを詳細，かつ正確に把握することができるということである．また，分析の

詳細を把握すると同時に，誤りがないかを他者がチェックすることも可能になる．第二に，再現性が

あるのなら，他者がシミュレーションの妥当性をより深く検討することができる．例えば，元の論文

ではおこなわれていない感応度分析を他者が独自におこなうことも可能になる．また，元の論文には

掲載されていない変数の動きも，自らがシミュレーションを再現することで分析することが可能とな

る．以上のように，シミュレーションの再現性が確保されているかどうかは，シミュレーション内容

を他者がどれだけ正確，かつ容易に評価できるかということに係わっており，それは結局 CGE分析

の信頼性という問題にも繋がってくる．

第 5節で取り上げている先行研究はどれも利用しているモデルを詳細に説明した文書を提供してい

る (紙媒体ではなく，インターネット上で電子文書として提供されているものも含め)．よって，どの

研究についても，利用しているモデルのおおまかな情報は得ることができる．また，どの研究も，誰

もが容易に入手可能な GTAPデータを基にしているので，利用しているデータがどのようなデータ

なのかも知ることができる．従って，公開されている情報だけを基にして，先行研究と同じようなシ

ミュレーションをおこなうことは不可能ではないし，場合によっては容易におこなえる．しかし，シ

ミュレーションを完全に再現できる，つまり全く同じシミュレーションをできるものとなると，かな

り数が少なくなる．CGE分析では，データ，パラメータ，プログラムが一箇所でも異なっていれば，

また解き方が少しでも異なっていれば，厳密には異なった計算結果が導かれることになる．従って，

元の分析が利用しているのと全く同じプログラムとデータが入手できなければ，元の分析を完全に再

57FMTについては Francoisの web siteで配布されているプログラムの 03Linear100x SEP04.cmfというシナリオを解い
た結果を掲載する．元の FMTの論文で掲載されているのは 03Linear50x SEP04.cmf というシナリオの結果である．

58「公開されている情報」とは論文内，あるいはインターネット上で公開されている情報を指す．論文，インターネットで
公開されていなくても，その情報を入手することができる場合はもちろんあるが，ここでは誰もが容易に入手できるという条
件を満たしている「論文，インターネットでの公開」に限定した．
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現することは実質的に不可能である59．しかし，既存の研究ではシミュレーションで利用しているプ

ログラムとデータを全て公開しているようなものは少ない．このため，完全な再現性を得られるもの

は少なくなる．

表 10に各研究の再現性がまとめてある．3列目のシミュレーションのプログラムという項目はシ

ミュレーションをおこなうためのプログラム，あるいはモデルを既述したプログラムが公開されて

いるかどうかということを表している．○印のものがプログラムが公開されている研究を表してい

る．4列目の再現性に○印が付いているものが，シミュレーションを完全に再現できるものである．

△印は不完全にしか再現できないシミュレーションであるなら比較的容易におこなえるというものを

表している．LINKAGEモデルを利用している AMMはモデルの構造を非常に詳しく説明した文書，

Mensbrugghe (2005)が存在する．また，ベースとしているデータもGTAPデータであるので入手可

能である．しかし，シミュレーションのプログラムは公開されていない．また，ベンチマークデータ

は GTAPデータを加工して作成されているが，そのデータの加工方法はあまり詳しく説明していな

い．さらに，LINKAGEは逐次動学モデルであるのでベンチマークデータ以外に労働，人口成長率，

技術進歩率等のデータも用いているが，それらのデータについても論文では極めて不十分な情報し

か提供されていない．以上の理由により，AMMのシミュレーションを公開されている情報だけを基

にして再現するのは困難である．MIRAGEモデルを利用した BouetやMichiganモデルを利用した

BDS，BKSについてもほぼ同じようなことが言える．

GTAPモデルを利用している SRC，OECD，UNCTAD は上の 4 つの分析よりも提供されている

情報は多いと言える．というのは，GTAPモデルはモデルを記述したプログラムが公開されているか

らである．しかし，上の 3つの分析はデータの加工について詳細な情報を提供していないため，全く

同じベンチマークデータを作成することは難しい．また，データについては，SRCでは元の GTAP

データをどのように統合しているのかという情報さえ提供されていない (元の GTAPデータと統合し

たデータでの部門，地域の対応表がない)．OECDについても，部門，地域の対応表は掲載している

が，一部の地域が抜けているし，二重に計上されている部門があるなど不完全な情報しか提供してい

ない．さらに，モデルのプログラムが公開されているといっても，それを使ってどのようにシミュレー

ションをおこなっているか，どのようにモデルを解いているかということについての情報が提供され

ていない60．よって，SRC，OECD，UNCTADについてもシミュレーションを完全に再現すること

はやはりできない．ただし，ほぼ同じようなシミュレーションならば比較的簡単におこなうことがで

きるので再現性はかなり高いとは言える．HRTモデルを利用している Clineについてもモデルを記

述したプログラムは提供されているが，上の 3つと同様にデータの加工について詳細な情報が得られ

ないためやはり完全な再現性はない．

一方，Francoisモデルを利用している FMT は，シミュレーションをおこなうためのプログラム，

データを全て公開している61．よって，モデル，データ，データの加工方法，パラメータ，シナリオ，

シミュレーション方法等について詳細に把握することができるし，完全な再現性も持っている．プロ

59モデルの構造，データの作成方法，シミュレーション方法を完全に説明した文書が提供されていれば，自分で同じプログ
ラム，データを作成することは原理的には可能であるので，シミュレーションを再現することができる．しかし，CGE分析の
モデル，データは大規模，かつ複雑であるものが多いということもあって，完全な再現性を得るほどの情報を文書だけで提供
するのは実質的に不可能である．実際，文書だけでシミュレーションを再現するのに必要な情報を全て提供できているものは
ないと言ってよい．

60GTAPモデルは GEMPACKで解くが，例えばどの solution methodを利用するかでモデルの解は変わってくる．よって，
完全に再現するのなら solution methodについての情報も必要になる．

61Joseph F. Francoisのweb site: http://www.intereconomics.com/francois/ で公開されている．
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グラムが利用できるので，それを基に独自のシミュレーションもおこなうことができる．実際，5.7.2

節で説明したように，次節における先行研究の結果の比較では FMTのオリジナルのシナリオでの結

果をそのまま利用することができなかったので，シナリオを変更した上で公開されているプログラム，

データを基に筆者が自分で計算し直した結果を掲載している．このようなことができたのは，FMT

がシミュレーションに必要な全ての情報を容易に利用可能な形で公開しているからである．Takeda

も同じようにシミュレーションに必要なプログラム等を全て公開しているので，誰もが容易にシミュ

レーションを再現することができる62．

情報の提供手段が主に紙媒体に限られていたような時代には，シミュレーションに係わる全ての情

報を提供するということは困難，かつ非常に手間のかかる作業であったかもしれない．しかし，現在

ではインターネット上のウェブサイト等のように，多くの人に簡単に情報を伝達する手段が存在して

いる．実際，多くの研究者が CGE分析のためのプログラム，データを自らのウェブサイト等で公開

するようになってきている．もちろん，情報伝達の手段があるからといって情報の公開ができるとは

限らないが63，CGE分析の透明性，信頼性をより一層高めるためにもそのような情報公開を今後もよ

り一層進めていくのが望ましいと考えられる．

5.9 結果の比較

それでは以下で，各研究の分析結果を比較しよう．分析結果は表 11にまとめられている．自由化

の効果としては様々なものが考えられるが，ここでは世界全体での厚生効果のみを取り上げている．

厚生効果は自由化にともなう EV (億ドル)で測っている．「サービス貿易障壁」という項目では，サー

ビス貿易自由化を考慮している分析には○印を付け，さらに EV全体の中のサービス貿易自由化によ

る部分の比率を提示している．「貿易円滑化」という項目も同様である．「変化率」の列は，厚生の変化

率 (EVのベンチマーク実質所得との比率)，および EVのベンチマーク GDP (or GNP)との比率を表

している．最後の列は EVの中の財貿易自由化による部分の額を表している．以下，表 11から観察

できることをまとめよう．

[1] EVは最大の BKSで 2兆 4,173億ドル，最小のUNCTADで 792億ドルで，大きさは 31倍も違

う．また，所得比 (あるいは，GDP比)で比較しても，UNCTADでは 0.28%にしかならないの

に対し，BKSでは 6.8%にも達している．よって，分析によって自由化の厚生効果には非常に

大きな差があることがわかる．

[2] ただし，Michiganモデルを前提とした BKSと BDSは，他の分析に比べ厚生効果がずばぬけて

大きく，例外的な存在と言える．他のモデルの EVは，7,700億ドルである Nagarajanを除け

ば，全て 3,200億ドル以下であるのに対し，Michiganモデルを利用した二つの EVは 2兆ドル

を越えている．また，全ての分析の EVの平均値が 6,093億ドルであるのに対し，Michiganモ

デルを除いた EVの平均値は 2,451億ドルと 2分の 1以下に低下する．

62FMTはデータもそのまま公開しているが，Takedaではデータ自体は公開していない．しかし，GTAPデータを統合するため
の aggregation scheme fileを含んでいるので，GTAP 6データさえ所有していれば，シミュレーション用のデータを容易に自分で
作成することができる．Takedaのプログラムは http://park.zero.ad.jp/∼zbc08106/research/trade lib/trade lib/

で公開されている．
63例えば商用のデータは公開にはなんらかの制限があるのが普通である．よって，商用データを利用しているときにはそれ

をそのまま公開するのは難しいであろう．
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[3] シナリオの差の影響をできるだけ排除するために，財貿易自由化の効果のみを比較してみよう．

財貿易自由化による EVは表 15の一番右側の列にある (Nagarajanについては財貿易自由化の

効果のみをとりだすことはできないので，比較対象から除外する)．サービス貿易自由化，貿易

円滑化を考慮していた分析の EVが大きく減少する結果，分析間の効果の差はかなり小さくな

る．よって，シナリオの差が効果の大きさに強い影響を与えているということになる．しかし，

財貿易自由化に制限しても，最小で 501億ドル (Takeda)，最大で 7,903億ドル (BKS)と分析に

よって依然 EVに大きい差が観察されるので，シナリオ以外の部分の差が結果に与える影響も

やはり大きいと言える．

[4] GTAPモデルを前提とした分析は，貿易円滑化まで考慮したOECDがやや大き目であるのを除

き，EVは非常に小さくなる傾向にある．

[5] LINKAGEモデルを利用した AMMは，約 2,900億ドルと若干大き目である．

[6] Francoisモデルを利用した Nagarajan，FMTの EVは，比較的大きくでている．

[7] MIRAGE を利用した Bouet は逐次動学モデルで，しかも IRTSモデルであるにもかかわらず

EVは比較的小さい．

[8] 9つのモデル (1つの CRTSモデルと 8つの IRTSモデル)を利用している Takedaでは， EVが

最小のもので 941億ドル，最大のもので 1,707億ドルと 2倍近い差がでていることから，モデ

ル間の差はそれなりに大きいと言えるが，絶対的な水準としてはそれほど効果が大きいとは言

えない．

5.10 結果の解釈

5.10.1 Michiganによる分析

他のモデルと比較し，Michiganモデルを前提とした分析では EVがかなり大きくでている．以下

では，その原因を考えてみる．

データ： まず，データについてであるが，アップデートして 2005年を基準年に変更している部分を

除けば，普通の GTAPと変わらない．他の分析でも同じようなデータのアップデートがなされている

ものが多いので，このデータの差が 10倍近い効果の差の原因とは考えにくい．

サービス貿易障壁： Michiganモデルでは，サービス貿易自由化の効果も考慮しているため，効果が

大きくなっている可能性がある．実際，BDS，BKSでは，サービス貿易自由化による利益がそれぞれ

全体の 62%，69%にも達しているので，サービス貿易自由化を考慮していることが，Michiganモデル

の効果を大きくしている主要な原因であることは間違いない．しかし，それでも次の二つの疑問は残

る．第一に，Michiganモデルでは，財貿易自由化だけを考えても他の分析よりかなり効果は大きい．

財貿易自由化のみによる EVをみると，BDSでは 7,903億ドル，BKSでも 7,555億ドルにも達してお

り，これは他のどの分析の財貿易自由化の効果よりも大きい．第二に，他にもサービス貿易自由化を

考慮している分析があるが，それらと比べてもはるかに効果は大きい．例えば，FMTもサービス貿
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易自由化を考慮しているが，サービス貿易自由化の効果は， 1,576億ドルで BDS，BKSの 1兆 2,895

億ドル，1兆 6,618億ドルと比べると 10%程度の大きさしかない．この FMTについてはサービス障

壁のデータ，サービス貿易自由化の導入方法がMichiganモデルとは異なっているので，それが効果

の差の原因なのかもしれないが，Michiganのサービス障壁のデータをそのまま利用している Takeda

に関しても，EVは (サービス貿易自由化以外の効果を含めても)最大で 1,700億ドルにすぎないので，

やはりMichiganの効果の大きさは際だっている．以上の二つの点を考慮すると，Michiganモデル

が他の分析よりもはるかに大きい効果を生み出すのは，サービス貿易自由化を考慮しているというこ

とに加えて，サービス貿易自由化も含め自由化全般の効果を大きくするなんらかの要素を含んでいる

という二つの理由によるものと推測される．

IRTSモデル： 規模の経済性，不完全競争を考慮しているため効果が大きくなったという理由も考えら

れる．実際，CRTSモデルであるGTAPモデルを利用した分析は，IRTSモデルを利用したMichigan，

FMT，Bouet，Takeda等よりも効果が小さくなる傾向がある．しかし，単に IRTSモデルであるとい

う理由だけでは，FMT，Bouet，Takedaの効果が比較的似ているのに対し，Michiganがそれよりか

なり大きい効果を生み出していることを説明するのが難しい．仮にこの部分に理由を求めるのなら，

Michiganモデルが利用している IRTSモデルが，他の IRTSモデルよりも大きい効果をもたらす原因

を考える必要がある．一つ観察できた違いとして scale効果の違いがある．

貿易自由化は各地域の生産パターンを変化させるので，各地域では生産が拡大する部門と縮小する

部門が生じる．この部門別の生産量の変化は「企業規模 (各企業の生産量)」の変化と「企業数」の変

化に分解することができる．ここで取り上げている IRTSモデルのうち，FMTは LGMCであるので，

そもそも企業規模は一定で企業数しか変化しない．これに対し，Michigan，Bouet，Takedaのモデ

ルでは，企業規模，企業数の両方が変化する64．Bouetは論文に記述がないため企業規模，企業数が

どのように変化しているか不明であるが，Michiganと Takedaについては企業規模と企業数の変化

に次のような違いが観察できた65．まず，Takedaモデルでは，企業規模と企業数が同方向に動くこと

が多い．つまり，部門全体の生産が増加するときには，企業規模も企業数も拡大し，逆に部門全体の

生産が減少するときには，企業規模も企業数も縮小するというパターンが多い．前者の場合には scale

効果がプラスに働くが，後者の場合にはマイナス方向に働いていることになる．

一方，Michiganでは，部門全体の生産が増加するときは Takedaモデルと同じだが，部門全体の

生産が減少するときでも企業規模がほとんどの部門で拡大するという逆の結果となっている66．つま

り，Michiganモデルでは，部門全体の生産量の増減にかかわらず，scale効果がほとんどの部門でプ

ラス方向に働くいているということになる．二つのモデルで scale効果が異なる理由は不明であるが，

これがMichiganモデルで自由化の効果が大きくでている原因かもしれない．

EOSについての仮定： Michiganは図 10の variety統合を仮定している．一般に variety間の EOS

が大きいほど自由化の厚生効果は大きくなるので，EOSに大きい値を想定しているのではないかとい

64ただし，Takedaの LGMC モデルでは企業規模は変化しない．また，Takedaの企業数一定のモデルでは企業数は変化し
ない．

65Michigan モデルでの企業規模，企業数の動きについては，注 51のファイルをもとに確認した．以下の記述はそのシミュ
レーション結果に基づくものである．

66部門全体の生産が減少するときでも企業規模が拡大するのは，部門全体の生産の縮小率以上に企業数の減少率が大きくな
るからである．
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う推測ができる．しかし，BDS，BKSでは variety間の EOSを 3と仮定しており，それほど大きい

値を仮定しているわけではない．同じ variety統合を仮定している Francoisと比較してもむしろ小さ

いと言える．よって，EOSについての仮定が原因とも考えにくい．

Variety統合関数の仮定： 第 4.9節で指摘した通り，Michiganでは varietyの統合関数に特殊な仮定

を置いている (12式)．この仮定が関係しているのかもしれない．しかし，(12)式では nが Aに与え

る効果を弱めるように修正しているので，この修正はむしろ厚生効果を本来の値よりも小さくさせる

方向に働くのではないかと考えられる．この仮定の影響についてははっきりしたことはわからない．

Solution method： Michigan は GEMPACK で記述されているが，モデルを解く際に Johansen

methodを利用している． Johansen methodはベンチマークで線形近似されたモデルを解く solution

methodであるので，その解は真の (非線型の)モデルの解とはずれてくる．この Johansen method

を利用しているということが，効果が大きくなっている原因なのかもしれない67．

この影響がどれほどあるかを推測するため，筆者自身が簡単なシミュレーションをおこなってみた．

シミュレーション内容は以下の通りである．まず，データは BKSと同じ GTAP 5.4を前提とし，部

門，地域をMichiganと全く同じように統合した．モデルはGTAPの標準的モデル (gtap.tabの ver.

6.2)を利用し，シナリオとしては輸入関税，輸出税 (補助金)を全てゼロにするというシナリオ (つま

り，完全自由化) を考えた68．Michigan ではサービス貿易自由化も考えているが，ここでは財貿易

の自由化のみを考えた．さらに，closure，及びパラメータについては GTAPモデルのデフォールト

のものをそのまま利用した．以上のシミュレーションを GEMPACK (RunGTAP)で，(A) Johansen，

(B) Euler，(C) Graggという三つの solution methodを用いて，解いてみた．Euler，Graggについ

ては，ともに steps = 10 12 14と設定した．

シミュレーションの結果は表 12にある．A，B，Cはそれぞれのケースでの EV (百万ドル)を表し

ている．世界全体での EVは Johansen method (A)で 1,253億ドル，Euler method (B)で 912億ド

ル，Gragg method (C)で 908億ドルとなった．Non-linear solution methodである Euler，Gragg

の結果はほとんど差がないが，Johansenとはかなり差があり，しかも Johansenを利用したときには

Euler，Graggを利用したときよりも 40%近く EVが大きくなっているのが確認できる．同様の結果

がMichigan modelでそのまま成り立つとは限らないので，はっきりしたことは言えないが，solution

methodの選択が分析結果にかなり大きい影響を与えうるということが確認できる．

さらに，個別の地域の EV を見てみると，23 地域のうち 9 地域において，Johansen method と

non-linear methodで EVの大きさが二倍以上違う結果となっている．よって，Johansen methodを

利用することによる真のモデルの解からの乖離率は，世界全体への効果よりも個別の地域に対する効

果においてより一層大きくなる可能性が高い．この点もMichiganモデルの結果を評価する際に留意

すべき点であると考えられる．

まとめ： Michiganモデルで他の分析結果よりもかなり大きい効果が生じるのは，サービス貿易自由

化を考慮していることに加えて，サービス貿易自由化も含め自由化全般の効果を大きくするメカニズ

ムが存在しているからだと推測される．このうち後者については様々な要因が考えられるが，公開さ

67ちなみに，Francois モデルも GEMPACKで書かれているが，解く際には Euler methodを用いている．
68tms(i,r,s)，txs(i,r,s) を全て 0にするということ．

44



れている情報が限定されていること，またシミュレーションの再現ができないことから，明確な原因

はわからない．

5.10.2 GTAPモデルの分析

GTAPモデルを利用している SRC，OECD，UNCTADでは，OECDが他の二つよりも二倍ほど

EVが大きい．これはOECDが貿易円滑化まで考慮しているからであり，貿易円滑化を除いて比較す

れば，SRCは 823億ドル，OECDは 972億ドル，UNCTADは 792億ドルとそれほど大きな差は見

られない．貿易円滑化の効果を除いた効果の差は，データの加工方法，部門，地域の統合が異なって

いることによると考えらえる．

5.10.3 AMMの分析

AMMの EVは 2,873億ドルと若干大きいが，これは EVを求めている時点が 2015年ということが

原因となっている可能性が高い．逐次動学モデルである AMMでは，まず 2005年から 2015年まで

のベースライン均衡を求め，その上で貿易自由化政策を導入するという手順をとっている．そのベー

スライン均衡における 2015年では資本蓄積，技術進歩，労働供給の増加等によって 2005年よりも所

得がかなり増加している．元々所得の水準が上昇している時点で貿易自由化の効果を求めれば EVは

大きくなって当然である．実際，EVの絶対値ではなく，2015年時点での GDPとの比を見てみると

0.7%にすぎない69．よって，EVの絶対値が大きいからといって他の分析よりも効果が大きいとは言

えない．

5.10.4 Francoisモデルによる分析

Francoisモデルを利用した Nagarajan，FMTでは EVは比較的大きいが，これは財貿易の自由化

だけではなく，サービス貿易自由化，貿易円滑化まで考慮していることによる部分が大きいと考えら

れる．Nagarajanについては EVを分解した値が報告されていないので，はっきりしたことはわから

ないが，FMTでは 3,151億ドルの 50%は貿易円滑化，20%はサービス貿易障壁の撤廃によるもので，

財貿易自由化の効果は 30% (945億ドル)程度にしかならない．よって，財貿易自由化からの利益のみ

を考えれば，他の分析よりも効果が特に大きいわけではない．

さらに，Nagarajanの EVが特に大きいのは，相対的に見て保護の水準が高い，古いデータを前提

にしているということと，線型の関係に基づいて部分自由化の結果から完全自由化の効果を推定して

いることによる影響が大きいのではないかと考えられる．Nagarajanは「貿易障壁の 50%の削減＋貿

易コストの 1%の低下」というシナリオは分析しているが，完全自由化というシナリオは取り上げて

いない．そこで便宜上，前者のシナリオでの EVを二倍したものを完全自由化のケースの EVとみな

している．しかし，50%の自由化のケースと完全自由化のケースを比べた場合，後者の EVは前者の

EVの二倍よりは小さくなるのが普通である．従って，単純に二倍した値を推定値とすることで効果

を過大に評価している可能性が高い．

69EVが大きい値をとっても，2015年の GDPも同様に大きい値をとっているので，比率をとれば小さい値となる．
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5.10.5 Bouetの分析

Bouetは IRTSの逐次動学モデルであるMIRAGEを利用しているので，効果は大きくでるのでは

ないかと推測される．結果をみると CRTSモデルである GTAPモデルを利用した分析よりは確かに

効果は大きくなっているが，それほど大きな違いはない．この Bouetの結果に従えば，不完全競争，

規模の経済性，動学的効果を考慮したからといって，必ずしも厚生効果が大きくなるわけではないと

いうことになる．

5.10.6 Takedaの分析

Takedaは一つの CRTSモデルと 8つの IRTSモデルを使っている．最も効果が大きくでたモデル

でも EVは 1,707億ドルであり，効果の水準はそれほど大きいわけではない．Takedaの分析と同じ

ような分析を第 6節でおこなうので，詳しいことはそちらで説明することにして，Takedaでの重要

な結果だけ挙げておくと，(1)統合市場モデルは分断市場モデルよりも効果が大きい，(2)参入退出が

不可 (つまり，企業数一定)のモデルは効果が最も小さい，(3) CRTSモデルの効果は比較的大きいと

いうような結果が得られた．このうち (3)の結果は，Bouetの結果と同様に，IRTSモデルが必ずしも

CRTSモデルよりも大きい効果をもたらすとは限らないということを示している．

5.10.7 まとめ

分析によって自由化の効果 (EV)の大きさはかなり異なっていることがわかった．ただし，そのう

ちMichiganモデルを利用した分析は，他の分析と比較し効果が際だって大きく，それが分析間の結

果の差を大きくする一因となっている．しかし，たとえMichiganモデルによる分析を除いたとして

も，分析間で結果にはかなりの差が見られる．その差の原因であるが，分析によってモデル，データ，

パラメータ，シナリオ等，全てが異なっているので，何に起因するのかをはっきりさせるのは難しい．

しかし，サービス貿易自由化，貿易円滑化を除いた財貿易の自由化のみの効果では分析間の差がかな

り縮小することから，シナリオの差 (考慮している政策の差)による部分がかなり大きく，モデルによ

る差は相対的に見て小さいと考えられる．

6 モデルの比較

前節では，貿易自由化の分析をおこなっている先行研究を取り上げ，厚生効果の比較をおこなった．

分析結果にかなり大きい幅があることが確認できたが，先行研究では，モデル，データ，パラメータ，

シナリオの全てが異なっているので，何が原因で結果が変わっているのかを判断するのが非常に難し

い．このため，モデルの差がどれだけ結果に影響を与えているのかも不明である．そこで，本節では，

モデル以外の要素をできるだけ共通に保った形で，様々なモデルを比較するというシミュレーション

をおこなう．これにより，モデルの差が結果に与える影響のみを抽出することができる．本節と同じ

ような分析は Takeda (2006a)によってもおこなわれている．また，Willenbockel (2004)も同様の分

析をおこなっているが，彼の利用しているモデルは貿易 CGE分析で通常利用されるモデルよりもは

るかに単純化されており，しかもベンチマークデータ，政策シナリオとも仮想的なものを想定してい
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るにすぎない．よって，その分析結果は数値例的な意味合いが強いと言ってよい．これに対し，本節

(あるいは，Takeda 2006a)では，貿易 CGE分析で通常利用されるのと同じようなモデル，データを

前提として同じような分析をおこなっているので，その分析結果は通常の貿易 CGE分析により即し

たものであると言える．

6.1 シミュレーション内容

以下では，シミュレーションで利用するモデル，データ，シナリオについて説明をおこなう．スペー

スの都合上，ここでは概要しか説明できない．モデル，データの詳しい説明は本稿の補論である武田

(2007)がおこなっているので，そちらを参照して欲しい．また，GAMSで書かれたシミュレーション

のプログラムも筆者から入手可能である70．

6.1.1 モデル

モデルとしては，Takeda (2006a)で取り上げているのと同じ 9つのモデルを利用する (表 13)．モ

デル PC は CRTS モデルであり，残りの 8 つは全て IRTS モデルである．モデル PC では，図 6 の

Armington統合を仮定している．以下，IRTSモデルの特徴を簡単に説明するが，IRTSモデルではモ

デル CDがベースとなるので，まずモデル CDの特徴を説明することにする．モデル CDは以下のよ

うな特徴を持っている．

[1] 規模の経済性は固定費用により生じる．

[2] 各企業の varietyは差別化されているとし，図 7の Armington-variety統合を仮定する．

[3] Cournot競争

[4] 参入退出可能 (ゼロ利潤)

[5] 分断市場

このうち，[1]については全ての IRTSモデルに共通するが，残りの仮定はモデルによって変更される．上

の仮定より，モデルCDでのマークアップ率は (4)–(5)式となる．LGMCは Large group monopolistic

modelである．このモデルでは，マークアップ率が varietyの EOSの逆数に等しくなる．モデル CH

は variety が同質的なケースである．これは 図 7の Armington-variety 統合において variety 間の

EOSが無限大のケースである．モデル CFは参入退出が不可能なケースである．このモデルでは，企

業数がベンチマークの値で一定と仮定される．モデル BDは競争形態を Bertrand競争に変更したケー

スである．この場合，マークアップ率が (8)–(9)式のように修正される．モデル ICは分断市場を統合

市場に修正したモデルである．最後のモデル IBはモデル BDを統合市場モデルに修正したものであ

る．各モデルにおいて scale効果，variety効果，markup効果がどう働くかは表 13の通りである．

70http://park.zero.ad.jp/∼zbc08106/research/index-ja.html．
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6.1.2 データ

データには，GTAP ver. 6を 12地域，10部門に統合したものを利用した．不完全競争モデルでは

地域，部門を細かく分割すると計算が困難になるケースが多いため，ここでは部門，地域とも数を少

なめに設定している．元の GTAPデータとの地域，部門の対応は表 14の通りである．地域の分け方

に関しては，アジア (ASEAN)の地域を細かく分割していることに特徴がある．本節の分析の目的は

モデルの比較であり，アジアの地域に特に注目をしているわけではないが，自由化が小規模な地域に

対して与える影響も検討したいので，例としてアジアの地域を細かく分割することにした．部門のう

ち AGR，PAGは (加工)農産物部門であるが，この二つの部門については IRTSモデルであっても，

完全競争部門と仮定している．また，ここではサービス貿易自由化の効果も分析したいため，ベンチ

マークにおいてサービス財 (SER)に対し全ての地域で 30%の関税がかかっていると仮定し，データ

を修正した．本来は，Michiganモデル，Francoisモデルのようになんらかのソースに基づいたサー

ビス貿易障壁のデータを利用するのが望ましいが，本節での分析の主眼は実際の自由化の分析とい

うよりもモデルの比較にあるので，単純に一律 30%という関税率を想定することにした．もっとも，

Michiganモデルにおけるサービス貿易障壁の税率は 30%程度の部門が多いので (表 7参照)，それほ

ど非現実的な仮定ではないと思われる．

6.1.3 パラメータの設定

本源的要素間の EOSには，GTAPデータの値をそのまま利用した．Armington統合，variety統

合に関する EOSについては，Armington-variety統合に図 7を想定しているので，国内財と輸入財

の間の EOS，輸入財間の EOS，Variety間の EOSの 3つの EOSが存在する．まず国内財と輸入財の

間の EOSには，全ての地域，部門で 3を仮定した．その上で，輸入財間の EOS，Variety間の EOS

については，それぞれ国内財と輸入財の間の EOSの 2倍，4倍の値 (つまり，6，12)を仮定した．こ

れらの EOSについても，GTAPデータの値を想定することはできるが，GTAPデータのパラメータ

の値を利用した場合，モデルが解けないケースが多々生じた．本節ではできる限り多くのモデルを比

較したいので，モデルが解きやすくなるように一律に単純な値を仮定することにした．幾分アドホッ

クな仮定と言えるので，結果を解釈する際には注意して欲しい．また，その他のカリブレーションに

ついては基本的に Takeda (2006a)の手順をそのまま踏襲している．簡単に説明すると，以下のよう

な手順に従っている．

• モデル CD，CH，CF，BD，IC，IBについては，CDRを外生的に与え，マークアップ率，企業

数をカリブレートしている．CDRとしては全ての IRTS部門で 0.15という値を仮定している．

• モデルQCVについては，CDRと企業数を外生的に与え，マークアップ率，推測変分をカリブ

レートしている．CDRとしてはやはり 0.15を仮定し，企業数としては全ての IRTS部門で 20

という値を仮定している．

• モデル LGMCでは，CDR，マークアップ率がカリブレートされている．

カリブレーションについての詳細は補論を参照して欲しい．
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6.1.4 シナリオ

自由化のシナリオとしては，世界全体での財・サービス貿易の自由化＋貿易円滑化というシナリオ

を想定する．自由化の程度であるが，第 5節でみたような障壁の撤廃のケースを想定したかったが，

不完全競争モデルでは大きいショックを与えるとモデルの解を導出できないことが多いため，ここで

は既存の障壁を 70%低下させるという控え目な政策を想定した71．また，貿易円滑化については貿易

の効率性を表すパラメータが 1%上昇するという状況を想定した72．

6.2 厚生効果

それでは以下でシミュレーション結果を検討しよう．まず表 15で自由化の厚生効果 (EV，10億ド

ル)を見よう．FULLが自由化による世界全体での EV (10億円)を表している．AGR，MAN，SER，

TF はそれぞれ EV に占める農産物自由化 (AGR と PAG の自由化)，工業製品自由化 (AGR，PAG，

SER以外の財の自由化)，サービス自由化 (SERのみの自由化)，貿易円滑化の効果の内訳を表している．

EVの分解は，Harrison et al. (2000)，Paltsev (2001)，Böhringer and Rutherford (2004)のアプロー

チに従ったが，計算方法の性質上，全体の EV (FULL) と分解された EV の和 (AGR，MAN，SER，

TFの和)には若干誤差が生じる73．「誤差」はこの両者の差 (AGR＋MAN＋ SER＋ TF－ FULL)を

表している．Rankは各モデルの EVの大きさの順位付けを表している．最後の GDP比は EVのベ

ンチマークの世界 GDPに対する比率 (%)を表している．ベンチマークGDPには GTAP ver. 6の 31

兆 2,786億ドルという値を利用している．

まず，モデルによる差を考えず，全てのモデルの平均の値を検討しよう．FULLの EVの平均の額

をみると 2,901 億ドルである．前節の先行研究と比べると，ちょうど FMT と同じような EV であ

り，Michigan モデルを除いた分析の中では比較的大きいほうである．70% の自由化にもかかわら

ず，同じようなデータ，モデルを利用した Takeda (2006a)よりもかなり効果が大きくなっているのは，

Armington弾力性，variety間の弾力性を大き目の値に変更していること，貿易円滑化も考慮してい

ること，サービス貿易障壁のデータが異なることが原因であると考えられる．ただし効果が大きくなっ

たと言っても，Michiganモデルと比較するとやはり非常に小さいことは変わらない．EVの内訳は農

業自由化 (AGR)による額が 235億ドル，工業製品自由化 (MAN)による額が 266億ドル，サービス

貿易自由化 (SER)による額が 1,489億ドル (51.3%)，貿易円滑化 (TF)による額が 917億ドル (31.6%)

であり，サービス貿易自由化，貿易円滑化の効果の占める割合 (83%)が非常に大きいことがわかる．

これも同じようにサービス貿易自由化，貿易円滑化を考慮している FMTの結果に近くなっている．

それでは次に，FULLの EVの値をもとにしてモデルによる違いをみてみよう．平均は 2,901億ド

ルであるが，最小はモデル CF の 2,079億ドル，最大はモデル IC の 4,216億ドルと，最小のモデル

と最大のモデルで 2倍以上 EVの大きさが異なっている．やはり，モデルにより自由化の効果にかな

り大きな差がでることが確認できる．EVの大きさでモデルを順位付けると，IC，IB，LGMC，PC，

CH，BD，CD，QCV，CFという順番となる．モデル IC，IB，LGMCは効果が大きく，モデル CD，

71例えば，ベンチマークの関税率が 50%なら，15%に低下させるということ．
72GTAP モデルでいう ams(i,r,s) というパラメータを 1%上昇させている．
73EV分解のプログラムを書く際には，http://www.mpsge.org/mainpage/hhp gtm.htmにあるサンプルプログラムを参考

にした．
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QCV，CFは効果が小さいという結果になっている．このモデルの順位付けをもとに，自由化の効果

とモデルの関係について考えてみよう．

6.2.1 分断市場・統合市場

モデル ICと IBは，それぞれモデル CDと BDを統合市場モデルに修正したものである．モデル

ICと IBの効果が大きいという結果は，統合市場モデルのほうが分断市場モデルよりも効果が大きい

ということを意味する．統合市場モデルでは各企業は地域別に異なった価格を設定することができな

いのに対し，分断市場モデルでは各地域で価格を差別化することができる．このため，分断市場モデ

ルでのほうが企業は高い自由度を持ち，独占力を行使しやすいと言える．この性質の違いが結果に反

映されているのではないかと考えられる．

6.2.2 参入退出

参入退出が不可のモデル (CF)は，CRTSモデルを含めた全てのモデルの中で最も EVが小さくなっ

ている．参入退出が不可のモデルでは，企業数の調整がおこなわれないので，部門全体の生産量は全

て企業規模によって調整されることになる．よって，scale効果が (プラス方向であれ，マイナス方向

であれ)強く働くのに対し，variety効果は全く働かないということになる (これは後の第 6.4節で確

認できる)．この性質が厚生に対してどのような影響をもたらすかは理論的にはわからないが，シミュ

レーション結果から判断する限り，厚生に対してあまりプラスには働かないということになる．

あるいは，利潤の分配方法についての仮定が，厚生がそれほど上昇しないことの原因になっている

かもしれない．参入退出不可のモデルではゼロ利潤条件が満たされなくなるため，各産業に利潤 (あ

るいは損失)が生じることになる．この利潤の処理には様々な方法がありうるが，モデルの性質上あ

まり複雑な仮定を置くのは難しいため，本節では単純に家計に対し一括でトランスファーされると仮

定している (損失の場合には逆に家計からのトランスファーで補填する)．この仮定により，厚生効果

が小さくなっているのかもしれない．

6.2.3 CRTSモデル

一般に，CRTSモデルよりも不完全競争，規模の経済性を考慮した IRTSモデルのほうが自由化の効

果は大きくなる可能性が高いという認識が多い．また，前節でみた先行研究では，実際に IRTSモデ

ルを利用した分析のほうが比較的効果が大きくなっていた．しかし，そこではモデル以外の要素も異

なっているため，その結果がモデルの仮定に起因するものなのか判断することが難しかった．そこで，

本節では，モデル以外の要素をできる限り共通化してシミュレーションをおこなったのだが，CRTS

モデルの EV (2,976億ドル)は平均の EV (2,901億ドル)をわずかではあるが上回っているし，順位も

9つのモデル中 4番目という結果になっている．これは IRTSモデルの厚生効果が CRTSモデルより

も必ずしも大きくはない，つまり不完全競争，規模の経済性を考慮しているならどのようなモデルで

も CRTSモデルよりも大きい効果をもたらすというのではなく，モデルの種類に依存するということ

を示唆している．この結果に従えば，IRTSモデルでは CRTSモデルよりも自由化の効果が大きくで

るという主張は一般的には成り立たないと言える．
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6.2.4 競争形態

競争形態としては，LGMC，Cournot競争，Bertrand競争，推測変分モデルの 4つを考慮してい

る．この競争形態の差の結果への影響を検討してみよう．まず，LGMCモデルについては，マーク

アップ率，企業規模一定であるので，markup効果，scale効果は働かないモデルであった．これらの

二つの効果がないため，自由化の効果は小さくなるのではないかと推測されるが，EVは 3番目に大

きく，厚生効果は比較的大きいという結果がでている．

次に，Cournot競争と Bertrand競争であるが，この二つは分断市場ではモデル CDとモデル BD，

統合市場ではモデル ICとモデル IBというモデルによって比較することができる．まず，分断市場モ

デルでは，Cournot競争のほうが Bertrand競争よりも幾分 EVは小さくなっている．一方，統合市

場モデルでは逆に Cournot競争のほうがはるかに EVが大きいという結果になっている．この結果

は，競争形態の結果への影響が分断・統合市場の仮定とも関連しており，どちらの競争形態の効果が

大きいとは一概に言えないということを示唆している．最後に，推測変分モデルについては，EVの

大きさが 9つのモデル中 8番目であり，効果はかなり小さいという結果になっている．

6.2.5 Varietyの性質

モデル CDでは，varietyは差別化されていると仮定されているが，モデル CHでは varietyは同

質的と仮定されている．この両者を比較することで，varietyについての仮定の影響をみることがで

きるが，結果を見る限り，同質的と仮定したモデル CHのほうが幾分 EVは大きいがそれほど大きな

違いはない．つまり，この仮定の差は厚生効果にはそれほど大きい影響を与えないという結果になっ

ている．

6.2.6 厚生効果についてのまとめ

厚生効果について得られた結論を簡単にまとめておこう．

• 最大のモデルと最小のモデルで二倍以上厚生効果は異なっている．

• モデル IC，IB，LGMCの厚生効果が大きく，モデル CD，QCV，CFの厚生効果が小さい．

• 統合市場モデルのほうが，分断市場モデルよりも厚生効果が大きい．

• 参入退出が不可能なモデルは，(CRTSモデルも含めた)全てのモデルの中で最も厚生効果が小

さい．

• CRTSモデルの厚生効果は，全てのモデルの平均値にだいたい等しく，特に大きいとは言えな

いが小さくもない．

• LGMCモデルの厚生効果は比較的大きい．

• Cournot競争と Bertrand競争での効果の大小関係は，統合・分断市場の仮定にも関係してお

り，どちらが大きいとは一概に言えない．

• 推測変分モデルは厚生効果が小さい．
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• Varietyが同質的なケースの厚生効果は，差別的なケースとほとんど変わらない．

6.3 厚生効果の感応度分析

前節で様々なモデルの比較をおこない，そこからモデルの差が厚生効果に与える影響についての幾

つかの洞察を導いた．しかし，前節のシミュレーションにはアドホックな仮定がかなり含まれている

ので，ここで感応度分析をおこない，結果がどの程度変わるかを確認する．感応度分析の対象とすべ

き部分は数多くあるが，ここではとりあえず次の 4つの部分についての感応度分析をおこなうことに

する．

[1] Armington弾力性，variety間の EOS

[2] 農業部門 (AGR，PAG)が完全競争という仮定

[3] ベンチマークの CDR

[4] カリブレーションの方法

[1]はArmington弾力性，variety間の EOSについての仮定を修正する感応度分析である．前節で

のシミュレーション (以下，基準ケース)では，輸入財と国内財の間の EOSを 3と仮定していた．以

下では，これを 4に変更したケースを考える74．代替の弾力性が大きいほど国内財と輸入財の代替が

スムーズに働くので，自由化の効果は大きくなる可能性が高い．[2]は基準ケースで完全競争と仮定

していた農業部門 (AGRと PAG部門)も IRTS部門と変更するケースである．[3]はベンチマークの

CDRの値を変更するケースである．基準ケースでは全ての IRTS部門で CDRは 0.15と仮定されてい

たのを，0.1と 0.17に変更する二つのケースを考える75．最後の [4]はカリブレーションの方法を変

更する感応度分析である．基準ケースでは，Takeda (2006a)のアプローチを踏襲していた，つまり，

代替の弾力性と固定費用を外生的に決め，マークアップ率と企業数をカリブレートしていた76．[4]は

このカリブレーション方法を，企業数を外生的に与えて，固定費用をカリブレートするという方法に

変更する．外生的に与えるベンチマークの企業数としては，全ての部門で 20のケースと 50のケース

の二つのケースを考える．なお，[1]のケースを除いて，CRTSモデル (モデル PC)では何も変更され

ないので，基準ケースと EVは同じままとなる．

感応度分析の結果は表 16にある．EOS 4が EOSを 4と仮定したケース，ALL IRTSは全ての部門

を IRTS部門としたケース，CDR 0.1と CDR 0.17はそれぞれベンチマークの CDRを 0.1，0.17に修

正したケース，NOF 20とNOF 100はそれぞれベンチマークの企業数を 20，100と仮定しカリブレー

ション方法を修正したケースである．以下，各ケースで結果がどう変わっているかを確認しよう．

74この修正にともない，輸入財間の EOS， variety 間の EOS はそれぞれ 8，16 に修正される．
75CDRを大きくするケースでは 0.17ではなくもっと大きな値を本当は考えたかったが，CDRを大きくした場合，モデルを

解けないケースが頻繁に生じたので，ここでは 0.15 から 0.17 へ上昇させるという控え目なケースしか扱えなかった．
76モデル LGMCとモデル QCVについては別の方法を採用している．これについては第 5.6節，あるいは補論を参照して欲

しい．
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Armington弾力性を変更したケース

EOS 4では Bertrand競争のモデル BDと IBは計算することができなかったので，この二つについ

ては EVを求めることはできなかった77．EVの平均は 3,931億ドルとなっており，予想通り基準ケー

スよりも大幅に厚生効果が大きくなっている．また，EVの大きさは最大と最小のモデルで 4,563億

ドルの差があり，約 3倍も異なっている．EOSが大きいほどモデル間の相違も拡大するということ

は，EOSが大きいときほどモデルの選択が結果に与える影響度が大きくなるということである．これ

は EOSに大きい値を想定するときほど，モデルの選択には注意を払う必要があることを意味してい

る．EVの大きさでモデルの順位を付けると LGMC，PC，CH，QCV，CD，CFという順序になる．

モデル BDと IBがないので基準ケースと直接比較はできないが，QCVと CDの順序が入れかわって

いることを除けば，基準ケースと順位付けは変わっていない．よって，EOS 4のケースでも定性的な

効果に関しては，基準ケースとほぼ同じ結果が成り立っていると言える．

全ての部門を IRTS部門と仮定するケース

全ての部門を IRTS部門と仮定したケースでは，モデル IC，IBで若干変わるのを除けば EVは基準

ケースとほとんど変わっていない．その結果，モデルによる EVの順位付けも基準ケースと全く同じ

である．本節のシミュレーションでは，農業部門だけは完全競争部門という仮定が厚生効果にほとん

ど影響を与えていないということがわかる．

ベンチマークの CDRを変更したケース

次にベンチマークの CDRを変更したケースと基準ケースを比較しよう．モデル LGMCは CDRを

外生的に与えるというカリブレーション方法をとっていないので，EVは基準ケースと変わらない．ま

た，CDR 0.17のケースではモデル ICを解くことができなかったためモデル ICの EVは掲載してい

ない．まず，CDRを小さくした CDR 0.1のケースを見てみよう．モデル IC，IBでは基準ケースより

EVが小さくなっているのに対し，モデル CD，CH，CF，BDでは逆に大きくなっている．基準ケー

スで EVが平均値よりも小さかったモデルでは EVが増加し，逆に EVが平均値よりも大きかったモ

デルでは EVが減少する傾向にあるので，EVの平均値は基準ケースとそれほど変わらないが，モデ

ル間のばらつきはかなり小さくなっている．順位付けは幾つかのモデルが若干入れ変わるが，モデル

IC，IB，LGMCの EVが大きく，逆にモデル CF，QCVの EVが小さのは基準ケースと変わらない．

一方，CDR 0.17のケースでは，CDR 0.1としたケースとは逆方向に EVは変化している．つまり，

基準ケースで EVが平均値よりも小さかったモデルでは減少し，逆に EVが平均値よりも大きかった

モデルでは増加する傾向にある．このため CDRを小さくしたケースとは逆に，基準ケースよりもモ

デルのばらつきが拡大するという結果になっている．順位付けについては，モデル IC，LGMCの EV

が大きいのは基準ケースと変わらない．また，基準ケースで EVが小さかった QCVの EVが若干大

きくなっているが，モデル CFの EVが小さいのはやはり変わらない．以上の二つの感応度分析の結

果をまとめると，CDRの値を大きく (小さく)するほど，モデルの差による厚生効果 (EV)のばらつき

77モデル BD では解が収束せず，モデル IB ではカリブレーション自体ができなかった．
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が拡大 (縮小)する傾向があるということになる．これはCDRに大きい (小さい)値を想定するほどモ

デルの選択が結果に与える影響度が大きく (小さく)なるということである．

カリブレーション方法を変更したケース

最後に，カリブレーション方法を変更したNOF 20とNOF 100をみる．ここでも，LGMCは他の

モデルとは異なったカリブレーションを用いているので，やはり基準ケースと効果は変わらない．さ

らに，QCVは元々基準ケースにおいて企業数を外生的に 20と仮定しカリブレーションをおこなって

いるので，NOF 20の効果は基準ケースと同じである．まず，NOF 20のケースについては，カリブ

レーション方法が変わったCD，CH，CF，BD，IC，IBで EVは変化するが，変化の幅がそれほど大

きくはないため，EVの平均，標準偏差は基準ケースとほぼ同じである．また，モデルによる EVの

順序も幾つかが若干入れ替わるだけで，モデル IC，LGMC，IBの EVが大きく，モデル CF，QCV，

CDの EVが小さいという結果は変わっていない．よって，NOF 20のケースでもやはり定性的な結

果は基準ケースとそれほど変わらないと言える．

ベンチマークの企業数に 100を仮定している NOF 100では少し結果が変わってくる．EVの平均

が基準ケースとそれほど変わらないのはNOF 20と同じであるが，このケースではモデル間の効果の

差がかなり縮小し，ばらつきが小さくなっている．つまり，基準ケースにおいて効果が小さかったモ

デルで効果は大きくなり，逆に効果が大きかったモデルで効果は小さくなるというように変化してい

る．このようにベンチマークの企業数に大きい値を仮定することで各モデルの効果が似てくるのは，

第 4.11.3節で説明した理由によると考えられる．つまり，ベンチマークの企業数に大きい値を仮定す

ると本来異なったモデルであっても結果的に LGMCモデルに近くなるからだと考えられる．

6.3.1 感応度分析のまとめ

基準ケースにおける 4つの仮定について感応度分析をおこなった．仮定を変更することで定量的な

結果はかなり変わるケースがみられた．特に，代替の弾力性の値の変更は EVの大きさにかなり強い

影響を与える結果となった．また，EOSの値を大きくするケース，CDRの値を大きくするケースで

はモデル間の厚生効果のばらつきが拡大する一方，CDRの値を小さくするケース，カリブレーショ

ンの方法を変更しベンチマークの企業数に大きい値を仮定するケースでは逆にモデル間の厚生効果の

差が縮小した．これは EOSの値，CDRの値が大きいケースほど，モデルの差が結果に与える影響が

大きくなることを示唆している．

モデルの厚生効果の順位付けについては，若干変わるケースが観察されたが，モデル IC，IB，LGMC

の EVが大きく，逆にモデル CF，QCV，CDの EVが小さくなる傾向にあるという結果は変わらな

かった．ここでは 4つの仮定のみを検討しただけであり，他の仮定についても感応度分析をおこなえ

ば全く異なった結果が得られる可能性ももちろんあるが，それでも第 6.2節で得られた定性的な結果

はそれなりに頑健性は持つと言える．

6.4 生産量効果等

前節で自由化の厚生効果を比較したので，本節では厚生効果以外の効果について比較をおこなう．
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6.4.1 生産量効果

まず，自由化が各地域の各部門の生産量に対して与える効果 (生産量効果)を確認しよう．厚生効果

については EVで比較したが，生産量効果については「生産量のベンチマークからの変化率」で比較

する．表 17は，各地域の各部門のおける生産量のベンチマークからの変化率，変化率の平均，標準

偏差である．12地域がそれぞれ 10部門を持っているので，全部で 120部門あることになる．まず表

からわかることは，生産量の変化の方向はモデルによってはほとんど変わらないということである．

これは，自由化によって生産が増加するか減少するかということのみが知りたいときには，モデルの

差にはあまり注意を払う必要はないということを示唆している．次に変化の大きさであるが，全般的

にはモデルによる差はそれほど大きくはない．特に，EAS，CHN，EUR，AMC等のように規模が非

常に大きい地域では，モデルによる差は非常に小さい．これは，規模が大きい地域は自由化から受け

る影響が小さく，生産量の変化率の絶対的な水準が小さい部門が多いという理由が大きい．ただし，

CHNの TAL部門，MVP部門のように変化率 (の絶対値)の平均が 10%を越える部門であっても，差

はそれほどでていないので，変化率の水準が高い部門であっても，モデルによる差は必ずしも大きく

はない．

しかし，数は少ないがモデルによる差が非常に大きい地域，部門も存在している．これは表で影付

きで表されているような部門である．これらの部門は，変化率の標準偏差が 5を越える部門である．

最も標準偏差が大きい部門は，VNMの TAL部門であり，73.8という値を示している．この部門で

は，変化率が最も小さいモデル CFで 104%，最も大きいモデル BDで 292.5%であるので，最小の

モデルと最大のモデルで生産量の変化率は 188ポイントも異なっている．他にもMYSの TAL部門，

PHLの TAL部門，VNMの CRP部門等は，最小のモデルと最大のモデルで生産量効果に 50ポイン

ト，あるいはそれ以上の差が生じている．以上の結果をまとめると，自由化の生産量に対する効果は

全般的にはそれほどモデルによって差はないが，地域，部門によっては極めて大きい差がでる場合が

あるということになる．先行研究では，自由化が各地域の生産量に与える効果を分析しているものが

数多くある．本稿の分析結果は，その生産量効果はモデルの選択に非常に強く依存している可能性が

あることを示唆している．

生産量効果の (絶対値での)大きさとモデルの関係については，例外はあるが，モデル IB，BD，IC

の生産量効果が大きく，モデル CD，LGMC，QCVが中位で，モデル PC，CF，CHは小さいという

傾向が観察される．厚生効果は IC，IB，LGMC，PC，CH，BD，CD，QCV，CFの順に大きかった

ので，厚生効果の大きさと生産量効果の大きさは必ずしも一致しないということになる．さらに，も

う少し詳細にモデルを比較すると，幾つかのモデルの間で効果が非常に似通っていることがわかる．

例えば，モデル PCとモデル CFの生産量効果は多くのケースでほとんど同じである．同様にモデル

LGMCとモデル QCVの生産量効果も非常に似ている．この結果からも，CRTSモデルより IRTSモ

デルの自由化の効果が必ずしも大きくなるわけではないということが確認できる．

6.4.2 その他の効果

次に，モデルによる効果の差をより詳細に分析するために，各部門での企業規模 (一企業の生産量)，

企業数，平均費用，平均マークアップ率の動きを見てみよう．全ての地域の全ての部門の数値を掲載

することはスペースの都合上難しいので，ここでは前節において影付きで表された 10個の部門，つ
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まりモデル間の生産量効果の差が特に大きくでた部門だけを取り上げることにする．表 18はそれら

の部門における各変数のベンチマークからの変化率を表している．

まず，企業規模の変化から見てみよう．企業規模の変化はモデルによってかなり異なっている．例え

ば，VNMの TAL部門を例にとれば，モデルLGMCでは 1%の減少であるが，モデルCFでは 104%の

増加であり，両者では 105 ポイントも違いがある．モデル CFでの企業規模の変化率 (の絶対値) が

大きく，逆にモデル LGMCでの変化率が小さいというこの結果は，モデルに対する仮定から自然に

導かれるものであり，ある意味当然の結果である．まず，モデル CFが最も企業規模の変化が大きく

なっているのは，企業数が一定と仮定されているため，生産の調整が企業規模を通してしかおこなわ

れないためである．一方，モデル LGMCの企業規模の変化が小さいのも，同様に LGMCモデルとい

う仮定から自然に導かれることである．なお，モデル LGMCについては，これまで企業規模一定と

説明してきたにもかかわらず，企業規模がわずかではあるが変化していることを疑問に思うかもしれ

ない．これは輸送費用の存在に原因がある．本節で利用しているモデルでは，輸送費用が specificな

形式で入ってくるので，マークアップ率が一定であっても，企業が直面するマークアップ率は輸送費

用の変化の分に応じて，わずかではあるが変化することになる．このため，LGMCモデルであるに

もかかわらず，企業規模が変化することになる．以上のように，モデル全体を比較するとかなり効果

は異なっているが，非常に効果が似ているモデルもある．モデル CDと ICは分断市場か統合市場か

という点が異なっているが効果は似ている．同じことはモデル BDと IBについても成り立っている．

この二つの結果を見る限りでは，分断市場と統合市場という差は企業規模への効果にはほとんど影響

を与えないということになる．

次に，企業数の動きを検討しよう．第 5.10.1節で説明した通り，企業規模と企業数はほとんどの部

門において同方向に変化しているのが確認できる．つまり，部門全体の生産が増加する産業では企業

規模も企業数も増え，部門全体の生産が減少する産業では企業規模も企業数も減少することが多いと

いう結果になっている．一方，モデル間の差については，企業規模の場合とは逆にモデル LGMCで

企業数の変化が大きく，モデル CFで小さい (正確にはゼロ)という結果になっている．これもモデル

の仮定から導かれる当然の結果である．また，企業規模と同様に企業数についてもモデル CDと IC，

モデル BDと IBは効果はかなり似ていることがわかる．

平均費用については，多くの部門で低下していることがわかる．これは多くの部門で企業規模が増

加しているためである．ただし，企業規模の変化率と比較し，平均費用の変化率はそれほど大きくな

い．例えば，モデル CFのケースで 104%も企業規模が拡大している VNMの TAL部門でさえ，平均

費用は 8 %低下しているにすぎない．これはベンチマークの CDRに 15%という小さい値を仮定して

いることが一つの原因だと考えられる．

最後に，各部門のマークアップ率の変動を見てみよう．統合市場モデルに関しては，そのままマー

クアップ率を掲載したが，分断市場のモデルでは，マークアップ率は供給先によって異なっているた

め，ここでは全ての供給先に対するマークアップ率の平均値 (供給量をウェイトとした加重平均)を掲

載してある．本来マークアップ率一定である LGMCでマークアップ率がわずかに変化しているのは，

企業規模の部分で説明した輸送費用の存在による．表より，平均マークアップ率が上昇する部門もあ

るが，ほとんどの部門で低下していることがわかる．自由化 (関税の低下)は，国内の競争を激しく

させるため国内供給に対するマークアップ率を低下させる一方，輸出市場へのアクセスを改善するた

め輸出供給に対するマークアップ率を上昇させる可能性が高い．平均マークアップ率が低下するとい
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うのは前者の効果が全体として後者を上回っていることを示唆している．多くの部門で総供給に占め

る国内供給のシェアは非常に大きいので，これは当然の結果と言える．モデルの中では，元々マーク

アップ率一定の LGMCを除くと，モデル CFでの低下率が小さいという結果になっている．これは

企業数が固定されているので，自由化されても価格支配力を失いにくいためであると考えられる．一

方，モデル CH，BD，IC，IBはマークアップ低下率が大きくなっている．特に，同質的な varietyを

仮定しているモデル CHで低下率が大きいという結果がでている．

以上，企業規模，企業数，平均費用，マークアップ率への効果を見てきたが，モデルによりかなり

差があることが確認できた．これはモデルに対する仮定の差から導かれる当然の結果と言える．しか

し，一方でモデルによってはかなり効果が似ているということもわかった．例えば，モデルCD，BD，

IC，IBでは，競争形態の異なるCDと BD，また ICと IBの間にはかなりの効果の差が観察されるが，

競争形態が同じもの同士，つまりモデル CDと IC，またモデル BDと IB同士では効果はほとんど同

じである．この結果は，企業規模，企業数，平均費用，マークアップ率といった変数への効果が競争

形態の仮定には強く依存するが，統合市場・分断市場という仮定にはそれほど影響を受けないという

ことを示唆している．

6.5 生産量効果の感応度分析

表 17で基準にケースにおいて部門全体の生産量にどのような効果があるかを見た．最後に，この

部門全体の生産量への効果についても感応度分析をおこなっておこう．考慮するケースは厚生効果に

ついての感応度分析で扱った 6つのケース (EOS4, ALL IRTS, CDR0.1, CDR0.17，NF20，NF100)で

ある．表 19に各ケースでの生産量への効果 (生産量のベンチマークからの変化率) が掲載してある．

スペースの都合上，全ての地域の全ての部門の数値を掲載することは難しいので，表 17において生

産量の変化率の標準偏差が 5を越えていた 10個の部門のみを取り上げている．つまり，基準ケース

において特にモデル間での効果の差が大きくでている部門のみを取り上げていることになる．表で空

白となっているのは，モデルが解けなかったケース，あるいはカリブレーションができなかったケー

スを表している．

Armington弾力性を変更したケース： まず，EOS 4，つまり Armington弾力性を 4に上昇させた

ケースを見てみよう．このケースでは，モデル BDとモデル ICは解くことができなかったため，空

白となっている．表からすぐわかるように，基準ケースと比較し，生産量の変化率 (の絶対値)は全般

的に拡大している．特にモデル CD，ICについてはほぼ二倍に拡大している．その結果として，モデ

ル間の生産量効果の差も拡大している．例えば，VNMの TAL部門を例にとると，基準ケースでは

最小のモデルと最大のモデルでの生産量の変化率の差は 189ポイントであったが，EOS 4のケースで

はこの差が 395ポイントにも拡大している．厚生効果も Armington弾力性が大きいほどモデル間の

差は拡大したが，生産量効果についても同様に，あるいは厚生効果以上にモデル間の差が拡大するこ

とがわかる．

全ての部門を IRTS部門と仮定するケース： 厚生効果のときと同様に，このケースでは生産量効果

は若干変わる程度で基準ケースとそれほど大きな違いはみられない．
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ベンチマークの CDRを変更したケース： このケースでは厚生効果の感応度分析と同じような変化

が見られる．つまり，CDR 0.1のケースでは全般的に生産量効果は小さくなり，さらにモデル間のば

らつきが縮小するという結果になっている．一方，CDR 0.17のケースでは逆に生産量効果は大きく

なり，モデル間のばらつきが拡大している．

カリブレーション方法を変更したケース： NF 20と NF 100のケースを考慮したが，どちらも基準

ケースと比較し，若干生産効果が小さくなり，モデル間の差が縮小する傾向があるが，それほど大き

な変化はみられない．また，NF20と NF100同士では生産量効果はほとんど同じ結果になっており，

企業数の仮定を変更した影響はほとんど見られない．

7 結語

本稿では，貿易政策を対象とした CGE分析のサーベイと，モデルの選択が自由化の効果に与える

影響についての分析をおこなった．サーベイでは，まず既存の貿易 CGE分析でどのような政策が分

析対象となっているかを第 2節で説明した．そして，第 3節では，貿易 CGE分析において利用され

ている代表的なモデルを幾つか取り上げ，その特徴を詳細に説明した．さらに，近年 CGEモデルで

不完全競争，規模の経済性が考慮されることが多くなってきているので，第 4節では不完全競争モデ

ルに焦点を当て，様々な側面から既存の不完全競争モデルを比較した．第 5節では第 3-4節で説明し

たモデルを利用して貿易自由化の効果を分析している既存の研究を比較した．同じ貿易自由化を分析

しているにもかかわらず既存研究の分析結果にはかなりの差が観察された．その差の一つの原因はモ

デルの違いにあると考えられるが，既存の研究ではモデルだけではなく，データ，パラメータ，シナ

リオが全て異なってしまっているので，結果の差が何に起因するのかを判断するのが難しい．そこで

第 6節では，モデル以外の要素をできる限り共通に保った形で様々なモデルで貿易自由化の効果を比

較するというシミュレーションをおこない，モデルの差が自由化の効果に与える影響を分析した．

第 6節のシミュレーションで得られた主要な結果は以下の通りである．第一に，最大のモデルと最

小のモデルで二倍以上厚生効果に差がでた．これはモデルの選択によって自由化の厚生効果が大きく

変わる可能性が高いということを示唆している．第二に，統合市場モデルのほうが分断市場モデルよ

りも厚生効果が大きくでた．第三に，参入退出が不可能なモデルは全てのモデルの中で最も厚生効果

が小さくなった．最後に，完全競争モデルの厚生効果の大きさはちょうど中位となった．不完全競争

モデルでは，完全競争モデルにはない規模効果，variety効果，マークアップ効果等が働くため，自

由化の効果は完全競争モデルよりも大きくなるというようなことがしばしば主張される．実際，既存

の研究を比較すると，不完全競争モデルを利用している分析のほうが自由化の効果が大きくでている

ものが多い．しかし，既存の研究ではモデル以外の部分も異なっているため，モデル以外の要素が結

果に影響を与えている可能性が高い．本稿ではそのような影響を排除するため，モデル以外の部分を

できる限り共通化し，モデルの比較をおこなった．その結果，完全競争モデルの厚生効果の大きさは

不完全競争モデルよりも必ずしも小さくはないという結論を得た．これは，上で指摘したようなよく

ある主張には反しているという意味で，非常に興味深い結果である．以上の結果の頑健性を確認する

ために，幾つかの感応度分析もおこなった．感応度分析で定量的な結果が大きく変わるケースもあっ

たが，定性的な結果についてはそれほど変わらなかった．よって，第 6節で得られた結果はそれなり
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に頑健性を持つと言える．

最後に，第 6節の分析で得られた結果の政策的含意について簡単に触れておこう．第 6節ではモ

デルの差が自由化の効果に与える影響を分析しているが，モデルの違いというのは結局のところ分析

対象となる地域の経済構造の差に結びつけることができる．よって，本稿の分析は経済構造の差が自

由化の効果にどのような影響を与えるのかという問題を分析していると言える．例えば，参入退出が

不可能なモデルは最も厚生効果が小さいという結果が導かれた．これは，貿易障壁を撤廃したとして

も，参入退出に制限がある，つまり競争促進政策が十分機能していないような経済状況では，貿易自

由化の利益はかなり損なわれてしまうと解釈することができる．同様に，統合市場モデルのほうが分

断市場モデルよりも厚生効果が大きいという結果は，地域間になんらかの制度的，物理的障壁が存在

し，ブロック化されている (裁定取引が働かない)状況では，自由化の利益は小さくなってしまうと解

釈できる．このようにモデルの差を現実の経済構造の差に結びつけて考えると，本稿の分析から様々

な政策的含意を導くことができる．例えば，参入退出がおこなわれないモデルで自由化の効果が小さ

くなったということは，自由化をおこなうと同時に，競争促進政策を実施し，参入退出を容易にする

ことで自由化の効果を増幅できるということを示唆している．同様に，分断市場より統合市場モデル

のほうが自由化の効果が大きいという結果は，貿易障壁の撤廃とともに各地域の市場の間に存在する

制度的な障壁を除去し，市場を統合する政策をおこなうことにより，やはり自由化の効果を拡大でき

るということになる．本稿の分析は，CGE分析におけるテクニカルな問題の分析という側面を当然

持っているが，上の例が示すように，その分析結果は政策立案，すなわち貿易自由化からより大きな

成果を得るために必要となる政策は何かという問題に対する示唆も提供していると言える．
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表 1 代表的な貿易 CGE モデル 

 

モデル名 説明 モデルの解説 タイプ 1) 応用例（主に Uruguay Round、Doha Development Agenda を分析したもの） 

GTAP GTAP の標準的なモデル Hertel (1997), McDougall (2003) CRTS Hertel et al.(1996), Hertel and Martin (1999), Anderson et al.(2000), Shakur et 

al.(2002), Trueblood and Somwaru (2002), OECD (2003), UNCTAD (2003) 

LINKAGE World Bank によるモデル Mensbrugghe (2005) CRTS2) World Bank (2003, p.47), Anderson et al.(2005,2006a,b) 

Michigan Deardorff, Stern, Brown による

モデル 

Michigan model の web site3) IRTS Brown et al.(1996), Brown et al.(2002a,b, 2003, 2005), Kiyota (2006) 

Francois Francois 等によるモデル Francois and Roland-Holst (1997), 

Francois et al.(2003a) 

IRTS Francois et al.(1996), Nagarajan (1999) , Francois et al.(2003a,b), Francois et 

al.(2006) 

HRT Harrison, Rutherford, Tarr に

よるモデル 

Harrison et al.(1996) IRTS Harrison et al.(1996, 1997), Cline (2004, Chap. 4). 

MIRAGE CEPII によるモデル Bchir et al.(2002) IRTS Bchir et al.(2002), Fontagne et al.(2002), Bouet (2006), Bouet et al.(2006) 

Takeda  Takeda (2006) CRTS, IRTS Takeda (2006) 

1) CRTS は完全競争＋収穫一定技術のモデル、IRTS は不完全競争＋規模の経済のモデル。 

2) LINKAGE モデルには IRTS のモデルもあるが、応用例にあげている分析では CRTS モデルが利用されている。 

3) http://www.fordschool.umich.edu/rsie/model/ 
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表 2 モデルの基本的な構造 

 

モデル名 効用、消費 生産関数 静学・動学 Armington 仮定 市場構造、規模の経済 

GTAP ・ 効用は民間消費、政府支出、貯

蓄の CD 型効用関数 

・ 民間消費は CDE 関数により決

定。 

・ 二段階の CES 関数 

・ 本源的要素を CES で統合 

・ 本源的要素、中間財をレオンチェフで

投入 

・ 静学モデル 

・ 投資決定には二つのアプ

ローチがある 

・ Armington 仮定 

・ 二段階で統合 

・ 用途別に統合する 

・ 完全競争＋CRTS 技術 

 

LINKAGE ・ 効用は消費と貯蓄の CD 型関数 

・ 消費は LES 型 

・ 多段階の CES 関数 

・ 部門によって異なった関数型を想定

（計 3 タイプ） 

・ 逐次動学モデル 

・ Putty Clay アプローチ 

・ 二段階の Armington 統合 

・ 全ての用途に対して一括で

Armington 統合 

・ 完全競争＋CRTS 技術 

Michigan ・ 効用は消費財の CD 型関数 ・ GTAP と同じ ・ 静学モデル ・ Armington 仮定は放棄 ・ 不完全競争＋規模の経済 

・ 農産物部門のみは完全競

争＋CRTS 

Francois ・ 効用は民間消費、政府支出、貯

蓄の CD 型関数 

・ 消費は消費財の CD 型関数 

・ GTAP と同じ ・ 静学モデル 

・ GTAP と同じ 

・ Armington 仮定は放棄 ・ Michigan と同じ 

HRT ・ 効用は消費財の CD 型関数 ・ GTAP と同じ ・ 静学モデル 

・ 貯蓄・投資は一定 

・ Armington 仮定あり ・ Michigan と同じ 

MIRAGE ・ 効用は消費の LES 型関数 ・ GTAP とほぼ同じ 

・ 資本と熟練労働の扱いが特殊 

・ 逐次動学モデル 

・ 貯蓄率一定 

・ Semi Putty Clay アプロー

チ 

・ Armington 仮定あり ・ Michigan と同じ 

Takeda ・ 効用は消費の CD 型関数 ・ GTAP と同じ ・ 静学モデル 

・ 貯蓄・投資は一定 

・ Armington 仮定あり ・ 完全競争＋CRTS 

・ 不完全競争＋規模の経済 
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表 3 逐次動学モデルと最適化モデルの比較 

 

 逐次動学モデル 最適化モデル 

貿易 CGE モデ

ルにおける例 

・ MIRAGE モデル 

・ LINKAGE モデル 

 

・ Rutherford and Tarr (2002) 

・ 小山田 (2003) 

 

投資、貯蓄の

決定 

① 投資・貯蓄の決定方法に関して特殊な仮定を置く

ことで、静学モデルの枠組みを維持しつつ投資・

貯蓄の決定を内生化する 

② 貯蓄率一定と仮定することが多い 

 

① 異時点間の動学的最適化行動から自然に投資・貯

蓄が決定される 

 

 

計算方法 ① 静学モデルと同様に一時点の均衡を導出 

② 投資を加え資本ストックをアップデート 

③ 新しい資本ストックを所与として、再び一時点の

均衡を導出 

④ 以下、繰り返し 

 

① 時点内の均衡・最適化条件だけではなく、異時点

間の均衡・最適化条件も考慮し、全ての期間の全

ての変数を同時に解く 

利点 ① モデルの構造としてはほとんど静学モデルと変

わらないため全般的に扱いやすい。 

② 計算難度も静学モデルとほとんど変わらない 

③ 外生変数（労働成長率、技術進歩率等）の経路を

比較的自由に決めることができ、より現実的な想

定ができる 

 

① 異時点間の最適化行動を考慮しているため、動学

的な効率性の分析が可能。 

② 理論分析で通常用いられているモデルであり、理

論的な観点からはスマート 

 

欠点 ① 投資・貯蓄の決定方法がアドホックになりやすい 

② スタンダードなアプローチが確立されておらず、

研究者によって異なったモデルが利用されてい

る 

③ 投資・貯蓄がもともと（真の）最適化行動に基づ

いていないため、動学的な効率性の分析が意味を

持たない 

④ 前向きの期待を前提としていないので、政策変更

に対する反応が遅くなる。 

⑤ 投資がサイクルを描くパターンが観察されやす

い（overshoot and collapse） 

 

① 静学モデルに比べ、はるかに変数の数が多くなる

ため計算が非常に難しい 

② ベースライン均衡を導出する際に厳しい（そして

非現実的な）制約を課す必要があることが多い。 

③ その代表的な例として、ベースラインが定常状態

にあるという仮定がある。この仮定は分析を容易

にするためによく利用されるが、多地域・多部門

のモデルでは非常に厳しい仮定。 
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表 4 市場構造についての仮定 

 

モデル名 規模の経済性 Armington 仮定 競争形態 分断・統合市場 参入・退出 カリブレーション 1) 

Michigan ・ 固定費用の存在による規

模の経済性 

・ 固定投入物には本源的要

素のみ利用 

・ Armington 仮定はなし 

・ 全ての地域の全ての企業の

Varietyを一段階のCES関数で

統合 2) 

・ 戦略変数は価格 

・ ベルトラン競争 

・ 統合市場 

 

・ 参入退出は可能（ゼロ

利潤が成立） 

・ 代替の弾力性、企業数は外生 

Francois ・ 固定費用の存在による規

模の経済性 

・ 固定投入物に可変投入物

と同じものを利用 

・ Michigan と同じ ・ LGMC モデル 3) ・ 統合市場 

 

・ Michigan と同じ ・ CDR は外生 

・ 代替の弾力性、マークアップ率を

カリブレート 

HRT ・ 固定費用の存在による規

模の経済性 

・ Armington統合＋Variety統合

の多段階の統合 

・ 推測変分を導入し

たモデル 

・ 分断市場 ・ Michigan と同じ ・ 代替の弾力性、CDR、企業数は外生 

・ マークアップ率、推測変分をカリ

ブレート 

MIRAGE ・ Francois と同じ 

 

・ Armington統合＋Varietyの統

合の多段階の統合 

・ 地域を財の品質によって二つ

のグループに分割している 

・ 戦略変数は数量 

・ クールノー競争 

・ 分断市場 ・ 参入退出は可能である

が、調整は一期間内で

は完全にはおこなわれ

ない 

・ 代替の弾力性、企業数、CDR、マー

クアップ率をカリブレート 

・ 最適化問題を解くことでカリブレ

ートをおこなっている 

De Santis ・ Michigan と同じ ・ HRT と同じ ・ 推測変分を導入し

たモデル 

・ 分断市場 ・ Michigan と同じ ・ 固定費用、企業数、代替の弾力性

は外生 

・ 推測変分をカリブレート 

Takeda ・ Francois と同じ ・ Armington統合＋Varietyの統

合の多段階の統合 

・ Variety が同質というモデル

も考慮 

・ 4 つのケース 

① ベルトラン競争 

② クールノー競争 

③ 推測変分モデル 

④ LGMC 

・ 分断市場 

・ 統合市場 

・ 参入退出可能と不可能

のモデル 

 

・ 基本的には代替の弾力性、CDR を外

生的に与え、企業数、マークアッ

プ率をカリブレート 

・ モデルによっては別の方法を採用 

1)全てのモデルでベンチマークにゼロ利潤条件が成立していることを仮定。  

2)ただし、variety 数と効用の関係に特殊な仮定を置いている。 

3)Large group monopolistic competition モデルのこと。 
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表 5 分析例 

 

略称 分析名 モデル データ・ベースライン 政策 シナリオ、結果（実質所得の増加、EV） 

AMM Anderson, 

Martin & 

Mensbrugghe 

(2006a,b) 

・ LINKAGE モデル 

・ 27 地域（途上国を比較的細かく

分割） 

・ 25 部門（農産物・食品 12、サ

ービス部門は 2） 

・ GTAP 6 

・ 2005 年のデータにアップデート（中国、台湾の

WTO への加盟、EU の拡大、MFA の撤廃を考慮） 

・ その上で2015年までのベースライン均衡を求め

る（人口・労働供給の増加、投資による資本蓄

積、労働集約的な技術進歩を考慮） 

・ 関税 

・ 農業へ輸出補助

金、国内生産補

助金 

 

・ 完全自由化 

・ 2015 年時点での EV は、先進国→2,016 億ドル

（0.6%）、途上国→857 億ドル（0.8%）、世界全体

→2,873 億ドル（0.7%）。カッコ内は GDP 比。 

・ 全体の利益の 62%は農産物自由化、14%は繊維・縫

製品自由化、24%はその他の工業製品自由化によ

る。 

SRC Shakur, Rae & 

Chatterjee 

(2002) 

・ GTAP モデル 

・ 15 地域 

・ 20 部門（12 農林水産物・加工

食品、1 サービス） 

・ GTAP 5 

・ 2005 年のデータにアップデート（UR 合意を実施

済みの状態） 

・ 関税 

・ 農産物への輸出

補助金 

・ 完全自由化 

・ 世界全体→823 億ドル（0.31%）a) 

・ 部分自由化のケースでは、全体の利益（380 億ドル）

の半分は農産物自由化による。 

OECD OECD (2003) ・ GTAP モデル 

・ 10 地域 

・ 10 部門（農産物・食品は 2、サ

ービスは 1 部門） 

・ GTAP 5 

・ 関税率は OECD データにより修正 

・ 貿易コストの低下については Francois et 

al.(2003)のデータを利用。 

・ 関税 

・ 貿易円滑化 

・ 完全自由化＋貿易円滑化（貿易コストの 1%の低下） 

・ 先進国→835 億ドル（0.37%）、途上国→901 億ド

ル（1.37%）、世界全体→1,736 億ドル（0.6%） 

・ 全体の利益のうち 971 億ドルは関税の撤廃（うち

633 億ドルが工業製品自由化による）、425 億ドル

は貿易コスト低下によるもの。 

UNCTAD UNCTAD (2003) ・ GTAP モデル 

・ 12 地域 

・ 6 部門（農産物・食品は 2、サ

ービスは 1） 

・ GTAP 5 

・ 関税率については UNCTAD の TRAINS データを利

用して修正。GPS を考慮。 

 

・ 関税 

・ 農産物への輸出

補助金 

 

・ 関税の 50%の削減 

・ 世界全体→396 億ドル（0.14%）b) 

・ 利益の約半分（215 億ドル）は農産物関税削減によ

る。 

注 1）GTAP 4、GTAP 5、GTAP 6 の基準年はそれぞれ 1995 年、1997 年、2001 年である。 

注 2）各分析は実際には様々なシナリオを取り上げているが、ここではそのうち完全自由化シナリオの結果のみを取り上げている。 

a)増加率はベンチマークの所得を GTAP5.4 の要素所得 26 兆 5256 億ドルに等しいものとして計算した。 

b)この増加率も a）と同じ方法で計算した。 
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（表の続き） 

略称 分析名 モデル データ・ベースライン 政策 シナリオ、結果（実質所得の増加、EV） 

BDS Brown, 

Deardorff & 

Stern (2003) 

・ Michigan モデル 

・ 20 地域 

・ 18 部門（農産物は 1、サービ

スは 5） 

・ GTAP 4 

・ 1995 年のデータを 2005 年のデータにアップデ

ート（UR の合意は実施済みの状態） 

・ サービス貿易障壁を独自のデータより推定 

・ 関税 

・ 農産物への輸出補

助金・生産補助金 

・ サービス貿易障壁 

・ 完全自由化 

・ 世界全体→2 兆 798 億ドル（GNP 比 6.1%）a) 

・ 全体の利益の 62%はサービス貿易障壁撤廃、38%

は工業製品自由化による。 

BKS 

 

Brown, Kiyota 

& Stern 

(2005) 

 

・ Michigan モデル 

・ 22 地域 

・ 18 部門（農産物・加工食品

は 2、サービスは 5） 

・ GTAP 5.4 

・ 1997 年のデータを 2005 年のデータにアップデ

ート（UR の合意、中国・台湾の WTO 加盟を考慮） 

・ サービス貿易障壁を独自のデータより推定 

・ 関税 

・ サービス貿易障壁 

・ 完全自由化 

・ 世界全体→2 兆 4,173 億ドル（GDP 比 6.8%）b) 

FMT Francois, van 

Meijl & 

Tongeren 

(2006) 

・ Francois モデル 

・ 16 地域 

・ 17 部門（農産物は 7、サービ

スは 4） 

・ GTAP 6  

・ 関税率は WTO、UNCTAD のデータにより修正 

・ 2005 年のデータにアップデート（UR の実施、

MFA の撤廃、中国の WTO 加盟、EU の拡大、Agenda 

2000 の CAP 改革を考慮） 

・ サービス貿易に対する障壁を Gravity model に

より推定 

・ 関税 

・ 農産物への輸出・生

産補助金 

・ サービス貿易障壁 

・ 貿易円滑化 

・ 完全自由化＋貿易コストの 3%の低下 c) 

・ 世界全体→3,151 億ドル（GDP 比 1.0%） 

・ 全体の利益の 50%（1,565 億ドル）は貿易円滑化、

20%（615 億ドル）はサービス貿易障壁撤廃、17%

（533 億ドル）は農産物自由化による。 

Nagarajan Nagarajan 

(1999) 

・ Francois モデル 

・ 9 地域 

・ 15 部門（農産物・食品は 9、

サービスは 1） 

・ GTAP 4  

・ サービス貿易に対する障壁を Gravity model に

より推定 

・ 関税 

・ サービス貿易障壁 

・ 貿易円滑化 

・ 貿易障壁の 50%の低下＋貿易コストの 1%の低下 

・ 世界全体→3,850 億ドル（1.4%） 

 

注）前ページの注も参照 

a）各地域の EV、EV の GNP 比から世界全体のベンチマーク GNP を逆算し（34 兆ドル）、GNP 比を求めた。 

b）BKS では EV しか掲載されていない。ここではベンチマークの GDP を 35 兆 3,137 億ドルとして GDP 比を計算した。GDP は GTAP5.4 の GDP を 2005 年まで年率 2.5%の成長率で増加させて導出し

たもの。 

c) FMT では「障壁の 50%削減＋貿易コストの 1.5%の低下」というシナリオの結果しか提示されていない。ここでの「完全自由化＋貿易コスト 3%の低下」の結果は Francois のホームページで配

布されているプログラムを元に筆者が自ら計算したものである。 
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（表の続き） 

略称 分析名 モデル データ・ベースライン 政策 シナリオ、結果（実質所得の増加、EV） 

Cline Cline (2004) ・ HRT モデル（CRTS バージョン） 

・ 25 地域と 26 地域 

・ 22 部門（農産物・食品は 7、

サービスは 1） 

・ GTAP 5 ・ 関税 ・ 完全自由化 

・ 世界全体→2,278 億ドル（GDP 比 0.93%増） 

・ 全体の利益のうち 57%（1,305 億ドル）は農産物

自由化、11%（251 億ドル）は繊維・縫製品自由

化、37%（812 億ドル）はその他の工業製品自由

化による。 

Bouet Bouet (2006) ・ MIRAGE 

・ 20 地域 

・ 17 部門（農産物は 9、サービ

スは 2） 

・ GTAP 6 

・ 関税率は MacMap データベースにより修正 

・ 2005 年のデータにアップデート（UR の合意の

実施、MFA の廃止、EU の拡大、EBA・AGOA 実施、

中国の WTO 加盟等を考慮） 

・ その上で 2015 年までのベースライン均衡を求

める 

・ 関税 ・ 完全自由化 

・ 2015 年時点での世界全体の EV→996 億ドル

（0.33%） 

Takeda Takeda (2006) ・ 複数の CRTS、IRTS モデル 

・ 14 地域 

・ 16 部門（農産物・食品は 2、

サービスは 5） 

・ GTAP 6 

・ サービス貿易障壁のデータはBDSのデータを利

用 

・ 関税、輸出補助金 

・ サービス貿易障壁 

・ 完全自由化 a) 

・ 世界全体→941 億～1,707 億ドル（0.38%から

0.69%） 

注）前ページの注も参照。 

a）Takeda では障壁を 80%削減させるシナリオしか分析されていないので、完全自由化のケースは筆者が新たに計算した。 

 

 



 72 

表 6 GTAP データ 

 

Version 基準年 部門数 地域数 その他 

Ver. 4 1995 50 45  

Ver. 5 注１） 1997 57 66  

Ver. 6 2001 57 87 特恵関税を考慮 

注１）ただし、GTAP 5.4 は Ver.6 と同じ部門数、地域数を含んでいる。 

 

 

表 7 Michigan モデルにおけるサービス貿易障壁（％） 

 

  Construction Trade & Other Private Government Average 

1 Japan 14 23 27 43 27 

2 United States 20 35 46 40 40 

3 Canada 14 21 42 15 33 

4 Mexico 26 35 47  39 

5 Chile 69 32   41 

6 Australia 15 8 15  13 

7 New Zealand 15 21 27  21 

8 Hong Kong 14 16 23  19 

9 China 42 36 72 75 49 

10 Korea 15 24 41  24 

11 Singapore 11 13 21 26 18 

12 Taiwan 21 28 50  35 

13 Indonesia 23 32 58  44 

14 Malaysia 19 17 22 26 18 

15 Philippines 41 42 50  45 

16 Thailand 38 42 49 41 45 

17 EU/EFTA 20 24 34 38 29 

18 Rest of Asia 23 23 34  27 

19 Rest of W. Hemis 29 40 49 32 38 

20 Rest of Middle East 40 35 48  39 

21 Rest of World 12 19 32 19 22 

 Average 22 27 35 36  

出所：Brown et al.(2002a)の Table 4 より。 
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表 8 Francois et al.(2006)のサービス貿易障壁（％） 

 

  Trade Transport and Business Other Services 

1 Netherlands 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 France  12.3 12.1 18.3 19.2 

3 Germany 0.0 13.7 9.5 0.0 

4 Rest of EU 12.3 0.0 0.0 0.0 

5 CEECs 1.6 0.0 0.0 0.0 

6 Mediterannean and Middle East 2.3 0.0 0.0 0.0 

7 North America 0.0 22.6 1.2 16.0 

8 South America 13.8 10.4 8.6 5.9 

9 China 0.0 14.5 37.4 3.7 

10 India 61.3 63.9 32.1 62.2 

11 High income Asia 0.0 0.0 6.3 0.0 

12 Other Asia-Pacific 0.0 0.0 0.0 0.0 

13 Australia and New Zealand 0.0 2.3 9.5 15.2 

14 South Africa 28.3 17.5 32.8 22.6 

15 Sub-Saharan Africa 0.0 0.0 0.0 0.0 

16 Rest of World 7.2 0.0 0.0 0.0 

出所：Francois et al.(2006)の Table 3 より。 

 

 

表 9 代替の弾力性（EOS）パラメータについての仮定 

 

モデル 分析名 Armington 弾力性、Vareity 間の EOS 生産要素間の EOS 

LINKAGE AMM 独自の値を利用 独自の値を利用 

SRC GTAP データを利用 GTAP データを利用 

OECD 同上 同上 

GTAP 

UNCTAD 同上 同上 

BDS Vareity 間の EOS は全ての財について 3。 独自の値 Michigan 

BKS 同上 同上 

FMT CRTS 部門については GTAP データ。 

IRTS 部門については CDR からカリブレート。 

GTAP データを利用 Francois 

Nagarajan NA NA 

HRT Cline 国内財－輸入財の EOS は 4、輸入財間の EOS は 8。 HRT により推定された独自の値。 

MIRAGE Bouet 独自のデータ、およびカリブレーションにより決定。 1.1 を仮定（ただし、資本と熟練労働の

扱いだけ特殊）。 

Takeda Takeda 国内財－輸入財のEOS、輸入財間のEOSについては、GTAP

データの値。Variety 間の EOS は国内財－輸入財の EOS

の 4 倍の値を想定。 

GTAP データを利用 

注）NA は EOS についての仮定についての記述がみあたらなかったもの。 
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表 10 シミュレーションの再現性 

 

モデル 分析名 プログラム 再現性 注 

LINKAGE AMM × × GAMS で記述。 

SRC ○ △ データの加工方法、シミュレーション方法等の情報が不完全なた

め正確には再現できない。GEMPACK で記述。 

OECD ○ △ 同上 

GTAP 

UNCTAD ○ △ 同上 

BDS × × GEMPACK で記述。 Michigan 

BKS × × 同上 

FMT ○ ○ GEMPACK で記述。 Francois 

Nagarajan × × 同上 

HRT Cline ○ △ GAMS で記述。 

MIRAGE Bouet × × GAMS で記述。 

Takeda Takeda ○ ○ GAMS で記述。 
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表 11 モデルによる貿易自由化の効果の比較（USドル） 

 

モデル 分析名 データ サービス貿易障壁

（シェア） 

貿易円滑化（シェア） 世界全体の EV（億ドル） 変化率（*付きは GDP 比） 財貿易自由化のみによる EV

（億ドル）1) 

LINKAGE AMM GTAP 6   2,873 0.7%* 2,873 

SRC GTAP 5   823 0.31% 823 

OECD GTAP 5  ○（44%） 1,736 0.6% 972 

GTAP 

UNCTAD GTAP 5   7922)  0.28% 792 

BDS GTAP 4 ○（62%）  20,798 6.1%* 7,903 Michigan 

BKS GTAP 5.4 ○（69%）  24,173  6.8%* 7,555 

FMT GTAP 6 ○（20%） ○（50%） 3,151 1.0%* 945 Francois 

Nagarajan GTAP 4   ○   ○ 7,7003)  1.4% NA 

HRT（CRTS） Cline GTAP 5   2,278 0.93%* 2,278 

MIRAGE Bouet GTAP 6   996 0.33% 996 

複数のモデル Takeda GTAP 6   ○  941～1,707 0.38～0.69% 501～1,0904) 

 平均    6,093 (2,451)5)  2,623 

1）NA は財貿易自由化の効果だけを抽出できなかったものを表している。  

2)UNCTAD (2003)では関税撤廃のケースは分析されていない。ここでは関税の 50%削減というシナリオでの EV の値を二倍することで擬似的に関税撤廃のケースの効果とした。 

3)Nagarajan (1999)でも完全自由化のケースは分析されていない。貿易障壁の 50% の削減＋貿易コストの 1%というシナリオでの EV を二倍したものを掲載している。 

4)これは財貿易自由化のみのケースを別途計算したときの EV（全ての自由化のケースの効果を分解したものではない）。 

5)括弧内は、Michigan モデルを利用している二つの分析を除いた場合の平均値。 
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表 12 Solution method の比較（EV、百万ドル） 

 

地域 GDP0 Johansen (A) Euler (B) Gragg (C) 100*(A-B)/B (%) 100*(A-C)/C (%) 

JPN 4,255,577 19,019 13,722 13,655 39 39 

USA 7,945,411 4,306 5,100 5,093 -16 -15 

CAN 631,155 1,788 4,135 4,144 -57 -57 

AUS 392,832 1,427 2,885 2,888 -51 -51 

NZL 65,079 1,131 3,444 3,448 -67 -67 

EUN 8,684,045 21,149 12,855 12,815 65 65 

HKG 140,005 2,117 2,085 2,087 2 1 

CHN 854,714 17,056 6,781 6,741 152 153 

KOR 445,524 10,224 11,654 11,549 -12 -11 

SGP 79,792 1,594 1,865 1,865 -15 -15 

TWN 299,662 2,999 2,808 2,807 7 7 

IDN 208,823 2,750 3,186 3,126 -14 -12 

MYS 106,086 2,329 1,617 1,615 44 44 

PHL 78,357 623 6 7 10852 9078 

THA 157,789 4,063 2,787 2,783 46 46 

ROA 551,956 8,433 2,351 2,325 259 263 

CHL 76,151 404 543 546 -26 -26 

MEX 388,840 -370 -823 -826 -55 -55 

CAC 94,073 812 287 288 183 182 

SAM 1,415,902 11,091 10,570 10,559 5 5 

MCC 34,947 987 596 613 66 61 

SAC 4,775 70 104 104 -32 -32 

ROW 2,072,154 11,252 2,635 2,566 327 339 

World 28,983,648 125,255 91,190 90,798 37 38 

注１）地域の記号は Brown et al.(2005)を参照。 

注２）GDP0 はベンチマーク GDP。 

注３）Euler、Gragg ともに Steps = 10 12 14 で解いている。 

 

表 13モデルの種類 

 

モデル名 競争形態 参入・退出 Variety 統合・分断 Scale 効果 Variety 効果 Markup 効果 

PC 完全競争       

CD Cournot 競争 可 差別化 分断 ○ ○ ○ 

LGMC LGMC 可 差別化 分断 × ○ × 

CH Cournot 競争 可 同質的 分断 ○ × ○ 

CF Cournot 競争 不可 差別化 分断 ○ × ○ 

QCV 推測変分モデル 可 差別化 分断 ○ ○ ○ 

BD Bertrand 競争 可 差別化 分断 ○ ○ ○ 

IC Cournot 競争 可 差別化 統合 ○ ○ ○ 

IB Bertrand 競争 可 差別化 統合 ○ ○ ○ 
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表 14 部門・地域の定義 

 

部門 説明 GTAP 6 での部門  地域 説明 GTAP 6 での地域 

AGR Primary agriculture PDR, WHT, GRO, V_F, OSD, C_B, OCR, CTL, OAP, 

RMK, WOL, FSH, CMT,  

 EAS East Asia (Japan, 

Korea, Taiwan) 

JPN, KOR, TWN, XEA 

PAG Processed agriculture PFB, OMT, VOL, MIL, PCR, SGR, OFD, B_T,   CHN China and Hong-Kong CHN, HKG 

NAT Natural resources FRS, COA, OIL, GAS, OMN  IDN Indonesia IDN 

TAL Textiles, apparel and leather TEX, WAP, LEA  MYS Malaysia MYS 

CRP Chemical, rubber and plastic 

products 

CRP  PHL Philippines PHL 

WOO Wood products LUM  SGP Singapore SGP 

MVP Motor vehicles and parts MVH  THA Thailand THA 

OME Other manufacturing and 

equipment 

OTM, ELE, OME, OMF  VNM Vietnam VNM 

OMF Other manufacturing products 

(nec) 

PPP, P_C, NMM, I_S, NFM, FMP  RAS Rest of Asia XSE, BGD, IND, LKA, XSA 

SER Services sector ELY, GDT, WTR, CNS, TRD, OTP, WTP, ATP, CMN, 

OFI, ISR, ISR, OBS, ROS, OSG, DWE 

 EUR Europe AUT, BEL, DNK, FIN, FRA, DEU, GBR, GRC, IRL, ITA, LUX, 

NLD, PRT, ESP, SWE, CHE, XEF, XER, ALB, BGR, HRV, CYP, 

CZE, HUN, MLT, POL, ROM, SVK, SVN, EST, LVA, LTU 

    AMC American Continents CAN, USA, MEX, XNA, COL, PER, VEN, XAP, ARG, BRA, CHL, 

URY, XSM, XCA, XFA, XCB 

    ROW Rest of the world RUS, XSU, TUR, XME, MAR, TUN, XNF, BWA, ZAF, XSC, MWI, 

MOZ, TZA, ZMB, ZWE, XSD, MDG, UGA, XSS 
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表 15 自由化の厚生効果（EV は 10 億ドル） 

 

 AGR MAN SER TF FULL 誤差 Rank GDP 比 (%) 

PC 24.2 27.0 152.6 94.3 297.6 0.5 4 1.0 

CD 23.4 22.4 127.6 89.7 262.5 0.6 7 0.8 

LGMC 23.9 31.8 155.1 92.5 302.8 0.5 3 1.0 

CH 23.4 22.0 134.9 92.5 272.2 0.6 5 0.9 

CF 22.4 10.8 90.7 84.7 207.9 0.7 9 0.7 

QCV 23.5 24.0 114.9 89.9 251.6 0.7 8 0.8 

BD 23.4 23.9 133.9 89.7 270.3 0.6 6 0.9 

IC 23.7 43.1 256.7 98.6 421.6 0.4 1 1.3 

IB 23.6 34.0 173.4 93.5 324.0 0.4 2 1.0 

平均（A） 23.5 26.6 148.9 91.7 290.1    

標準偏差（B） 0.5 9.0 47.0 3.8 59.5    

100×B/A 2.1 34.1 31.6 4.2 20.5    

出所）筆者の計算による。 

注１）FULL は世界全体の EV。AGR、MAN、SER、TF はそれぞれ農産物自由化、工業製品自由化、サービス貿易自由化、貿易円滑

化による EV に分割したもの。 

注２）誤差＝AGR＋MAN＋SER＋TF－FULL 

注３）Rank は EV の大きさの順位付け。 

 

表 16 感応度分析（EV は 10億ドル） 

 

  Base  EOS4  ALL IRTS  CDR0.1  CDR0.17  NF20  NF100  

  EV Rank EV Rank EV Rank EV Rank EV Rank EV Rank EV Rank 

PC 297.6 4 390.5 3 297.6 4 297.6 4 297.6 3 297.6 5 297.6 6 

CD 262.5 7 345.3 6 263.1 7 286.3 6 256.9 7 259.2 7 293.9 8 

LGMC 302.8 3 398.8 2 307.3 3 302.8 3 302.8 2 302.8 2 302.8 2 

CH 272.2 5 366.3 4 272.2 5 281.1 7 268.6 4 283.8 6 296.3 7 

CF 207.9 9 220.5 7 201.5 9 275.4 8 180.2 8 190.0 9 286.7 9 

QCV 251.6 8 353.3 5 251.1 8 213.1 9 263.0 5 251.6 8 300.2 5 

BD 270.3 6 NA  272.2 6 294.9 5 257.6 6 300.8 4 302.6 3 

IC 421.6 1 676.8 1 438.8 1 314.0 1 NA  414.7 1 303.8 1 

IB 324.0 2 NA  330.7 2 303.3 2 335.3 1 301.7 3 301.6 4 

平均（A） 290.1  393.1  292.7  285.4  270.2  289.1  298.4  

標準偏差（B） 59.5  138.4  66.0  29.6  45.6  59.7  5.5  

100×B/A 20.5  35.2  22.5  10.4  16.9  20.6  1.8  

出所）筆者の計算による。 

注 1）EOS4 は代替の弾力性を 4 に変更したケース。 

注 2）ALL IRTS は全ての部門を IRTS 部門としたケース。 

注 3）CDR0.1 はベンチマークの CDR を 0.1 に変更したケース。CDR0.17 も同様。 

注 4）NOF20 はカリブレーションの方法を変更し、ベンチマークの企業数を 20 と仮定したケース。NOF100 も同様。 

注 5）NA は計算できなかったケース。Rank は EV の大きさの順位付け。 
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表 17 各部門の生産量への効果（基準ケース、変化率%） 

 

  PC CD LGMC CH CF QCV BD IC IB 平均 標準偏差 100×B/A 

NAT -1.9 -3.1 -3.3 -2.0 -1.3 -3.3 -3.9 -3.1 -4.1 -2.9 0.9 32.9 

AGR -10.4 -10.7 -10.6 -10.5 -10.6 -10.7 -10.7 -10.4 -10.6 -10.6 0.1 0.9 

PAG -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -0.9 -1.1 -1.1 0.1 7.7 

TAL 12.4 11.8 12.2 12.6 11.7 12.3 11.7 13.4 12.6 12.3 0.5 4.4 

CRP 3.0 3.2 2.9 3.4 2.8 3.2 3.1 3.2 3.1 3.1 0.2 6.2 

WOO -0.6 -0.6 -0.9 -0.4 -0.4 -0.7 -0.7 -0.7 -0.9 -0.7 0.2 28.4 

MVP 7.3 10.0 9.5 8.9 6.8 9.9 10.7 10.8 12.0 9.5 1.7 17.5 

OME 3.2 3.4 3.1 3.7 3.3 3.3 3.3 3.2 3.2 3.3 0.2 5.2 

OMF 2.4 2.6 2.3 2.8 2.3 2.5 2.6 2.6 2.6 2.5 0.1 5.6 

EAS 

SER -0.6 -0.6 -0.7 -0.6 -0.6 -0.6 -0.7 -0.3 -0.8 -0.6 0.1 23.0 

NAT -4.5 -4.9 -5.2 -4.5 -3.6 -5.0 -5.4 -5.5 -6.0 -5.0 0.7 14.0 

AGR -0.7 -0.6 -0.5 -0.8 -1.4 -0.6 -0.6 -0.3 -0.3 -0.6 0.3 50.8 

PAG 2.9 2.9 3.2 2.8 2.0 2.9 3.0 3.5 3.4 3.0 0.4 14.9 

TAL 15.1 21.9 21.8 18.2 13.8 22.3 24.6 24.0 28.4 21.1 4.7 22.1 

CRP -6.5 -7.0 -7.3 -6.5 -5.7 -7.1 -7.6 -7.5 -8.2 -7.0 0.7 10.2 

WOO -3.3 -3.2 -3.8 -2.9 -3.0 -3.3 -3.5 -3.9 -4.2 -3.5 0.4 12.5 

MVP -13.3 -14.8 -14.9 -13.9 -11.8 -15.0 -16.0 -15.4 -17.0 -14.7 1.5 10.4 

OME -5.5 -6.9 -7.2 -5.8 -4.9 -7.0 -7.8 -7.7 -8.8 -6.9 1.2 18.2 

OMF -4.0 -4.9 -5.2 -4.2 -3.5 -5.0 -5.5 -5.5 -6.4 -4.9 0.9 18.2 

CHN 

SER 1.4 1.5 1.1 1.9 1.4 1.6 1.2 2.3 1.2 1.5 0.4 25.6 

NAT -3.0 -7.2 -7.0 -4.6 -3.2 -7.1 -8.7 -9.6 -10.6 -6.8 2.7 39.7 

AGR 0.4 0.2 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.3 0.2 0.3 0.1 30.0 

PAG 4.9 4.7 4.9 4.7 4.5 4.8 4.8 5.2 5.0 4.8 0.2 4.1 

TAL 27.5 58.6 52.4 41.9 26.2 56.9 68.6 67.4 76.2 52.9 17.8 33.6 

CRP 4.7 7.2 6.7 6.4 4.5 7.1 7.6 8.3 8.9 6.8 1.5 21.7 

WOO 5.5 2.4 3.2 4.4 5.0 2.3 1.0 1.0 0.4 2.8 1.8 65.6 

MVP -8.2 -10.7 -10.6 -9.2 -7.4 -10.8 -12.2 -11.2 -12.8 -10.3 1.8 17.2 

OME 4.9 1.7 3.2 4.2 5.1 3.3 0.2 2.5 0.5 2.9 1.8 62.4 

OMF 0.0 -4.5 -3.8 -1.4 0.2 -4.5 -6.4 -6.2 -7.6 -3.8 2.8 74.9 

IDN 

SER -3.5 -4.1 -4.2 -3.6 -3.4 -4.0 -4.6 -3.4 -4.7 -3.9 0.5 13.0 

NAT -16.2 -17.8 -19.6 -16.6 -17.2 -17.5 -19.1 -23.3 -23.8 -19.0 2.8 14.7 

AGR -3.7 -2.9 -3.1 -3.3 -4.6 -3.0 -2.7 -2.8 -2.7 -3.2 0.6 19.4 

PAG 52.7 55.1 54.7 53.7 49.3 55.0 55.9 56.4 56.4 54.4 2.2 4.1 

TAL 33.5 87.4 71.6 57.0 32.8 71.5 102.8 93.1 104.8 72.7 27.3 37.5 

CRP -2.9 -2.0 -3.1 -2.2 -3.1 -1.8 -1.9 -3.9 -3.1 -2.7 0.7 27.2 

WOO -8.0 -14.2 -14.9 -11.1 -8.2 -14.1 -17.3 -19.9 -20.6 -14.2 4.6 32.2 

MVP -13.7 -20.6 -19.5 -15.3 -11.5 -19.8 -23.6 -18.8 -23.9 -18.5 4.2 22.9 

OME 0.2 0.9 0.7 0.3 0.3 2.5 0.9 0.7 1.3 0.9 0.7 81.9 

OMF -7.2 -10.8 -11.2 -9.3 -7.4 -9.7 -13.6 -15.1 -16.7 -11.2 3.3 29.5 

MYS 

SER 6.8 10.5 10.4 10.4 6.8 10.2 11.6 16.1 15.9 11.0 3.3 30.0 
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（表の続き） 

  PC CD LGMC CH CF QCV BD IC IB 平均 標準偏差 100×B/A 

NAT -4.5 -10.7 -9.4 -6.9 -4.4 -9.5 -13.3 -12.1 -13.8 -9.4 3.5 37.6 

AGR -0.6 -0.9 -0.8 -0.8 -0.8 -0.9 -0.9 -0.8 -0.9 -0.8 0.1 12.2 

PAG -1.2 -1.5 -1.4 -1.4 -1.4 -1.4 -1.5 -1.4 -1.5 -1.4 0.1 6.3 

TAL 25.9 59.0 49.1 41.6 25.9 51.5 69.2 64.6 71.4 50.9 17.1 33.7 

CRP 0.6 1.6 0.8 1.3 0.5 1.4 1.5 1.4 1.5 1.2 0.4 35.1 

WOO 0.7 -3.9 -3.1 -1.2 0.7 -3.1 -5.3 -5.1 -6.1 -2.9 2.5 86.7 

MVP 9.8 11.1 12.8 11.6 11.2 10.6 12.0 17.9 15.9 12.5 2.7 21.3 

OME 6.9 8.9 8.3 9.5 6.8 7.5 8.8 8.8 9.0 8.3 1.0 11.8 

OMF 4.1 3.5 3.8 4.8 3.8 3.9 2.8 3.0 2.7 3.6 0.7 18.6 

PHL 

SER -1.0 -1.6 -1.7 -1.1 -0.9 -1.4 -1.9 -0.9 -2.0 -1.4 0.4 31.3 

NAT -1.5 0.0 -0.3 -1.1 -0.1 -1.4 -0.2 3.1 1.0 0.0 1.4 2,834.9 

AGR -2.5 -2.3 -2.3 -2.5 -3.1 -2.3 -2.2 -2.0 -2.1 -2.4 0.3 13.8 

PAG 24.2 27.4 27.0 25.2 22.7 26.8 27.7 28.3 28.2 26.4 1.9 7.3 

TAL 3.1 5.8 4.2 3.9 1.8 5.0 6.9 4.2 7.5 4.7 1.8 38.2 

CRP -3.3 -0.3 -2.4 -2.6 -3.7 -1.1 -0.1 -3.9 -1.0 -2.0 1.5 71.9 

WOO 4.8 9.4 8.1 7.3 5.1 7.4 10.5 8.5 9.9 7.9 2.0 24.9 

MVP -11.7 -18.6 -18.4 -16.1 -12.3 -15.5 -22.4 -25.2 -28.0 -18.7 5.6 30.0 

OME -1.9 -2.2 -2.7 -2.2 -1.9 -2.1 -3.1 -4.5 -4.1 -2.7 0.9 34.4 

OMF -2.2 -4.5 -4.4 -3.5 -2.2 -3.7 -6.0 -7.3 -8.3 -4.7 2.1 45.7 

SGP 

SER 0.3 1.0 0.3 1.5 0.0 1.1 0.7 2.6 1.4 1.0 0.8 79.9 

NAT -13.1 -16.0 -15.6 -14.8 -12.0 -15.5 -18.1 -17.8 -19.0 -15.8 2.3 14.6 

AGR 1.0 1.3 1.2 1.1 0.6 1.2 1.3 1.3 1.3 1.1 0.2 19.7 

PAG 13.5 13.8 13.3 13.7 12.9 13.8 13.5 13.1 13.2 13.4 0.3 2.4 

TAL 8.0 10.9 9.7 10.5 7.5 10.9 11.4 12.6 13.0 10.5 1.9 17.9 

CRP 5.5 9.9 10.6 7.8 6.8 8.9 12.2 13.6 15.3 10.1 3.2 32.0 

WOO -9.6 -13.0 -14.1 -10.9 -9.3 -13.0 -14.6 -16.8 -17.9 -13.2 3.0 22.6 

MVP -9.3 -12.0 -12.2 -9.6 -8.0 -12.1 -13.7 -11.8 -14.6 -11.5 2.1 18.6 

OME 7.9 15.9 14.8 12.0 8.5 14.3 19.1 19.2 21.7 14.8 4.8 32.1 

OMF -3.4 -5.8 -5.5 -4.5 -2.7 -5.4 -7.1 -7.3 -8.1 -5.5 1.8 32.7 

THA 

SER -1.1 -0.8 -1.3 -0.5 -1.6 -0.7 -1.2 -0.1 -1.2 -0.9 0.5 49.5 

NAT 13.4 -2.0 2.6 7.6 12.8 2.4 -1.8 0.4 -0.9 3.8 6.0 157.2 

AGR -1.2 -3.8 -3.2 -2.3 -1.3 -3.1 -3.7 -3.5 -3.6 -2.9 1.0 35.3 

PAG -2.1 -8.8 -7.5 -4.9 -2.1 -7.2 -8.7 -8.5 -8.7 -6.5 2.8 42.7 

TAL 111.0 287.9 233.6 192.8 104.0 233.5 292.5 273.3 287.5 224.0 73.8 32.9 

CRP 49.8 78.0 77.3 64.5 47.9 74.9 84.5 92.0 93.8 73.6 16.6 22.5 

WOO 53.6 53.2 68.9 57.0 52.5 62.5 60.4 79.8 76.8 62.7 10.3 16.4 

MVP -20.4 -38.1 -33.7 -29.4 -17.6 -34.0 -43.9 -39.4 -46.5 -33.7 9.8 29.2 

OME 27.1 12.4 20.6 24.1 27.1 21.3 14.6 22.9 21.2 21.3 5.0 23.6 

OMF -1.5 -12.0 -9.6 -4.4 -0.4 -9.3 -13.1 -11.0 -13.0 -8.2 4.9 59.6 

VNM 

SER -7.0 -12.1 -11.3 -8.7 -6.7 -10.7 -13.1 -11.7 -13.2 -10.5 2.5 23.5 
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（表の続き） 

  PC CD LGMC CH CF QCV BD IC IB 平均 標準偏差 100×B/A 

NAT -8.5 -9.3 -9.6 -8.4 -7.3 -9.4 -10.1 -9.9 -10.7 -9.3 1.0 11.2 

AGR -0.4 -0.4 -0.3 -0.4 -0.6 -0.4 -0.4 -0.2 -0.3 -0.4 0.1 23.0 

PAG -3.5 -3.4 -3.3 -3.6 -4.0 -3.4 -3.3 -3.1 -3.2 -3.4 0.2 7.3 

TAL 12.3 15.8 15.3 14.6 11.8 15.9 16.9 16.9 18.8 15.4 2.2 14.4 

CRP -2.7 -2.6 -3.1 -2.0 -1.7 -2.7 -3.1 -1.9 -3.2 -2.6 0.6 21.8 

WOO 0.1 0.3 -0.1 0.6 0.4 0.2 0.2 0.5 0.0 0.3 0.2 91.5 

MVP -6.9 -7.1 -7.3 -6.9 -6.4 -7.2 -7.7 -6.8 -8.0 -7.1 0.5 6.5 

OME -5.3 -5.8 -6.1 -5.1 -4.4 -6.0 -6.5 -5.6 -6.9 -5.7 0.8 13.4 

OMF -3.8 -4.2 -4.5 -3.5 -2.9 -4.3 -4.7 -3.8 -5.1 -4.1 0.7 16.1 

RAS 

SER 0.8 1.0 0.7 1.2 0.8 1.1 0.9 1.8 0.8 1.0 0.3 33.4 

NAT -5.6 -6.0 -6.5 -5.1 -4.8 -6.0 -6.7 -6.4 -7.3 -6.1 0.8 13.4 

AGR -2.9 -3.0 -2.9 -3.0 -3.4 -3.0 -3.0 -2.7 -2.9 -3.0 0.2 6.1 

PAG -1.3 -1.3 -1.2 -1.3 -1.8 -1.4 -1.3 -1.0 -1.2 -1.3 0.2 15.7 

TAL -8.4 -14.2 -14.8 -9.7 -7.0 -14.2 -16.9 -15.8 -19.6 -13.4 4.2 31.1 

CRP -0.3 -0.3 -0.5 -0.2 -0.4 -0.3 -0.4 -0.4 -0.6 -0.4 0.1 35.8 

WOO 1.3 1.7 1.6 1.5 1.0 1.7 1.8 2.0 2.0 1.6 0.3 19.7 

MVP 0.6 0.7 0.6 0.8 0.4 0.7 0.7 0.8 0.6 0.7 0.1 17.8 

OME 0.9 1.7 1.5 1.3 0.7 1.7 1.8 1.7 2.0 1.5 0.4 29.9 

OMF 0.1 0.6 0.5 0.4 0.0 0.6 0.6 0.7 0.8 0.5 0.3 53.2 

EUR 

SER 0.3 0.6 0.2 0.7 0.2 0.6 0.4 0.9 0.4 0.5 0.2 46.6 

NAT -1.1 -0.8 -0.8 -0.9 -0.8 -0.9 -0.8 -0.4 -0.5 -0.8 0.2 26.7 

AGR 5.4 5.3 5.5 5.3 5.1 5.3 5.4 5.7 5.5 5.4 0.2 3.0 

PAG 1.8 1.8 1.9 1.8 1.5 1.8 1.8 2.0 1.9 1.8 0.1 7.3 

TAL -7.8 -10.8 -10.9 -8.8 -6.9 -10.9 -12.2 -11.6 -13.5 -10.4 2.1 20.6 

CRP -1.6 -1.6 -1.7 -1.5 -1.4 -1.6 -1.8 -1.7 -1.9 -1.6 0.1 8.6 

WOO -0.3 -0.1 -0.1 -0.2 -0.3 -0.1 -0.1 0.1 0.0 -0.1 0.1 110.3 

MVP -1.6 -2.1 -2.2 -1.7 -1.4 -2.1 -2.4 -2.3 -2.8 -2.1 0.4 20.3 

OME -1.5 -1.4 -1.4 -1.3 -1.4 -1.4 -1.4 -1.4 -1.5 -1.4 0.1 3.8 

OMF -0.9 -0.6 -0.6 -0.7 -0.8 -0.6 -0.5 -0.4 -0.4 -0.6 0.2 26.8 

AMC 

SER 0.2 0.3 0.2 0.3 0.1 0.3 0.2 0.6 0.2 0.3 0.1 53.9 

NAT 2.8 3.7 3.7 3.1 2.6 3.6 4.0 3.7 4.3 3.5 0.6 16.2 

AGR 0.5 0.4 0.4 0.4 0.0 0.4 0.4 0.6 0.5 0.4 0.2 43.3 

PAG 1.7 1.6 1.6 1.6 1.1 1.5 1.6 1.9 1.7 1.6 0.2 12.3 

TAL -6.9 -11.9 -12.0 -8.3 -5.5 -11.9 -14.0 -13.3 -15.8 -11.1 3.4 31.0 

CRP 5.2 6.4 6.2 6.4 5.6 6.4 6.5 7.5 7.4 6.4 0.7 11.7 

WOO -3.4 -3.3 -3.6 -3.0 -3.1 -3.4 -3.6 -3.4 -3.8 -3.4 0.3 7.4 

MVP -6.4 -8.0 -8.3 -6.6 -5.4 -8.1 -9.2 -8.6 -9.9 -7.8 1.4 18.1 

OME -2.1 -2.7 -3.0 -2.0 -1.3 -2.7 -3.3 -3.0 -3.5 -2.6 0.7 26.6 

OMF 1.1 2.0 1.6 2.0 1.5 2.0 2.0 2.2 2.2 1.8 0.4 20.1 

ROW 

SER -0.6 -0.4 -0.7 -0.2 -0.7 -0.3 -0.6 0.3 -0.6 -0.4 0.3 74.7 
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表 18 自由化の効果（基準ケース、ベンチマークからの％変化） 

 

 地域 部門 PC CD LGMC CH CF QCV BD IC IB 

部門全体の生産量 IDN TAL 28 59 52 42 26 57 69 67 76 

 MYS TAL 33 87 72 57 33 71 103 93 105 

 PHL TAL 26 59 49 42 26 51 69 65 71 

 SGP MVP -12 -19 -18 -16 -12 -15 -22 -25 -28 

 VNM NAT 13 -2 3 8 13 2 -2 0 -1 

 VNM TAL 111 288 234 193 104 234 293 273 287 

 VNM CRP 50 78 77 65 48 75 84 92 94 

 VNM WOO 54 53 69 57 52 62 60 80 77 

 VNM MVP -20 -38 -34 -29 -18 -34 -44 -39 -46 

 VNM OME 27 12 21 24 27 21 15 23 21 

企業規模 IDN TAL  19 -1 27 26 13 25 18 26 

 MYS TAL  23 -1 32 33 11 32 23 32 

 PHL TAL  18 -1 26 26 10 25 19 25 

 SGP MVP  -7 0 -9 -12 -4 -12 -10 -16 

 VNM NAT  -1 0 6 13 3 -1 0 -1 

 VNM TAL  37 -1 71 104 13 50 36 49 

 VNM CRP  22 -1 38 48 16 29 26 31 

 VNM WOO  21 -3 43 52 19 23 28 26 

 VNM MVP  -11 0 -11 -18 -1 -26 -14 -28 

 VNM OME  8 0 18 27 2 8 10 11 

企業数 IDN TAL  33 53 12 0 39 34 42 39 

 MYS TAL  52 72 19 0 54 54 57 55 

 PHL TAL  34 50 13 0 37 35 39 37 

 SGP MVP  -13 -18 -8 0 -12 -11 -17 -15 

 VNM NAT  -1 3 1 0 0 -1 1 0 

 VNM TAL  183 237 71 0 196 161 174 160 

 VNM CRP  46 79 20 0 51 43 52 48 

 VNM WOO  27 75 10 0 37 31 40 40 

 VNM MVP  -31 -33 -21 0 -33 -24 -30 -25 

 VNM OME  4 21 5 0 19 6 12 9 

平均費用 IDN TAL  -2 0 -3 -3 -2 -3 -2 -3 

 MYS TAL  -3 0 -4 -4 -1 -4 -3 -4 

 PHL TAL  -2 0 -3 -3 -1 -3 -2 -3 

 SGP MVP  1 0 1 2 1 2 2 3 

 VNM NAT  0 0 -1 -2 0 0 0 0 

 VNM TAL  -4 0 -6 -8 -2 -5 -4 -5 

 VNM CRP  -3 0 -4 -5 -2 -3 -3 -4 

 VNM WOO  -3 0 -5 -5 -2 -3 -3 -3 

 VNM MVP  2 0 2 3 0 5 2 6 

 VNM OME  -1 0 -2 -3 0 -1 -1 -1 

(出所)筆者の計算による。 
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（表の続き） 

 地域 部門 PC CD LGMC CH CF QCV BD IC IB 

平均マークアップ率 IDN TAL  -13 1 -17 -5 -9 -17 -13 -18 

 MYS TAL  -15 0 -20 -6 -8 -21 -16 -21 

 PHL TAL  -12 0 -16 -5 -7 -17 -14 -18 

 SGP MVP  6 0 8 0 3 11 10 16 

 VNM NAT  1 0 -5 -2 -2 1 0 1 

 VNM TAL  -22 1 -35 -3 -8 -30 -24 -30 

 VNM CRP  -16 1 -24 -7 -12 -20 -18 -21 

 VNM WOO  -15 3 -28 -8 -14 -16 -19 -18 

 VNM MVP  10 0 10 -7 0 28 13 32 

 VNM OME  -6 0 -13 -5 -2 -6 -8 -8 

(出所)筆者の計算による。 
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表 19 生産量効果の感応度分析（ベンチマークからの変化率、％） 

 

   PC CD LGMC CH CF QCV BD IC IB AVG STD 

IDN TAL 27.5 58.6 52.4 41.9 26.2 56.9 68.6 67.4 76.2 52.9 17.8 

MYS TAL 33.5 87.4 71.6 57.0 32.8 71.5 102.8 93.1 104.8 72.7 27.3 

PHL TAL 25.9 59.0 49.1 41.6 25.9 51.5 69.2 64.6 71.4 50.9 17.1 

SGP MVP -11.7 -18.6 -18.4 -16.1 -12.3 -15.5 -22.4 -25.2 -28.0 -18.7 5.6 

VNM NAT 13.4 -2.0 2.6 7.6 12.8 2.4 -1.8 0.4 -0.9 3.8 6.0 

VNM TAL 111.0 287.9 233.6 192.8 104.0 233.5 292.5 273.3 287.5 224.0 73.8 

VNM CRP 49.8 78.0 77.3 64.5 47.9 74.9 84.5 92.0 93.8 73.6 16.6 

VNM WOO 53.6 53.2 68.9 57.0 52.5 62.5 60.4 79.8 76.8 62.7 10.3 

VNM MVP -20.4 -38.1 -33.7 -29.4 -17.6 -34.0 -43.9 -39.4 -46.5 -33.7 9.8 

基準ケース 

VNM OME 27.1 12.4 20.6 24.1 27.1 21.3 14.6 22.9 21.2 21.3 5.0 

IDN TAL 36.7 98.9 73.0 65.6 34.6 88.0  127.4  74.9 33.4 

MYS TAL 46.7 188.0 107.5 99.9 45.7 110.6  198.7  113.9 60.7 

PHL TAL 34.6 117.6 68.6 68.4 35.5 78.1  133.1  76.5 37.5 

SGP MVP -14.8 -28.0 -23.9 -24.0 -16.0 -20.2  -57.4  -26.3 14.5 

VNM NAT 18.5 -11.5 5.0 4.8 17.3 3.8  -2.4  5.1 10.5 

VNM TAL 160.2 536.6 345.8 342.6 141.7 345.8  455.6  332.6 143.4 

VNM CRP 82.9 137.0 142.2 112.1 80.6 135.5  202.4  127.5 41.6 

VNM WOO 80.4 56.9 114.9 77.5 80.3 104.7  161.9  96.7 34.5 

VNM MVP -28.1 -62.3 -47.6 -48.3 -22.7 -48.7  -68.7  -46.6 16.6 

EOS4 

VNM OME 37.9 -4.1 26.7 23.3 37.2 26.6  29.6  25.3 14.1 

IDN TAL 27.5 59.0 52.7 42.0 26.3 57.3 69.2 67.7 76.6 53.1 17.9 

MYS TAL 33.5 82.3 66.7 56.4 33.1 67.7 96.1 86.2 97.8 68.9 24.4 

PHL TAL 25.9 59.0 49.3 41.6 25.9 51.5 69.1 64.6 71.5 50.9 17.1 

SGP MVP -11.7 -19.1 -18.9 -16.2 -12.2 -15.9 -23.2 -25.9 -29.0 -19.1 5.9 

VNM NAT 13.4 -1.6 2.9 7.7 12.8 2.8 -1.4 1.0 -0.4 4.1 5.8 

VNM TAL 111.0 290.5 234.8 193.3 103.8 235.6 295.2 274.6 289.9 225.4 74.8 

VNM CRP 49.8 78.8 78.1 64.7 47.9 75.7 85.6 93.2 95.2 74.3 17.1 

VNM WOO 53.6 54.4 70.0 57.3 52.4 63.6 62.0 81.7 78.8 63.8 10.9 

VNM MVP -20.4 -38.1 -33.7 -29.4 -17.8 -34.0 -43.9 -39.3 -46.5 -33.7 9.8 

ALL IRTS 

VNM OME 27.1 12.9 21.0 24.3 27.0 21.8 15.2 23.7 22.0 21.7 4.8 

IDN TAL 27.5 52.2 52.4 35.4 26.4 50.3 53.5 53.6 53.9 45.0 11.7 

MYS TAL 33.5 72.4 71.6 45.5 32.7 66.0 73.9 73.4 73.8 60.3 17.8 

PHL TAL 25.9 49.4 49.1 34.0 25.3 45.6 50.5 50.3 50.5 42.3 10.8 

SGP MVP -11.7 -17.7 -18.4 -14.0 -11.8 -13.7 -18.5 -19.0 -18.9 -16.0 3.1 

VNM NAT 13.4 2.2 2.6 10.7 12.7 3.2 2.3 2.6 2.5 5.8 4.9 

VNM TAL 111.0 238.6 233.6 152.4 108.0 222.8 238.8 237.4 238.2 197.9 57.1 

VNM CRP 49.8 76.1 77.3 58.6 47.9 69.3 77.8 78.7 78.6 68.2 12.7 

VNM WOO 53.6 64.6 68.9 57.1 51.3 57.2 67.4 68.8 68.3 61.9 7.1 

VNM MVP -20.4 -34.1 -33.7 -25.2 -19.3 -33.0 -34.6 -34.4 -34.8 -29.9 6.5 

CDR0.1 

VNM OME 27.1 19.2 20.6 26.6 26.8 23.2 20.3 21.4 21.2 22.9 3.1 
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（表の続き） 

   PC CD LGMC CH CF QCV BD IC IB AVG STD 

IDN TAL 27.5 63.3 52.4 45.4 26.1 58.9 80.6  96.3 56.3 24.2 

MYS TAL 33.5 99.6 71.6 63.8 32.8 72.7 128.9  133.6 79.6 38.6 

PHL TAL 25.9 67.1 49.1 46.1 26.2 53.1 88.5  91.4 55.9 25.0 

SGP MVP -11.7 -19.7 -18.4 -17.3 -12.5 -16.0 -26.9  -43.9 -20.8 10.5 

VNM NAT 13.4 -5.1 2.6 5.6 12.8 2.3 -4.9  -4.3 2.8 7.5 

VNM TAL 111.0 323.5 233.6 216.5 102.6 235.6 331.5  321.1 234.4 90.9 

VNM CRP 49.8 79.7 77.3 67.3 48.0 76.4 88.3  103.1 73.7 18.6 

VNM WOO 53.6 47.6 68.9 55.9 53.0 64.1 55.2  81.6 60.0 11.0 

VNM MVP -20.4 -40.9 -33.7 -31.7 -17.0 -34.3 -52.3  -59.3 -36.2 14.5 

CDR0.17 

VNM OME 27.1 7.5 20.6 22.1 27.2 20.8 9.0  19.9 19.3 7.4 

IDN TAL 27.5 54.6 52.4 30.3 25.7 56.9 52.5 52.8 52.3 45.0 13.0 

MYS TAL 33.5 74.5 71.6 34.9 31.5 71.5 71.9 72.1 71.7 59.2 19.5 

PHL TAL 25.9 51.4 49.1 27.7 24.8 51.5 49.3 49.1 49.0 42.0 11.9 

SGP MVP -11.7 -16.8 -18.4 -11.6 -12.4 -15.5 -18.3 -18.6 -18.4 -15.7 3.0 

VNM NAT 13.4 1.6 2.6 13.5 12.4 2.4 2.5 3.3 2.6 6.0 5.3 

VNM TAL 111.0 238.2 233.6 113.7 104.3 233.5 234.4 235.8 234.1 193.2 62.7 

VNM CRP 49.8 75.5 77.3 52.0 47.1 74.9 77.3 78.8 77.0 67.8 13.7 

VNM WOO 53.6 59.3 68.9 57.5 51.8 62.5 68.5 70.3 67.6 62.2 7.0 

VNM MVP -20.4 -33.6 -33.7 -20.9 -19.6 -34.0 -33.8 -34.1 -33.8 -29.3 6.8 

NF20 

VNM OME 27.1 18.7 20.6 26.9 26.2 21.3 20.6 21.7 20.8 22.7 3.2 

IDN TAL 27.5 52.2 52.4 28.0 26.4 53.6 52.4 52.2 52.1 44.1 12.6 

MYS TAL 33.5 72.7 71.6 33.7 32.5 71.9 71.6 71.6 71.5 59.0 19.3 

PHL TAL 25.9 49.4 49.1 26.2 25.0 49.9 49.1 48.9 48.8 41.4 11.8 

SGP MVP -11.7 -17.8 -18.4 -11.7 -11.8 -17.9 -18.4 -18.3 -18.3 -16.0 3.2 

VNM NAT 13.4 2.2 2.6 13.4 12.7 2.4 2.6 2.7 2.6 6.1 5.3 

VNM TAL 111.0 235.2 233.6 111.5 108.4 233.7 233.8 233.8 233.5 192.7 61.8 

VNM CRP 49.8 76.6 77.3 50.2 47.7 77.0 77.3 77.0 76.8 67.8 13.9 

VNM WOO 53.6 64.8 68.9 54.3 51.2 66.8 68.9 67.7 67.5 62.6 7.4 

VNM MVP -20.4 -33.6 -33.7 -20.5 -19.7 -33.9 -33.7 -33.8 -33.7 -29.2 6.8 

NF100 

VNM OME 27.1 20.2 20.6 27.1 26.7 20.4 20.6 20.8 20.7 22.7 3.2 
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生産物

合成生産要素

生産要素 生産要素

Leontief型

E_VA

中間財 中間財

 
 

図 1 生産関数 

 
 

効用

合成消費

消費財 消費財

CD型

CDE型

貯蓄 政府支出

 
 

図 2 効用関数（GTAP 型） 
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効用

合成消費

消費財 消費財

CD型
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貯蓄

 
 

図 3 効用関数（LINKAGE 型） 
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消費財

LES型
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図 4 効用関数（MIRAGE 型） 

 
 

効用
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CD型

消費財 消費財

 
 

図 5 効用関数（Michigan 型） 
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図 6 Armington 統合（GTAP 型） 
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図 7 Armington-Variety 統合（GTAP の拡張） 
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図 8 Armington-Variety 統合（HRT 型） 

 

 

地域rのArmington財
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給
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Variety
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入

地域sの
Variety
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Variety
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地域sからの輸
入
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Variety

地域sの
Variety

E_V

地域sからの輸
入

地域sの
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図 9 Armington-Variety 統合（MIRAGE 型） 
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地域rのArmington財

E

地域rの
Variety
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図 10 Variety 統合（Michigan 型） 
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